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ラテンアメリカで活躍する

スタートアップ企業

ラテンアメリカにおけるベンチャー投資
資源制約、地球気候変動、人口動態、健康、食糧、

国際紛争など、現代社会が抱える多くの難問に対し
て、既成概念に捉われず、むしろそれを覆そうとする
スタートアップ企業に注目が集まっている。スタート
アップ企業が他の設立間もない中小企業と異なる特徴
は、新しい技術やビジネスモデルを採用し、顧客に新
しい価値をもたらす存在であるというところにある。
スタートアップが活発な社会には、機会の顕在化、起
業家人材、リスクをとる投資家という 3 つの要因がか
かわっている。

ラテンアメリカ・カリブ地域においてベンチャー
キャピタル（VC）が行った投資は 2021 年に対前年比
288％増加し、同地域は世界で最も VC 投資が成長し
た地域であった（Rudolph et al. 2023）。成長したスター
トアップの新規株式上場（IPO）も活発化している。
時価総額が 10 億ドルを超えるスタートアップは「ユ
ニコーン」1 と呼ばれるが、2021 年はこのクラスのス
タートアップが行った大規模な資金調達件数が増え
た。パンデミックがオンラインサービスの需要を拡大
し、ラテンアメリカにおけるスタートアップ成長を押
し上げたとされている。

Rudolph et al.（2023）によると、ラテンアメリカ
における VC 資金調達の 90％が海外 VC からである。
この海外 VC 資金の約 70％はビッグフォーと呼ばれる
ソフトバンク、タイガー・グローバル（米）、DST（米）、
リビット・キャピタル（米）から提供されている。ソ
フトバンクはラテンアメリカにおける VC 投資の最大
の投資家である。

PitchBook のデータ 2 によると、スタートアップが
急成長するレイター段階を狙って大規模な投資を行う
海外 VC と補完的に事業化から収益基盤確立までの
アーリー段階の投資を担うラテンアメリカの国内 VC
の動きも活発である。Rudolph et al.（2023）は、ラ
テンアメリカにおいて経営者としてスタートアップの
エグジットを果たして利益を得た経営者が投資家と
して後輩スタートアップに投資する「成功のリサイク
ル」が起こっていると指摘している。シリコンバレー
で一般的なこのモデルは、ローカルなスタートアップ・
エコシステムの要諦である。彼らは後に続くスタート
アップにとって重要なロールモデルでもある。

このほかに事業会社がファンドを組成してスタート
アップに投資を行うコーポレート・ベンチャー・キャ
ピタル（CVC）3 の成長も期待されている。CVC は投
資のリターンよりも、本業と関連のある技術に投資し、
事業化成功後に技術提携や買収によって技術を獲得
し、本業の成長につなげることにウエイトを置いてい
る（加藤 2022）。

ラテンアメリカにおけるスタートアップの機会
このようにラテンアメリカにおいてスタートアップ

は活況を見せているが、スタートアップが活躍する機
会について、「ラテンアメリカ各国における社会課題
そのものがスタートアップのビジネスモデルの対象」
であり、また社会課題が共通で、言語の同一性も高
いラテンアメリカは「ある国で成功したビジネスモデ
ルを横展開という形でスケールアップしやすい」と指
摘されている（竹下 2019）。Amorós et al.（2021）の

ラテンアメリカにおけるスタートアップ
浜口 伸明（神戸大学 教授）

特集
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ラテンアメリカで活躍するスタートアップ企業

研究も、ラテンアメリカではあらゆる点で公的サービ
スの提供が遅れているためその課題を解決しようとす
る「必要性の動機に基づく起業（necessity-motivated 
entrepreneurship）」が多いと指摘している。

ラテンアメリカでは、1990 年代以降の経済の民営
化・自由化の中で大企業による市場の寡占化が進ん
できた。競争が働きにくい市場で、高い価格設定で
利益マージンを確保する寡占企業からまともに相手
にされない中間所得階層以下の消費者は、新技術を
使って低コストで財貨を提供するビジネスモデルのス
タートアップ企業の格好のターゲットである。ラテン
アメリカに EC サイトを広めた Mercado Libre の創業
者 Marcos Galperín は「売買と決済を民主化する」を
標榜し（Catalano 2017）、デリバリー・サービスを展
開する Rappi は消費者に品物を届ける「ラスト・ワ
ンマイル」が確保されていないラテンアメリカの大都
市の現状を変えたいとしている。Nubank を創業した
David Veléz は、寡占状態のブラジルの銀行業では、
国民の多くが銀行サービスから排除されるアンバンク
問題と銀行による信用創造が低調であるアンダーバン
ク問題が深刻であると述べている 4。

このような機会を捉えてラテンアメリカを代表する
スタートアップ企業に成長した 3 社について表 1 に情
報を集約した。先進国に留学経験を持つ創業者が、シ
リコンバレーの投資家の支援を得ながら先進国で既
に事業化されたビジネスをラテンアメリカに持ち込

み、事業の多角化とラテンアメリカ域内への進出を急
速に進めたところに共通の特徴がある。また、それぞ
れがラテンアメリカの先進国のビジネスモデルをラテ
ンアメリカの事情に適合させるところに独自の工夫が
ある。例えば、Mercado Libre は誰でも簡単に利用で
きるとは言えない金融決済とロジスティックスを内部
化して EC の信頼性を高めた。Nubank はクレジット
カードの限度額をごく小額から徐々に引き上げること
によってリスクを管理した。Rappiはフードデリバリー
だけでなく買い物支援全般を請け負ったり、銀行口座
を持たない消費者でも利用できるように現金決済を可
能にしたりした。クレジットカード口座からキャッシ
ングした現金の配達や、犬の散歩や公共料金の支払い
などの代行など、利用者の要望に応えて事業化された
ユニークなサービスも行っている。

Mercado Libre の ほ か に 旅 行 予 約 サ イ ト の
Despegar なども輩出し、1990 年代からラテンアメリ
カにおけるスタートアップの先駆けとなったアルゼン
チンは、もともと教育水準が高く、都市化率が高く起
業の経験を学ぶ機会も多かった（ジェトロ海外調査部
／ブエノスアイレス事務所 2022）。繰り返し経済危機
に直面しマクロ経済環境が不安定な国内市場にとど
まっていては成長が見込めないビジネス環境がかえっ
て幸いし、早くから他のラテンアメリカ市場への進出
に目が向けられたとも言えよう。

出所：各社のホームページ上の情報などから執筆者作成。

Mercado Libre Nubank Rappi

設立年 1999 年 2013 年 2015 年

業種 電子商取引（EC） 金融サービス 消費者サービス

モデル eBay（米） Capital One（米）、ING Direct（欧州）Uber（米）

創業者 Marcos Galperín（アルゼンチン人、
スタンフォード大MBA）

David Veléz（コロンビア人、スタ
ンフォード大MBA）

Simón Borreo（コロンビア人、EADA
〈バルセロナ〉MBA）

創業地 アルゼンチン・ブエノスアイレス ブラジル・サンパウロ コロンビア・ボゴタ

アーリー期の投資 John Muse（スタンフォード大教授・
シリコンバレーの個人投資家） セコイア（米） Yコンビネーター（米）

創業時の事業 ECサイト クレジットカード。会費無料。利用
履歴により限度額引き上げ。

レストラン、ドラッグストア、スーパ
ー等商品のデリバリー。現金決済可。

多様化 金融・決済サービス（2003）、ロジ
スティックス（2013）

当座・預金口座（2017）、デビット
カード（2018）、個人ローン（2019）、
保険（2020）

キャッシュデリバリー、代行サービ
ス（2016）、QRコード決済（2019）、
旅行予約、ゲーム、音楽ストリーミン
グ（2020）

外国進出
ブラジル、メキシコ、ウルグアイ
（1999）、エクアドル、チリ、コロン
ビア、ベネズエラ（2000）。現在ラ
テンアメリカ 18か国。

メキシコ（2019）、コロンビア
（2021）

ブラジル、メキシコ（2016）、アルゼ
ンチン、チリ、ウルグアイ（2018）、
ペルー、エクアドル、コスタリカ
（2019）

エグジット IPO（NASDAQ、2007） IPO（NYSE、2021） 未上場

表 1：ラテンアメリカを代表するスタートアップ
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起業人材
表 2 は Global Entrepreneurship Monitor（2023）

の調査結果 5 に基づき、各国の起業に関する特徴を表
した。ラテンアメリカ諸国は起業した人の比率（Total 
Early-stage Entrepreneurial Activity: TEA）が 12.9％

（メキシコ）から 29.4％（グアテマラ）の間の高い水準
にあり、調査対象の 49 か国中トップ 5 か国を占めて
いる。起業するためのスキルと知識を持っていると答
えた人の比率、順位ともに高く、失敗を恐れて起業し
ないと答えた人の比率は中位にある。日本は TEA の
水準が最下位に近く、起業に必要なスキルと知識を
持っていると考える人の比率は最下位で、失敗を恐れ
て起業しない人のシェアは上位にある。

この結果を見ると、起業に対して消極的な日本と対
照的に、ラテンアメリカでは積極的である。ただし、
ラテンアメリカではインフォーマル企業が多く起業に
必要なスキル・知識の水準が低く、失敗の機会費用が
小さい。またチリとウルグアイ以外では就職先が少な
いことが 80％以上の起業の動機であり、ラテンアメリ
カの起業は所得追求型である。このような背景は日本
と大きく異なるが、このデータはラテンアメリカでは
日本よりも起業という行為に関心が高いことを示して
いるといえよう。

ラテンアメリカにおけるスタートアップ企業の展望
Bakker et al.（2023）や IDB et al.（2022）が注目

するように、スタートアップは金融業（フィンテック）
で最も盛んであり、新たな決済システム、国際送金、
住宅・自動車ローン、企業向け小口融資、保険、資産
運用など幅広い領域に及んでいる。既存の金融機関に
とってフィンテックサービスは競争相手であるが、同
時に新しい技術サービスを提供するパートナーにも

なっている。Bakker et al.（2023）はスタートアップ
のフィンテックサービスの成長は、低所得者や中小企
業の金融包摂への貢献が評価されるが、金融システム
の安定性、マネーロンダリング等の犯罪利用、既存の
金融規制枠組みからの逸脱、サイバーセキュリティ、
個人情報の悪用などの点で新たなリスクを作り出し、
金融監督機能が後追いになっていると警鐘も鳴らして
いる。

今後、ラテンアメリカは先進国発のスタートアップ
型ビジネスモデルを新興国に適応させていく時の「実
験場」としてさらに海外 VC の注目を集めるかもしれ
ない。その際に必要とされる物的・制度的インフラの
整備に、政府レベルの国際協力が貢献することが期待
される。

参考文献
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表 2：起業した（またはしようとしている）人の比率と起業への認識

TEAa スキルと知識を持っている a 失敗を恐れて起業しない b

（％） 順位 /49 （％） 順位 /49 （％） 順位 /49
ブラジル 20.0 8 69.2 12 49.0 15
チリ 27.0 4 70.1 11 44.9 22

コロンビア 28.0 2 66.6 17 38.5 39
グアテマラ 29.4 1 77.5 6 43.2 27
メキシコ 12.9 18 67.1 15 45.5 20
パナマ 27.9 3 76.7 7 48.3 17

ウルグアイ 26.3 5 69.1 13 46.7 18
ベネズエラ 15.9 15 83.2 3 33.4 45

日本 6.4 43 14.9 49 50.9 10

a：全調査対象者に対する比率、b：投資機会があると回答している人に対する比率
出所：Global Entrepreneurship Monitor 2022/2023
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London: GEM.
IDB; IDB Invest, and Finnovista (2022) Fintech in Latin America 
and the Caribbean: A Consolidated Ecosystem for Recovery, 
Washington, DC. Inter-American Development Bank.
LAVCA (2023) 2023 LAVCA Startup Ecosystem Insights, The 
Association for Private Capital Investment in Latin America, 
June 2023.
Rudolph, Heinz P., Faruk Miguel, and Juanita Gozalez-Uribe 
(2023) Venture Capital in Latin America and the Caribbean, 
World Bank.

1	 �CB Insights のユニコーンリスト（https://www.cbinsights.
com/research-unicorn-companies）によると、ラテンアメリ
カには 31社のユニコーンがある（ブラジルに 16社、メキシ
コに 8社、コロンビアに 3社、チリに 2社、アルゼンチンと
エクアドルに 1社）。業種別には金融（16社）、消費者向け・
リテールサービス（8社）の 2業種が中心である。このリスト
に日本のユニコーンは 7社しか含まれていない。日本では規
模が大きくなる前に株式を上場してしまう「未成熟な IPO」の
傾向があると言われている。

2	 �代表的なラテンアメリカVCとしてBossaNova Investmentos、

Canary、monashees（以上ブラジル、サンパウロ）、Kaszek
（アルゼンチン）、Redpoint Eventures（ブラジル）、Mana 
Partners（チリ）、Spectra Investments（ブラジル）、Mindset 
Ventures（ブラジル）、DOMO Investment（ブラジル )、Nazca（メ
キシコ）、NXTP（アルゼンチン）などがある。https://
pitchbook.com/news/articles/most-active-vcs-latin-america

3	 �ラテンアメリカでCVC投資を行う企業として、テレフォニカ
（スペイン）、ナスパーズ（南アフリカ）、グーグル、クアルコ
ム、シティバンク、テンセント、ビザなどの通信・金融系の多
国籍企業や、ラテンアメリカのグローボ（ブラジル、複合メディ
ア）、ヴォトランチン銀行（ブラジル、金融）、Mercado Libre（ア
ルゼンチン、Eコマース）、Femsa（メキシコ、小売り）など
がある（LAVCA 2023）。

4	 �フォーブス ジャパン「南米発デジタル銀行『ヌーバンク』
が創業 8 年で顧客数世界一になれた秘密」オンライン公
開 2021 年 12 月 22 日 https://forbesjapan.com/articles/
detail/45029

 5	 �調査対象国で 2000 人以上の成人（18 ～ 65 歳）に質問して
いる。

（はまぐち のぶあき　神戸大学経済経営研究所 教授）

ラテンアメリカ参考図書案内

『ルクリュの 19 世紀世界地理　第 2 期セレクション 3　南米アン
デス地域 ―南米総説、アンティル諸島、ベネズエラ、コロンビア、
エクアドル、ペルー、ボリビア、チリ』

エリゼ・ルクリュ　柴田 匡平訳　古今書院
2023 年 6 月　918 頁　45,000 円＋税　ISBN978-4-7722-9017-3 

フランスの近代地理学者、アナキスト思想家のルクリュ（1830 ～ 1905 年）は米国
に渡り 1853 年以降ヌエバ・グラナダ共和国（現在のコロンビア）に渡って入植を試み
たがうまくゆかず 1857 年に帰国、その 35 年後に本書を含む『新世界地理－地球と人
間』全 19 巻を執筆している。フランスはじめ欧州、ロシア、アジア、中近東、アフリカ、
インド太平洋、北アメリカ、メキシコ・中米・西インド諸島、本書の南米アンデス地域、
南米アマゾン・ラプラタ地域を網羅した大著で、同じ訳者によって古今書院創立 100 周
年記念事業として逐次刊行されている意義あるシリーズの一冊。

第 1 章は南米総説から始まり位置と輪郭、発見史、地勢、気候と動植物、住民につい
て解説し、第 2 ～ 8 章で副題の地域・国々について詳細に解説している。地理には時間軸、
歴史の観点が必要と各章で大陸の輪郭、地質や地形、動植物相、経済活動、人口分布な
どの項目を立てて述べているが、その先見性ある記述は 130 年前の古書とは思えぬほど
的確で今読んでも多くの知見を得ることができる。訳者は、ルクリュが世界は既知では
ないが一つであり、それゆえに人類は連帯すべきであると言いたかったのだろう、現在
の問題はつまるところ世界各地の人間活動をどう管理運営するかの問題だとすれば、地
理の観点からの洞察は必須であろうと指摘している。　　　　　　　　　　　　〔桜井 敏浩〕
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はじめに ―ラテンアメリカ市場の概要
ラテンアメリカ市場は、弊社の事業領域であるベ

ンチャーキャピタル市場が成長しており、海外のベン
チャーキャピタルからも注目を集める市場になってき
ている。メキシコも含めると 6 億人を超える市場で、
まだ人口も伸びている中、従来からの社会的な課題
をテクノロジーを使って解決したり、スマートフォン
の普及率の高さやインターネット利用率の増加が消
費行動を変えるなどして、ビジネスチャンスを生み出
している。例えば地域別に見たオンラインショッピン
グはラテンアメリカが世界で一番伸びている地域だ
といわれている。日本のスタートアップ企業にとって
ラテンアメリカ市場は大きな可能性を秘めた市場と
考えられる。

日本発スタートアップのラテンアメリカへの進出状況
一方、日本のスタートアップはラテンアメリカ市場

での存在感はあまりなく、スタートアップ側からもラ
テンアメリカについての関心が全くないのがこれまで
の状況であった。しかしながら、近年の政府の方針も
あり、徐々に世界進出の重要さが理解されてくる中で
弊社でもラテンアメリカ市場への進出機会を模索する
スタートアップから相談を受ける頻度が直近の 3 ～ 4
年で増加している。

ラテンアメリカ市場における日本のスタートアップ進
出の切り口

こうして相談を受ける中で、現実的にラテンアメ
リカに進出できそうな日本発スタートアップの共通
点としては、もともとグローバル展開を視野に入れ
て活動されているものやソリューションの言語依存
が少ないものだと感じている。こうしたスタートアッ
プが活躍できそうな領域として以下のような切り口
が考えられる。

・�ハードウェアを軸にしたソリューション：IT 系の
スタートアップというとデジタルでオンライン上で
解決するものを創造しやすいが、海外進出する上で
は言語依存性の問題が大きな障壁となる。物理的に
ものを持って行って動かすことで内容が理解できる

「モノ」があるというのは海外進出するうえでわかり
やすい強みとなる。

中山 充（BVC 代表、ラテンアメリカ進出協議会 代表）

ラテンアメリカにおける
日本発のスタートアップ企業の進出課題と可能性
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図1：人口に対する携帯電話番号比率（2021年）

出所：Datareportal.com
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図2：インターネット利用者比率（2021年）

出所：Datareportal.com

写真 1：日本の起業家の視察アテンド（BVC 提供、以下同様）
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ラテンアメリカで活躍するスタートアップ企業

・�当初からグローバルを対象にしたソリューション：
衛星による画像やデータを活用したソリューション
も日本から数多く出てきている。こうしたソリュー
ションは市場の考え方が最初からグローバルで、日
本という小さな地域を見ていてもビジネスの可能性
が限られているため、本当の意味でグローバルを考
えている起業家が多く、当然ラテンアメリカも重要
な対象地域になってくる。

・�インフラ整備への貢献：インフラとなると政府向け
のサービスとなり、マネタイズまでの時間軸を考え
ると現地のスタートアップが参入しづらい分野にな
る。一方で日本はラテンアメリカと比べると公的な
領域でも新たなソリューションが使われていること
が増えてきている。日本で得た事業ノウハウや先進
的な技術やソリューションを基にラテンアメリカ市
場に参入するというシナリオは現実的である。

・�現地スタートアップと補完関係のある領域：ラテン
アメリカ現地のスタートアップも自社ですべてのソ
リューションをゼロから開発しているわけではなく、
様々な既存のソリューションを組み合わせてサービ
スを提供している。ラテンアメリカで伸びているフィ
ンテックやオンラインショッピングの分野などで、
特にバックエンドで日本のソリューションが使われ
るケースも十分に考えられる。

ラテンアメリカに進出するという文脈で、有望な分
野をセクターとして聞かれることは多いが、あまり産
業分野にこだわらず、参入シナリオという切り口で考
える方が実際に現地での事業体制の検討には役立つこ
とが多いのではないかと考えられる。

ラテンアメリカ進出における課題と対策
ラテンアメリカに限らず海外市場への進出には、日

本のスタートアップにとって様々な課題も存在する。
以下では、ラテンアメリカ進出における主な課題とそ
の対策について説明したい。

・言語と文化の違い
ラテンアメリカ市場では、スペイン語やポルトガル

語をはじめとする言語の違いや、ビジネス文化の違い
が大きな障壁となる。これらの違いを克服するために
は、間に入る現地をよく知るコンサルタントや現地ス
タッフの採用を通じて、相互理解を深めていくことが
重要となる。

・法律・規制環境の理解
特に規制と関連する事業分野では各国の法律・規制

環境を理解し、適切なプロセスを経て申請業務を行う
ことが求められる。ラテンアメリカは他の先進国と近
い枠組みで法規制が整備されていることが多いが、日
本の法規制が他の先進国の法規制と乖離があることも
多い。特に日本以外での経験がない場合は理解に時間
がかかる可能性もある。また、特に規制の厳しいヘル
スケアや環境関連などは当然ながら現地の専門家やコ
ンサルタントのアドバイスを受ける必要がある。

・ローカルパートナーの重要性
現地市場のニーズや競合状況を把握し、具体的な

販売やアフターサービスを提供していくには、ローカ
ルパートナーとの連携が不可欠となる。実際にはひと
まず現地法人を設立することから始めたり、売り先と
なる顧客候補の開拓から始めてしまう例も多いが、私
はラテンアメリカ進出の最初の一歩はローカルパート
ナー探しにある、と考えている。

・現地での人材採用
ローカルパートナー候補が複数出てきたり、現地で

の販売実績が出てきた場合には現地での人材獲得が欠
かせない。日本企業は一般的に日本からの駐在員を派
遣しがちだが、もともと現地に経験のある方が見つか
らない場合はなかなか本来の力を発揮できずに苦しま
れるケースも多い。現地人材を採用してリーダーシッ
プを発揮させることで、日本との文化のギャップを埋
めるとともに、組織内でのコミュニケーションが円滑
になり、より現地に即した運営が可能となる。写真 2：Agtech 分野のブラジル進出企業の現地視察
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ラテンアメリカ市場に取り組む日本のスタートアップ
の支援プログラム

ラテンアメリカ市場に取り組む日本発スタートアッ
プにとって、現地企業との連携は市場開拓の初期にお
いては極めて重要な要素となる。

例えば、日本貿易振興機構（JETRO）とブラジル
の公的機関 APEX（輸出投資振興局）による「Scale 
Up in Brazil」プログラムや国際協力機構（JICA）と
IDB Lab の「TSUBASA 事業」は、日本発スタートアッ
プのラテンアメリカ市場での活動をサポートしている
代表的な取り組みである。
「Scale Up in Brazil」は、海外のスタートアップ企

業をブラジル市場に導入することを目的としたアクセ
ラレーションプログラムである。このプログラムでは、
ブラジル市場でのビジネス展開に必要な知識やノウハ
ウを提供し、現地企業や投資家とのネットワーク構築
をサポートしている。また、ブラジルにおける法律や
規制の理解、現地での人材確保や育成、市場調査や
顧客開拓に関する支援も行われており、日本発スター
トアップがブラジル市場で成功するための基盤を整え
ている。これまでイスラエルのスタートアップが対象
であったが、2022 年から日本とシンガポールのスター
トアップも対象となり、下記の日本のスタートアップ
が参加している。

・Ac-Planta（アクプランタ）
・Axelspace（アクセルスペース）
・Credit Engine（クレジットエンジン）
・dreamstock
・�Melody International　　　　　　　　　　　　
（メロディ・インターナショナル）

・Sagri（サグリ）
JICA の「TSUBASA 事業」は、JICA と IDB Lab

により行われているプログラムである。IDB Lab は中
南米・カリブ地域の社会課題を解決すべく、日本のソ
リューションと現地ステークホルダーとの協業機会の

開拓を中心に行っている。JICA、IDB Lab の中南米・
カリブ地域での幅広いネットワークを活用すること
で、中南米・カリブという広い地域の中から、ニーズ
の合う提携パートナーを探索でき、またその探索過程
で現地の課題や市場環境についての理解を深めること
ができる。

2021 年度から始まった本プログラムは、2022 年度
に第二年度が実施され、2023 年以降も継続的なプロ
グラム運営が予定されている。こうした多年度プログ
ラムであることで、中南米・カリブという日本から縁
遠い地域での事業開拓を試みる日本のスタートアップ
関係者での横のつながりができ、企業間での情報交換
なども通じて、中南米・カリブへの進出に関して多角
的に情報が得られることも魅力となる。

ここで紹介したのは弊社が運営に一部携わったこと
もあるプログラムで、あくまで一例にすぎない。その
他にも様々な形で日本とラテンアメリカ地域を繋ぐプ
ログラムが様々な機関から提供されている。日本側か
らの参加企業数も限定的なのがラテンアメリカ地域の
特徴でもあり、一部のプログラムでは他地域のプログ
ラムよりも希望企業の通過率は比較的高いとも考えら
れる。

もちろん企業側のソリューションの実用段階や対象
課題とプログラムの目的との整合性が取れているなど
の必要はあるが、最初のアクセスとしては活用しやす
いものも多数存在する。こうしたプログラムできっか
けを経て自社での市場開拓に繋がっている例も少しず
つ出てきている。

写真4：2023年8月にコロンビアで開催されたスタートアッ
プフォーラムイベントのバナー

 写真 3：ブラジル南部でのスタートアップイベントの様子
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ラテンアメリカで活躍するスタートアップ企業

まとめ
ラテンアメリカ市場は、人口増加をベースとした経

済成長、都市化の進行によるインフラ整備の必要性増
加、技術革新とデジタルトランスフォーメーションな
ど、様々な要素が複合した、大きな可能性が秘められ
ている市場である。アメリカの IT 企業等にとってはア
メリカに次ぐ重要な市場として当然進出すべき先と考
えられている。

地理的に遠い日本からは見過ごされがちな市場で
はあるものの、直近の 5 年間で少しずつではあるもの
の日本のスタートアップからのアプローチも増えてき
た。また、そうした動きを支援する各種プログラムも
質量ともに強化されてきたことで、ほとんどリスクな
くアプローチできる環境もかなり整ってきているとい

う印象を持っている。物理的な距離や言語・文化も含
めて、様々な乗り越えるべき課題はあるものの、取り
組むべき価値のある大きな市場である。

海外進出がスタートアップの領域でも取りざたされ
ているが、海外と言いながらアメリカとアジアを中心
に語られることが多い昨今、ラテンアメリカ市場にチャ
レンジする日本のスタートアップが増え、具体的な成
功事例が出てくることでラテンアメリカ地域の重要性
が日本にもより広く認知され、それを受けてチャレン
ジするスタートアップが増えるという好循環が今後さ
らに強まることを期待している。

（なかやま みつる　B Venture Capital 代表、
ラテンアメリカ進出協議会 代表）

ラテンアメリカ参考図書案内

『アマゾン五〇〇年 ―植民と開発をめぐる相剋』
丸山 浩明　岩波書店（岩波新書）
2023 年 8 月　272 頁　1,060 円＋税　ISBN978-4-00-431985-6 

今、地球環境問題の観点からも注目されているアマゾンについては多くの紹介書が出
ているが、本書は西欧人による「発見」以前の原初的風景から説き起こし、列強の植民
地争奪の時代、ポルトガルの覇権、近代における米国の関与の始まりと南欧移民の流入、
第一次、第二次ゴムブームの到来、世界市場で英国がゴムの独占を図りアマゾンの天然
ゴム種を持ち出し東南アジアでプランテーション化した策動、日本移民の入植と米国の
アマゾン介入、そして現代のアマゾン開発の諸試みと森林破壊、先住民迫害、開発と環
境保護の相剋の歴史を追い、現在の課題に至るまでをコンパクトに網羅した解説書。

アマゾンの森林が大規模に燃やされ先住民のジェノサイドが行われている等のニュー
スが扇情的に報じられ国際問題化しているが、アマゾン地域の多くはブラジルの掌中に
あり領土の主権、開発の必要性の言い分があって常に開発推進派と環境保護派の対立が
ある。日本人の移住地建設が戦略物資だったゴムの確保も絡んだ米国の思惑の影響を受
けたことも言及するなど、アマゾンで様々な勢力が行ってきた歴史をも概観し、つかみ
所のない茫洋たるアマゾンを理解し、その未来を考える基礎知識を得る上で時宜を得た
書である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔桜井 敏浩〕
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はじめに
2021 年 10 月に発足した岸田政権は、スタートアッ

プが起こすイノベーションを日本経済再生のカギと位
置づけ、2022 年 11 月に「スタートアップ育成 5 か年
計画」を発表し、2021 年に約 8000 億円であった日本
のスタートアップへの投資額を、2027 年に 10 倍を超
える 10 兆円規模に増やすことを掲げている 1。

こうした中、国際協力機構（JICA）や日本貿易
振興機構（JETRO）などの政府系機関も、スタート
アップの支援に取り組んでいる。2020 年 7 月 16 日に
JICA・JETRO 含む政府系 9 機関で創設された「スター
トアップ支援機関連携協定」（通称 Plus：Platform 
for unified support for startups） は、2022 年 11 月
11 日に新たに 7 機関が加えられ、全 16 機関における
相互連携を行うとともに、より一層各機関の強みを活
かしたスタートアップ支援への取り組みが求められて
いる 2。

JICA は「信頼で世界をつなぐ」をビジョンに掲
げ、日本の政府開発援助（ODA）の実施機関として
開発途上国の持続可能な開発目標（SDGs）の達成
に向けた協力を行っている。より高度で複雑化する
開発課題の解決に持続的に取り組むためには、革新
的で多様な発想を持つスタートアップを開発協力の
重要なパートナーと位置づけることが重要である。
こうした中、日本企業にとっても大きなビジネスポ
テンシャルを有するラテンアメリカ（中南米・カリ
ブ）地域への進出を後押しすることで、SDGs への
貢献を目指すオープンイノベーションプログラム

「TSUBASA（Transformational Startups’ Business 
Acceleration for the SDGs Agenda）」を 2021 年度よ
り実施している 3。この TSUBASA において、2021
年度は 8 社、2022 年度は 11 社が採択され、その後の
中南米・カリブにおける事業展開のための支援が行わ
れた。そしてこの秋より、3 回目のプログラムである

「TSUBASA2023」が始動する。
 

開発課題をスタートアップにとってのビジネスポテ
ンシャルと捉える

JICA は、途上国における複雑化する課題に対して

多様な力を結集するために、2022 年に「Prosperity（豊
かさ）」、「People（人々）」、「Peace（平和）」、「Planet

（地球）」という 4 つの切り口から 20 の事業戦略「JICA
グローバル・アジェンダ」を設定した 4。この背景には、
SDGs が国連で採択された 2015 年当時から、世界の
課題が複雑化していることがあった。SDGs 達成に向
けた取り組みを加速させるために、多様なアクターと
の協働・共創を促す狙いが、JICA グローバル・アジェ
ンダにはある 5。

これらの「開発課題」はスタートアップにとっての
「事業機会」になる。とりわけ、中南米・カリブ地域には、
地域格差、森林減少や環境保全、水資源管理、保健・
医療へのアクセスなど課題解決の必要性が大きい分野
が存在する。また、日本は高齢化社会や防災などの地
球規模の課題に先進的に取り組んできた国であるが、
中南米・カリブ地域にはこうした領域の課題解決ニー
ズも大きい。人口約 6.5 億人・名目 GDP 約 5 兆米ド
ルの経済規模を有し、言語・宗教などの域内に共通し
た文化的基盤があり、全世界の 6 割を占めるといわれ
る推定約 213 万人の日系人社会を有する同地域は、日
本企業にとって大きなビジネスポテンシャルを秘めて
いる。

 
TSUBASA プログラムの特徴

こうした中南米・カリブ地域における複雑化してい
る開発課題に取り組むために、革新的かつ多様な事業
アイデアを持つ日本のスタートアップの同地域への事
業展開支援を行っているのが、TSUBASA プログラ
ムである。

当プログラムの大きな特徴は、日本政府も出資す
る地域最大の国際開発金融機関である米州開発銀行

（Inter-American Development Bank：IDB）グルー
プのひとつであり、30 年にわたり民間主導のイノベー
ション促進を通じた開発課題解決への貢献に取り組ん
でいる IDB Lab と共同で行っているプログラムだと
いうことである。IDB Lab は、中南米・カリブ地域の
民間セクター主導のイノベーションを促進するための
資金支援（技術協力、出資、融資）を通して、当該地
域内の貧困層・脆弱層における経済社会開発の促進、

吉丸 裕介（JICA 中南米部南米課 主任調査役）

JICA によるラテンアメリカを対象とした
日本発スタートアップ支援「TSUBASA」
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気候変動対策・環境改善などに取り組むことで、当該
地域における飛躍的な開発効果と持続的な成長を支援
している。長年の取り組みにより、革新的なビジネス
を有するアクターと共創をするための知見や、中南米・
カリブ地域内外で 1500 以上の民間部門の連携パート
ナーを有する。こうした IDB Lab がもつ中南米・カ
リブ地域における民間のイノベーション創出に関する
知見と、JICA が同地域で培った政府機関とのネット
ワークを掛け合わせることで、日本のスタートアップ
の事業展開を強力にサポートすることができる。

 
TSUBASA の概要および支援内容

このプログラムは大きく分けて 2 つのステップで構
成されている。

まず、日本のスタートアップが提案する、中南米・
カリブ地域の開発課題を解決するための革新的な事業
アイデアを募集・選考する「オープンイノベーション
チャレンジ」と銘打ったビジネスコンテストである。
このビジネスコンテストでは、提案事業による同地域
の開発課題解決への道筋、提案事業が現地に導入され
ることでどのような変化やインパクトをもたらすこと
ができるか、そして事業としての持続性や競争性など、
開発インパクトおよびビジネス双方の視点から、書類
およびピッチでの審査が行われる。

続いて、これらの審査を通じてプログラムに採択さ
れた企業は、その後 6 か月間の「支援プログラム」を
JICA・IDB Lab に加え協力会社であるドリームイン
キュベータ・B Venture Capital から受けることにな
る。支援プログラムでは、ビジネス・開発インパクト
の両面から質の高いメンタリングを受けながら、採択
企業が主体的に中南米・カリブ地域におけるビジネス
モデルの構築を行う。また、それと並行して IDB Lab
および JICA が有する現地ネットワークを紹介する。
これらの支援を通じ、採択企業自身が事業展開する国
や向き合う開発課題の検討、そして連携パートナー候
補とのオンライン面談を重ねていく。こうしたサポー
トを経て、将来的な事業展開を見据えた具体的な実証
事業の構想が描かれた段階で、現地渡航の補助も追加
的支援として行い、採択企業は進出候補国の連携パー
トナーとより具体的な協議を現地で実施する。

こうした 6 か月間の支援プログラムの成果を踏まえ
て、採択企業は中南米・カリブ地域における具体的な
事業化へ向けた検討を進めていく。その際、プログラ
ム終了後の IDB Lab・JICA による追加支援の検討も

継続的になされていく。
 

TSUBASA2021 お よ び TSUBASA2022 の 採
択企業

2021 年度より始動したこの TSUBASA プログラム
においては、2021 年 11 月～ 2022 年 1 月に「オープ
ンイノベーションチャレンジ TSUBASA2021」、2023
年 1 月～ 2023 年 2 月に「（同）TSUBASA2022」と、
これまでに 2 回の企業募集が行われた。

TSUBASA2021 では、国内のスタートアップ企業
等 23 社からの応募があり、うち 8 社が採択され、上
述の支援プログラムを受けた。なお、TSUBASA2021
においては、現地渡航の支援は支援プログラムのメ
ニューに含まれていなかったため、約 3 か月間の短
期間での支援となったが、2023 年 9 月時点で 5 社が
IDB Lab による追加支援が承諾されるなど、多くの企
業が中南米・カリブ地域における実証事業の検討を進
めている。

また、TSUBASA2022 では、合計 29 社からの応
募があり、うち 11 社が採択され、2023 年 3 月末～ 9
月末までの 6 か月間の支援プログラムが行われた。
TSUBASA2022 においては、応募企業数を増やすべ
く、東京・京都・福岡での告知イベントを開催した結
果、採択企業 11 社のうち 5 社が首都圏以外からとな
り、全国の幅広い地域から有力な企業を採択すること
ができた。TSUBASA2022 における支援プログラム
は 2023 年 9 月までに終了し、各社の中南米・カリブ
地域での事業化に向けた取っ掛かりとなった他、複数
の会社に対して IDB Lab における資金支援の検討や、
JICA の協力事業における支援を獲得するための検討
が進められている。

企業名
（当時）

代表者
（当時）

本社所在地
（当時）

株式会社アドダイス 伊東 大輔 東京都

株式会社アルム 坂野 哲平 東京都

株式会社 sustainacraft 末次 浩詩 東京都

株式会社Singular Perturbations 梶田 真実 東京都

株式会社Synspective 新井 元行 東京都

株式会社DIVE INTO CODE 野呂 浩良 東京都

株式会社チャレナジー 清水 淳史 東京都
ミュージックセキュリティーズ
株式会社 小松 真実 東京都

表1：TSUBASA2021採択企業
　　 （企業情報は2022年1月時点、敬称略）

出所：JICA 作成
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TSUBASA2023 の始動
こうした過去 2 回の実施を踏まえ、2023 年 10 月か

ら 12 月にかけて、「オープンイノベーションチャレン
ジ TSUBASA2023」が実施される。プログラムの始
動に先立ち、応募に関心のある企業を主な対象とす
る「TSUBASA2023 キックオフイベント」を JICA 麹
町本部で同年 9 月 21 日に開催し、その録画データが
JICA のサイトに公開された。

なお、TSUBASA2023 においては、中南米を感じ
させる色・フォントを用いて TSUBASA が目指す革
新性と多様性が表されたロゴを活用して、TSUBASA
の知名度向上を図っていく。企業採択のプロセスや支
援プログラムの内容も過去 2 回を踏まえてバージョン
アップし、TSUBASA による支援プログラム実施後の
IDB Lab による追加的支援ないし JICA による追加的
支援の道筋がより明確になるようなコース設定を行っ
ている。さらに、過去採択企業を含めた TSUBASA
コミュニティの形成にも注力し、中南米・カリブ地域

において日本のスタートアップ企業が持続的に事業展
開を検討できるような環境を整備する。

こうした TSUBASA の活動を通して、開発途上国
における SDGs 達成および日本のスタートアップ支援
を通じた日本経済への貢献に、継続的に取り組んでい
きたい。

1	 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/su-portal/index.html
2	 �https://www.jica.go.jp/Resource/press/2022/20221111_42.

html
3	 https://tsubasa-jica.com/
4	 �https://www.jica.go.jp/Resource/publication/pamph/issues/

jri5e90000006dee-att/global_agenda.pdf

5	『国際開発ジャーナル』2022 年 10月号、18–21 頁。

（よしまる ゆうすけ　国際協力機構［JICA］

中南米部南米課 主任調査役）

企業名
（当時）

代表者
（当時）

本社所在地
（当時）

株式会社アールティ 中川 友紀子 東京都

株式会社アクセルスペース 中村 友哉 東京都

株式会社アルタレーナ 八木 俊匡 兵庫県

WOTA株式会社 前田 瑶介 東京都

Green Carbon 株式会社 大北 潤 東京都

クレジットエンジン株式会社 内山 誓一郎 東京都

株式会社栄組 佐々木 栄洋 岩手県

サグリ株式会社 坪井 俊輔 兵庫県

株式会社 TOWING 西田 宏平 愛知県
メロディ・インターナショナル
株式会社 尾形 優子 香川県

株式会社Eukarya 田村 賢哉 東京都

表2：TSUBASA2022採択企業
        （企業情報は2023年 3月時点、敬称略）

出所：JICA 作成

TSUBASA2023キックオフイベントのバナー
（於2023年 9月21日・JICA麹町本部）（出所：JICA） 
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ラテンアメリカ参考図書案内

『カリブ海の旧イギリス領を知るための 60 章』
川分 圭子・堀内 真由美編著　明石書店
2023 年 9 月　388 頁　2,000 円＋税　ISBN978-4-7503-5632-7

カリブ海域の大小の国々については、エリアスタディーズシリーズには既に『カリブ
海世界を知るための 70 章』（国本伊代編著、2017 年）が刊行されているが、本書は英
国近世・現代史研究者が編著者となって、旧英領の中米のベリーズ、南米のガイアナを
含む現在 12 の独立国と英領に留まる 6 地域の英連邦加盟国に絞って取り上げたもので、
CARICOM（カリブ共同体）の構成国ともほぼ重複する。

カリブ海英語圏の「イギリス性」に焦点を当て、当該国地域の状況のみならず、英国
に在住するカリブ出身者の状況、現代英国が過去のカリブ支配とどう向き合っているか、
カリブの文化や人々が英国に与えた影響を、第Ⅰ部では地理的構成から整理し、歴史的
経緯を英領になっていった征服と開発の過程、カリブに英国的世界が移設されたかを概
観し、第Ⅱ部は英領カリブの経済の中心だった砂糖生産の盛衰、奴隷貿易と様々な人種
の労働者の流入、支配体制の変化を、第Ⅲ部は英語、クレオール語、カリブ標準英語の
併存と使い分け、第Ⅳ部は脱植民地化と目指した連邦での独立が破綻した歴史を、第Ⅴ
部は第二次大戦後に英国に渡ったカリブ移民の生活と英国へのインパクトを、第Ⅵ部は
現代に至るまでのレイシズムの問題とその社会・文化現象をポピュラー音楽、詩、文学
を中心に、第Ⅶ部はカリブと英国の狭間で生きる相互の移住者達の苦悩を、終章第Ⅷ部
はカリブ出身者が故郷で集う機会となる各地のカーニバルとロンドンで 8 月に開催され
るカーニバルを紹介することで、旧英領カリブという文化的地域的枠組みを日本社会に
認識してほしいという意図でまとめられている。本国英国に関する記述が 3 分の 1 近く
を占める、このシリーズでは異色の意欲作。　　　　　　　　　　　　　　　　〔桜井 敏浩〕

『ペルーでの愉快な、でも少し壮絶なスポーツ協力 
―国際協力をスポーツで』

綿谷 章　佐伯コミュニケーションズ
2023 年 10 月　204 頁　1,000 円＋税　ISBN978-4-910089-34-8

ODA 事業を誰もが知ることができるよう刊行されている JICA の「プロジェクトヒス
トリー」35 点の最新版で、ラテンアメリカではパラグアイの大豆生産、中米の算数・数
学教科書開発、中米の風土病、ブラジル「セラード」開発、チリのサケ輸出に継ぐ 6 作
目の最新刊。著者は 1980 年から海外青年協力隊員としてペルーに陸上競技指導のため
赴任、引き続き 1983 年から国際交流基金スポーツ専門家としてペルー体育・スポーツ
庁に派遣され、その後も同庁と個人契約し 1988 年にはペルー陸上競技連盟コーチとし
てソウルオリンピックにペルー陸上競技コーチとして参加した。当時は今以上にスポー
ツに打ち込むにはかなり厳しい環境だったが、著者は地方行脚を重ね、金銭的に余裕が
ないが素質とやる気がある青少年を発掘し育成、陸上競技の普及に尽力、やがて選手た
ちが国際大会に出場できるようになり、新記録を出す選手を輩出するに至った。

著者が後任の協力隊員とともに育成に努めた教え子たちは現在ペルー陸上競技連盟、
スポーツ界の要職に名を連ねているが、それは「教育隊イズム」を背負っての結果であり、
日本ペルー関係の強化に役立っていると思い、それを記録に留めようようと勧められて
まとめたのが本書だという。協力隊員の具体的な活動の実態を克明に紹介した、ODA 技
術協力の一角の実態を窺える有益な資料。　　　　　　　　　　　　　　　　〔桜井 敏浩〕
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2010 年 10 月 19 日、米州開発銀行（IDB）の当時
Executive Vice President だ っ た Julie Katzman さ
んが当社に来てくださった。今以上に小さな規模の会
社にもかかわらず、今も変わらないオリジナルな金融
スキームに興味を示してくださったからだ。その時か
ら、当社と IDB との関わりが始まった。その 3 年後
の 2013 年 10 月、私はメキシコのグアダラハラで、パ
ネルディスカッションに参加することになった。IDB
が毎年主催するイベント「FOROMIC」である。ここ
では、東日本大震災で被災した企業向けのファイナン
スとして、当社の金融スキームがいかに機能したのか
を説明をさせていただいた。

 

そのラテンアメリカ訪問では、FOROMIC に参加さ
せていただくだけではなく、ペルーの日系人による貯
蓄信用組合である ABACO への訪問も実現した。当
時若きリーダーで、現 CEO である島袋ヘルマンさん、
IDB の成田さんと、ペルーの農村地域イカを訪問する
こともできた。多くの農家さんが、まだまだ手作業で
畑を耕し、白インゲンやアスパラガスを育てている様
子を視察できた。その村では、IDB が技術支援という
ことで、小さな農業協同組合を組織化し始めていると
いう。その集落に、ポツンと古い YANMAR のトラ
クターが置いてあった。一人では買えないが、組合で
なら買えるこのトラクターのおかげで、農業の効率が
何倍にもなるという。IDB の支援で、生活が激変する
という開発の真髄を見たような気がした。

その小さな農協の会合に参加させていただき、幸運
にも地元の手作り料理を振る舞っていただいた。これ
が、私にペルーで事業を行おうと決心させた料理。そ
れぐらい心に響いた料理だ。

 

この料理、何しろ美味い。見た目は素朴、だが美味
い。現地の皆様からのおもてなしを感じる、かけがえ
のない一品だった。

ABACO が、このような小さな農協向けの融資を、
新たな事業として行うという。当時は、頼母子講がベー
スの信用組合なので、預金者以外への融資は基本的に
は実施していなかったが、これを機に農家支援の融資
を行うという。その貸付の原資を調達するため、IDB
から資本性ローンを、当社から日本の投資家からの
出資を集めるという、垣根を超えた取り組みが始まっ
た。多くの投資家の賛同を得て、日本にいる日本人の
資金を、ABACO を通じて、ペルーの多くの農家さん

小松真実（ミュージックセキュリティーズ社長）

＜ TSUBASA 参加企業の声（1）＞
ペルー ABACO への融資プログラムファンド

FOROMIC でのパネルディスカッションの様子（執筆者提供）

イカの農村に置いてあったトラクター（執筆者撮影）

イカの農家さんに振る舞っていただいた手料理（執筆者撮影）
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のお役に立てたと考えている。きっと、トラクターが
導入され、手作業から機械作業へと変わり、生産性も
上がって、生活が変わっていることだろう。

そんな経験を経て、ペルーへの思いは強くなり、ペ
ルーに金融子会社を作り、ペルーの投資家がペルーの
事業者へ投資する枠組みを作れないか、検討を開始し
た。そして 2017 年、JICA の「案件化調査」のプロ
グラムに採択され、現地での法整備の状況、投資家や
事業者のニーズの調査を行うことができた。そこで分
かったのは、フィンテックに関する法改正が行われる
予定であり、それが施行されれば十分に実現可能であ
ることだ。

そして、TSUBASA である。ペルーの農村地域で、
農家さんに振る舞っていただいた名も知らない料理を
口にしてから、全てがつながっていて、ここに辿り着
くことができた。そもそも、私たちがラテンアメリカ
で広げたい金融スキームとは何か。頼母子講のフィ
ンテック、つまりは、テクノロジーを活用した相互扶
助のファイナンスである。ラテンアメリカへ移民とし
て渡った我が国の先人たちが、遠い国で力を合わせ
て助け合った金融スキームである頼母子講を、フィン
テックとして昇華させたいのだ。スキームの詳細は、
IDB の レ ポ ー ト「Empathy Driven Funding: New 
Frontier of Financing Small Businesses」1 が詳しい
のでこちらを参照されたい。ペルーにおいて、Micro 
Investment Crowdfunding 事業について、法整備も
進んできたこのタイミングで、TSUBASA のサポー
トを得て、ABACO との合弁事業として新会社を設立
できることになった。ペルーの志の高い事業家へ、ペ
ルーの中高所得者層からの資金を供給できるようにな

る。もちろん、日本の投資家を集めることも可能だ。
ABACO には資金ニーズのある事業家を発掘してもら
い、当社はシステム開発を行い、頼母子講フィンテッ
クのノウハウを提供して事業化していく。現地 CEO
を採用し、早々と進めていきたい。

TSUBASA の素晴らしいサポートに感謝しつつ、
採択いただいた企業として、あえて生の声をお届けし
たい。資金的な助成は心からありがたい。ただ、公的
な資金であるゆえ、マイルストーンをこなし、つど許
可を経て、少額ずつ拠出ということで、せっかくまと
まった額の助成金が採択されていたとしても、本来の
力を発揮しにくい。お金はまとまった方が力強い。信
頼関係が大切なので、これからも対話を続けていきた
いと思う。

私が大事にしているのは、アミーゴ（Amigo）で
あること。その証として、日系コミュニティの宝、ペ
ルー在住のシンガーソングライター Kenji Igei さん
の音楽アルバムを、当社の音楽レーベルよりグロー
バルでリリースさせていただいた。アルバムの名前は

『Uchinanchu Yaibin』。そのタイトル曲の歌詞が象徴
的だ。「この旅のストーリー　受け継ぐこの魂が　心
につながる　今　こう言えば　笑顔になれる　ワッタ
　ウチナーンチュ　ヤイビン」。心に響く名曲であり、
聴くたびにラテンアメリカでの事業化へ、決意を新た
にするのである。

 
1 �https://publications.iadb.org/en/empathy-driven-funding-new-

frontier-financing-small-businesses

 
（こまつ まさみ　ミュージックセキュリティーズ株式会社 

代表取締役社長）

『フリーダ・カーロの日記 ―新たなまなざし』
フリーダ・カーロ　堀尾 眞紀子解説、星野 由美・細野 豊訳　冨山房インターナショナル
2023 年 5 月　294 頁　8,000 円＋税　ISBN978-4-86600-114-2 

フリーダ・カーロ（1907 ～ 1954 年）と言えば 1925 年にバス乗車中の事故で瀕死
の重傷を負い生涯手術を繰り返し、22 歳で壁画画家ディエゴ・リベラと結婚、ディエゴ
の不倫に悩まされながらも米国から来た美術家イサム・ノグチやスターリンとの政争に
敗れメキシコに亡命してきたトロツキーと関係をもちながらディエゴを愛し続け画作に
励んだ美貌の画家として知られる。本書はフリーダ自身の日記の全原文・原画とその訳
を中心に、フリーダの芸術と生涯（解説者）、芸術作品としてのフリーダとその想像する
芸術、文学として解読する日々（3 人のメキシコ美術研究者）の解説を載せた豪華な画
文集である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔桜井 敏浩〕

ラテンアメリカ参考図書案内
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坂野 哲平（アルム社長 )

＜ TSUBASA 参加企業の声（2）＞
ポータブル眼底カメラおよび AI を活用した
検査プログラム

株式会社アルムは「ICT の力で医療の格差・ミスマッ
チをなくし、全ての人に公平な医療福祉を実現」をミッ
ションとする医療テクノロジー企業である。2001 年
にスキルアップジャパンとして設立、動画配信プラッ
トフォーム事業等を発展させた後、その売却を機に医
療 ICT 事業に本格参入し、2015 年に現在の株式会社
アルムとなった。様々な国籍のメンバーが在籍する研
究開発部には多くの中南米出身者がおり、オフィスで
スペイン語が飛び交っていることは日本企業としては
珍しいのではないかと思う。海外事業に関しては、現
在米国、ブラジル、チリをはじめとして、ドイツ、ア
ラブ首長国連邦（UAE）、ケニア、マレーシアの日本
を含む世界 8 か所に拠点を構え、グローバルに事業展
開を推進している。また、2022 年にはディー・エヌ・
エー（DeNA）の傘下に入り、ヘルスケア事業におけ
る DeNA 事業との相乗効果の創出に積極的に取り組
んでいる。

アルムのソリューションは多岐に亘るが、主要ソ
リューションの一つである「Join」（汎用画像診断装
置用プログラム）は、医療関係者がセキュアな環境で
コミュニケーションをとることができるアプリとして
2016 年に日本で初めて保険診療の適用が認められた
プログラム医療機器である。東京慈恵会医科大学脳神
経外科学講座の先生方より、脳卒中の患者対応を改善
するため、医師がオンコールのときに自宅でも MRI
画像を見ることができるアプリの開発を要望されたこ
とから開発が始まった。今では日本、米国、EU、ブ
ラジル、ケニア、ガーナ、UAE で医療機器登録され、
日本では地域医療の要である中核病院をはじめとし
た約 500 の医療機関で導入されており、海外では約
30 か国に展開し、約 1400 の医療機関で導入されてい
る。また、近年では Join とポイントオブケアデバイ
スを組み合わせることにより、医師不在の環境下でも
質の高い医療サービスを提供することを目指し、ポイ
ントオブケアデバイスメーカーとの業務提携を推進し
ている。例として、2022 年にはポータブル無散瞳眼
底カメラを開発するブラジルのスタートアップ企業の
Phelcom Technologies 社と眼科領域の遠隔医療にま
つわる協業を開始した。

 

中南米事業に関しては、2015 年にブラジルとチリ
に拠点を設立。今では海外拠点の中でも中南米拠点は
急速に売り上げを拡大し成長を続けている。中南米に
おける脳卒中による非常に高い経済的・社会的損失の
拡大と、政府による脳卒中対策に係る強い政策的後押
しを背景に、自治体による脳卒中ネットワークの構築・
運営における Join/ アルムの採用が進んでいることが
成長の一因として挙げられ、ブラジルではピアウイ州、
アラゴアス州、マラニャン州の約 400 の病院、クリ
ニック、救急隊等の拠点で Join が活用され、他州へ
の展開や心疾患等の領域の拡大も予定されている。ま
た、2023 年には新たな市場となるウルグアイにおいて、
脳卒中中核病院をはじめとする 4 病院、救急隊に Join
および患者の迅速なトリアージを支援するソリュー
ションである Join Triage を導入し、脳卒中医療ネッ
トワークの構築・運営を実証予定である。

TSUBASA2021 には、上述の Phelcom Technologies
社との協業開始を背景に、中南米市場におけるポータ
ブル眼底カメラと AI 診断プラットフォームを用いた眼
科遠隔診療サービスの展開のため、現地政府や自治体

Join（アルム社提供、以下同）

ブラジルにおける脳卒中医療ネットワーク事業
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との橋渡しの支援等を期待し参画した。中南米・カリ
ブ地域では非感染性疾患の拡大を背景に失明する人の
数が急速に増加しており、2015 年から 2020 年にかけ
て視力を失った人の絶対数は 1 億 3233 万人と言われ
ている。特に、失明の主要な要因である糖尿病性網膜
症は、糖尿病患者の増加に伴い急速に増加しており、
無症状のまま病状が進行することから早期診断になか
なか繋がらないことや、専門医や高価な機材の不足に
よりスクリーニングが十分に行われていないことが課
題として挙げられる。そのような中、従来のデスクトッ
プ型眼底カメラより格段に安価であるポータブル眼底
カメラと、専門医を繋げることで遠隔診断を可能とす
る Join、更には診断を支援する AI を活用することで、
中南米の専門医が不足する地域において affordable か
つ high quality な眼科医療サービスを提供することが
できると考え中南米市場を含む事業展開を検討してい
た中、TSUBASA2021 について知り、応募・参画させ
ていただいた。

当初はブラジルにおける眼底検査プログラムの実施
を想定していたが、IDB 専門家陣との数週間にわたる
協議を通じ、課題の喫緊性やインパクト等を考慮して
対象国をチリに変更、具体的な事業実施計画について
協議を重ねる機会をいただいた。その結果、現地政府
機関、IDB との連携のもと、年間 3 万件の眼底検査が
不足しているとされるチリのバルパライソとサンアン
トニオにおいて、糖尿病患者を対象とした、ポータブ
ル眼底カメラおよび AI を活用した糖尿病性網膜症ス
クリーニングプログラムを 2023 年 7 月より開始する
こととなった。

  

民間企業一社ではなかなか現地政府とスピーディー
に新規事業を開始することが難しい中、TSUBASA
を通じた JICA や IDB による支援は大変有難く、専
門家陣との協議では社会的インパクトの目標設定や測
定等についても大きな学びがあり、TSUBASA は我々
の視野を広げる非常に貴重な機会となった。中南米市
場への展開を検討している他の企業には TSUBASA
への応募を強く推奨したい。 

（さかの てっぺい　株式会社アルム 代表取締役社長）

バルパライソ保健局および IDB との集合写真

バルパライソ保健局とのキックオフミーティングの様子

ラテンアメリカ参考図書案内

『アマゾンの民具』
アマゾン資料館監修　山口 吉彦文、山本 康平写真　八燿堂
2022 年 10 月　144 頁　2,800 円＋税　ISBN978-4-908636-05-9 

著者は東京農業大学卒業後 1971 年頃からアマゾン地域の調査を始め、ペルーのリマ
およびブラジルのベレンの日本人学校勤務の傍らアンデス、アマゾン地域でフィールド
ワークを行い、帰国後出生地山形県鶴岡市の自宅にアマゾン資料館を開設、公開した（同
館は 1994 ～ 2014 年鶴岡市がアマゾン民族館として管理したが、閉館後は資料を自宅
に戻し収蔵、求めに応じ貸し出している）。

本書では、自然の循環と共に生きる先住民の民具の膨大なコレクションの中から「装う」
「営み」のための 123 点を美しい写真で紹介、人類共生の遺産であるアマゾンへの著者
の思いを綴った解説をつけている。市井の文化人類学研究者が精魂込めて収集した、極
めて貴重なコレクションの一端が覗える写真集。　　　　　　　　　　　　　〔桜井 敏浩〕
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ラテンアメリカ・カリブ地域におけるスタートアップ
への投資環境

ラテンアメリカ・カリブ地域におけるベンチャー
キャピタル（VC）投資は過去着実に増加してきた。
中でも、ソフトバンクグループが 2019 年に発表した

「ソフトバンク・ラテンアメリカ・ファンド（LatAm
ファンド）」は、技術革新を促進する成長企業を投資
対象とした 50 億米ドル規模のファンドとして一躍注
目を集めたことは記憶に新しい。その後は新型コロナ
ウイルスの影響や世界的な高金利環境の影響もあり、
世界の他地域同様、2021 年をピークに投資額は減少
したものの、同地域の経済規模や投資家によるポート
フォリオ多様化の可能性に鑑みると、VC 投資の拡大
余地はなお大きい。本稿では、米州開発銀行（Inter-
American Development Bank：IDB）グループの「イ
ノベーション・ラボ」である IDB Lab によるスター
トアップ等への支援状況を解説すると共に、改めてラ
テンアメリカ・カリブ海地域におけるスタートアップ
等への関心を喚起したい。

ラテンアメリカのベンチャーキャピタル協会であ
る LAVCA のデータによると、同地域の VC 投資は、
2016 ～ 21 年にかけて投資額、案件数ともに上昇傾向
を辿った。2016 年時点で VC 投資額が約 5 億米ドル、
案件数が 197 件であったが、ピークの 2021 年には同
投資額が 30 倍超の 160 億米ドル、案件数は 4.8 倍の
939 件に到達した（なお、一般財団法人ベンチャー
エンタープライズセンター［VEC］によると、2021
年度の日本国内の VC 及び CVC［コーポレートベン
チャーキャピタル］による投資額は 1 米ドル 120 円換
算で約 23 億米ドル、投資件数は延べ 1569 件と、一件
当たりの投資額はラテンアメリカ地域と比較して小規
模の傾向）。翌 2022 年には世界的なパンデミックや金
利上昇局面での投資家心理の変化もあり、全体の投資
額は半減した（案件数は 1148 件に続伸）。レイタース
テージへの投資が一巡したタイミングで世界的な金融
引締等が投資家心理の重しとなり、VC 投資額が減少
したが、これはグローバルに展開する大型 VC ファン

ドの投資戦略見直しによる影響が大きい。他方、シー
ドステージ及びアーリーステージへの投資額は、これ
までのラテンアメリカ・カリブ地域を本拠に活動する
VC ファンドの質的向上・量的拡大もあり、底堅く推
移している。国別にはブラジル、メキシコ、コロンビ
アへの投資が域内全体の約 8 割、セクター別ではフィ
ンテックとプロップテックで約半分、これらにヘルス
テック、ロジスティックテック、並びに E コマースを
加えると全体の約 8 割を占める。今後は、教育や農業
などの開発分野においても、貧困・脆弱層の各種サー
ビスへのアクセス改善、生産性の向上等に資する革新
的な技術を持つスタートアップの活躍が一層期待され
ている。

ラテンアメリカ・カリブ地域ではこれまでの良好
な投資環境を背景に、データ取得可能な 2018 年以
降、54 のスタートアップが評価額 10 億米ドルを超え
る未上場企業のユニコーンへと成長、うち 36 社は過
去 3 年間に躍進した。例えば、コロンビアのユニコー
ン企業である Rappi は、消費者向けテック企業とし
て域内でフードデリバリーサービスを展開している。
2019 年には上述のソフトバンク LatAm ファンドも同
社に対し、10 億米ドルの投資を発表するなど急成長
を遂げている。その他、直近では、社員のウェルビー
イングや保険プラットフォームを手掛ける HR テック
の Betterfly が 2022 年にチリで 2 番目のユニコーン企
業へと成長し、HR テック業界では域内最大の規模を
誇っている。加えて、ブラジルにおいても個人向けに
不動産等の担保付ローンの貸付を行うフィンテックの
Creditas が、2020 年末の評価額 17.5 億米ドルから 22
年には 48 億米ドルへと急速な成長を遂げている。こ
のように、同地域では最近のリスクオフ環境において
も着実に事業拡大を継続しているスタートアップが一
定数存在していることが分かる。

 
IDB Lab によるスタートアップへの支援概要

IDB Lab はラテンアメリカ・カリブ地域の民間投資
促進を図る目的で 1993 年に設立され（本部は米国ワ

竹内登志崇（IDB Lab プリンシパル・アドバイザー）、中山愛美（IDB Lab コンサルタント）
田中秀治（IDB アジア事務所長）、 笠井萌里（IDB アジア事務所コンサルタント）

ラテンアメリカ・カリブ地域における
スタートアップの成長と IDB グループの取り組み
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シントン DC）、今年で創設 30 周年を迎えた。IDB グ
ループにおいて民間部門による革新的な開発支援アプ
ローチの実証を担っており、主に中小・零細企業、ス
タートアップ向けの投融資や技術協力を行っている。
重点分野として、農業・自然資本、インフラ・サービス、
教育・雇用、ヘルスケア、並びに金融包摂の 5 つを掲
げているほか、分野横断の開発課題としては、気候変
動やジェンダー・多様性に高い優先度を付している。

IDB Lab が 提 供 す る ツ ー ル は、「Financing」、
「Knowledge」、並びに「Connection」の大きく 3 つ
からなる。「Financing」では、スタートアップの事業
フェーズや資金需要に応じた様々な支援を提供してい
る。IDB Lab では創業のコンセプトやアイデアが出て
きた段階のプレシード、創業準備からアイデアの具現
化を図るシード、事業が発展途上段階のシリーズ A、
事業が急激に伸びる段階のシリーズ B、黒字経営が定
着し事業拡大を狙うシリーズ C 段階の企業への投融
資や技術協力を行っている（図を参照）。主な支援メ
ニューとしては、ソリューション設計や PoC（Proof 
of Concept）を支援する「Prototype」（同図の②）、シー
ドステージの企業の実証を支援する「Spark」（同図③）、
新規産業を生み出すスタートアップエコシステム構築
を支援する「Ecosystem」（同図①）に加え、優先株・
SAFE・Convertible Note 等の資本性商品やシニアロー
ン・劣後ローン等の負債性商品を含む直接投資支援、
及び VC ファンドやベンチャーデットファンドを通じ
た間接投資支援などを行っている（同図④～⑥）。また、
IDB Lab により実証された革新的な開発支援ソリュー
ションは、その後 IDB や IDB Invest によってスケー
ルアップされることが期待されている。

 
この他、「Knowledge」では、域内スタートアップ

の投資環境、革新的な技術、新たな市場動向等を取

り上げた情報発信、共創イベントの開催等を行ってい
る。直近では域内で加速する高齢化に着目した「シル
バー・エコノミー」に関する報告書を発行したほか、
高齢化率が世界一の日本の知見や最先端ソリューショ
ンを活かし、ラテンアメリカ・カリブ地域の課題解決
に取り組んでいる。また、「Connection」では、エコ
システム形成を目的に、域内外の様々なプレーヤーを
繋ぐ取り組みを行っている。例えば、ラテンアメリカ・
カリブ地域におけるブロックチェーンの活用促進を
目的とした「LACChain」は、世界中の関係者を繋ぐ
コミュニティの形成とインフラ整備を行い、ブロック
チェーン技術を活用したイノベーションの活性化、経
済・社会的な不平等の解消、新たな雇用創出、及び金
融包摂の促進を図っている。なお、同イニシアチブは、
NPO 法人の IDForo より Inclusion Award 2022 を受
賞したほか、ブロックチェーンアプリケーション国際
協会である INATBA からも「Most Exciting Project, 
Social Innovation」部門で 2023 年度の賞を受賞した。

 
IDB Lab による日本のスタートアップ支援状況

IDB Lab ではラテンアメリカ・カリブ地域における
開発課題に取り組むため革新的なアイデアやビジネス
モデルの実証を支援しており、同地域に関心を持つ日
本のスタートアップも積極的に支援している（日本企
業が関係するプロジェクト数は 17 件。今後更に増加
していく見通し）。今年（2023 年）6 月には、政府開
発援助の基本方針となる「開発協力大綱」が約 8 年振
りに改定され、スタートアップについてもパートナー
として新たに言及されるなど、開発協力の文脈におい
てもスタートアップの革新的なビジネスを通じた経済
社会開発促進が期待されている。ラテンアメリカ・カ
リブ市場は、その多様な開発課題、市場規模・成長性、
言語・文化的な共通性を背景とした事業拡張性、更に
は日系人コミュニティが多く存在する点などが日本の
起業家にとって魅力的と言えよう。

ここで、日本のスタートアップ関連の IDB Lab 支
援事業を 2 件紹介したい。1 つは、2018 年に承諾され
た IoT を活用した水産養殖支援を目的とする融資案
件（55 万米ドル）である。ウミトロン社（本社はシ
ンガポールと東京）と IDB Lab は、ペルーにおいて、
餌代が水産養殖コストの最大 50％相当を占めるケー
スがあること、過剰な給餌による水質汚染が懸念され
ていたことに着目。現地の日系信用組合 Abaco 及び
養殖事業者と提携し、同国チチカカ湖を舞台に、ニジ図：IDB Lab の事業フェーズ別支援（出所 : IDB Lab）
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マス養殖を IoT 活用によって最適化する実証事業を
実施。ウミトロン社が持つ IoT 及びマシーンラーニン
グ技術を活用し、養殖産業の効率化と環境負荷軽減を
図った。

もう一つは、医療アクセスの格差是正を目指し、遠
隔診療等の医療 ICT を通じた次世代ヘルスケアシス
テムの構築を支援した案件である。本案件では、2020
年に新型コロナウイルスの感染拡大に直面していた
ブラジルにおいて、アルム社（本社は東京）のデジタ
ル医療プラットフォームを活用した支援事業を実施し
た。具体的には、同社が独自のコミュニケーションア
プリを開発し、医用画像等の医療情報を医療関係者間
で共有することで医療現場のコミュニケーションを支
える機能、緊急時に患者側から医療提供者へ助言を
求めることができる機能等を搭載。新型コロナウイル
ス及び将来起こり得るその他の感染症拡大に備える目
的で 18 か月間のプロトタイプ事業を実施した。なお、
アルム社は現在チリにおいても専用カメラデバイスで
撮影した眼底画像による糖尿病の早期発見や失明を予
防するソリューションの実証計画を進めており、IDB 
Lab は同社のラテンアメリカ・カリブにおける事業展
開を支援している。

また、IDB Lab と国際協力機構（JICA）は、ラテ
ンアメリカ・カリブ地域に関心のある日本のスタート
アップを発掘・支援していくため、Transformational 
Start Ups’ Business Acceleration for the SDGs 
Agenda（TSUBASA）プログラムを 2021 年に創設し、
日本のスタートアップが持つ革新的な技術やビジネス
モデルを同地域の開発課題解決に繋げられるよう取り
組んでいる。本プログラムはオープンイノベーション
チャレンジとインキュベーション・アクセラレーショ
ン支援プログラムの二段構成となっており、前者の
オープンイノベーションチャレンジではスタートアッ
プからの革新的な提案を募り、支援対象企業を決定。
その後、採択企業に約半年間伴走して、アイデア協
創や現地パートナー候補とのマッチング等のインキュ
ベーション若しくはアクセラレーション支援プログラ
ムを実施している。なお、同期間中に将来的な事業化
の可能性が高いと認められたアイデアについては、本
プログラム終了後に IDB Lab による追加支援の可能
性も検討している。革新的なアイデア・ビジネスモデ
ルを有する日本のスタートアップ企業には今後もラテ
ンアメリカ・カリブ市場への進出を事業展開オプショ
ンの一つとして積極的に検討していただきたい。

日本信託基金と IDB アジア事務所の役割
最後に、日本が IDB に設置している信託基金を通

じて実施しているスタートアップ支援について紹介し
たい。

日本は、1988 年から 35 年近くにわたり、IDB が管理・
運営する信託基金への拠出を毎年継続しており、これ
までに 650 件以上のプロジェクト支援を通じて、ラテ
ンアメリカ・カリブ地域の人々の生活の向上に寄与し
てきた。特に日本としては、ユニバーサル・ヘルス・
カバレッジの拡充を通じた、誰もがアクセスできる保
健システムの強化や、ハリケーン等の自然災害の影響
を受けやすい同地域における防災の強化を重点分野と
考えているが、これは AI や人工衛星を活用した革新
的な取り組みを進める日本のスタートアップ企業が、
ラテンアメリカ・カリブ地域で活躍を期待されている
分野とも重なる。

特に、前出の TSUBASA プログラムにおいては、
採択企業がラテンアメリカ・カリブ地域においてパイ
ロット事業を行う際の実施費用を日本信託基金より
IDB Lab を通じて提供することで、日本のスタート
アップによる同地域への進出を支援しており、これま
でに 5 件に対する資金提供が決定されている。

 
また、東京にある IDB アジア事務所は、日本企業

によるラテンアメリカ・カリブ地域への進出を後押し
する機能を有している。同事務所では TSUBASA プ

TSUBASA プログラム参加企業とのイベントの様子①（IDB Lab 提供）

TSUBASA プログラム参加企業とのイベントの様子②（IDB Lab 提供）
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ラテンアメリカ参考図書案内

『取るに足らないものたちの民族誌 
―チリにおける開発支援をめぐる人類学』

内藤 順子　春風社
2023 年 2 月　282 頁　3,800 円＋税　ISBN978-4-86110-825-9

大学院生時にチリでの ODA の医療協力プロジェクトに参画した著者は、その後文化
人類学研究の道に入った。第Ⅰ部では 2 つの貧困地区の支援現場では支援者・専門家が
強者である一方、「受益者＝被支援者」は「取るに足らないものたち」でその弱者がいか
に世界をみているのかを描き、第Ⅱ部では障害者をもつ子どもたちへの医療支援現場で
の経験、プロジェクトの過程で目の当たりにした文化摩擦に焦点を当てながら「強者の
論理」を紐解く。とかく派遣された専門家等が「日本こそが移転すべき高度な技術と知
識を持っているのに途上国側が何をいうか」という強者の姿勢で臨む者がいたが、各種
の専門家が立案した「日本支援スキーム」が結局チリの実情に応えられなかったことが
あって「日本から学ぶことは何もない」との印象を与えたことは、日本のリハビリテー
ション医療が遅れているからではなく、貧困の度合いや公的環境が大きく異なる「チリ
の現実に役立つものではない」からという指摘は当を得ているように思われる。

チリのスラムに派遣された、開発支援の現場では医療分野でもない文系の女性であり
属性からして取るに足らないものであった人類学者の著者の視点から見たもがきと葛藤
の記録であり、チリにおける ODA 支援をめぐる民族誌の試みである。　　　　〔桜井 敏浩〕

ログラムに関する広報及び情報提供にも積極的に取
り組んでおり、ラテンアメリカ・カリブ地域の社会課
題の解決に資するソリューションを開発するスタート
アップ企業との関係構築に努めている。今後とも同地
域での事業展開を検討しているスタートアップ企業
が、TSUBASA プログラムを始めとする IDB グルー
プの取り組みをとおしてラテンアメリカ・カリブ地域

への進出を実現できるよう、スタートアップとの更な
る連携強化をはかりたい。

 
（たけうち としたか　IDB Lab プリンシパル・アドバイザー

なかやま まなみ　IDB Lab コンサルタント
たなか ひではる　米州開発銀行アジア事務所長       

かさい めり　米州開発銀行アジア事務所コンサルタント）

『女囚たち ―ブラジルの女性刑務所の真実』
ドラウジオ・ヴァレーラ　伊藤 秋仁訳　水声社
2023 年 7 月　305 頁　2,700 円＋税　ISBN978-4-8010-0722-2 

著者がサンパウロ拘置所に出入りする医師として看守や囚人達の話しにも耳を傾け、
その実態を明らかにし、最後に囚人たちのいざこざから起きた暴動に軍警が介入し 111
人をも虐殺した事件を告発した『カランヂル駅 ―ブラジル最大の刑務所における囚人た
ちの生態』（春風社、2021 年 https://latin-america.jp/archives/49219）は世界の
注目を浴びた。

その事件後カランヂル刑務所が解体され州立刑務所となり、さらにそれが女性刑務所
に再編されてからも著者はボランティアとして毎週通い、2000 人以上を擁する女囚た
ちが吐露した心情を聞いてきた。貧困層が生真面目に生きることが難しいブラジル社会
にあって、特に女性は被抑圧者であり続け、妊娠し中絶が禁じられているところから幼
くして母親となり学業が阻まれ、生活苦から売春や不法薬物売買などの犯罪に走るが、
犯罪の世界でも女性たちは差別され低位に置かれる。今や老齢となった医師がみた貧困
女性の数々の事例は、著者ならではの真実を伝えるドキュメンタリーであり、優れた文
化人類学のアプローチと言ってよい。      　　　　　　　　　　　　　〔桜井 敏浩〕
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日本貿易振興機構（JETRO）は、日本のスタートアッ
プの海外展開に向けた各種支援を行っている。これ
は、日本政府が現在スタートアップ育成 5 か年計画 1

を定め、ユニコーン企業を 100 社、スタートアップ企
業 10 万社創出を目指す計画のうちの、スタートアッ
プの海外展開につながる事業に関与している。その
一環として、JETRO は、経済産業省、新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）と一緒に J-startup
事務局を担っている。J-startup2 とは、ベンチャーキャ
ピタリストや大企業の新事業担当者等の外部有識者
からの推薦に基づき、潜在力のある企業を選定し、
政府機関と民間の「J-Startup Supporters」が集中支
援を行うプログラムだ。

JETRO はこの事務局機能に加えスタートアップ向
けに各種支援ツールを提供しており、その一つに、グ
ローバル・アクセラレーション・ハブ（以下 GAH）3

がある。これは、海外進出あるいは海外での資金調
達を目指す日系スタートアップ企業に対し、ブリー
フィング、メンタリングやコワーキングスペースの利
用等を無料で提供するサービスである。海外事務所
20 拠点以上で利用でき、各地のスタートアップ等を
支えるエコシステムの状況を踏まえて、現地有力ア
クセラレータ等と提携し、グローバル展開に役立つ
情報を提供している。

2019 年から、サンパウロ事務所も本サービスの一
拠点として開始。①現地エコシステムに関するブリー
フィング、②スタートアップが参入するために必要な
マーケット状況を踏まえたメンタリング、そして③ス
タートアップが希望する関係者へのマッチング、紹介
等の支援を実施してきた。またサンパウロの GAH は、
他のラテンアメリカ地域にもつなげるハブ拠点的な役
割機能も担い、年間のべ 20 社以上のスタートアップ
企業が利用。当地における社会課題、各セクターの状
況やスタートアップを支えるエコシステム情報を提供
することで、スタートアップが市場参入に向けて検討
をすすめる。実際にこのサービスを活用しながら、当
地に法人設立をした企業もいる。また、スタートアッ
プからは、他のラテンアメリカ諸国に関するブリー
フィング等の相談も受けることもあり、他国の拠点と

連携して対応している。2023 年後半からはコワーキ
ングスペースも配置予定であり、スタートアップ企業
の活動拠点やネットワークの場の機会を増やす。

GAH に加えさらに、サンパウロ事務所は、2022
年より新しいプログラムに参画した。それは、ブラ
ジルの貿易振興機関である Apex-Brasil、ブラジル
プライベートエクイティベンチャーキャピタル協会

（ABVCAP）およびイスラエル貿易投資庁（Israel 
Trade ＆ Investment）の三者が企画・発案した海
外スタートアップ企業のブラジル市場へのソフトラ
ンディングプログラム「Scale Up in Brazil」4 だ。
JETRO はこのプログラムに、2022 年よりシンガポー
ル企業庁（Enterprise Singapore）とともに加わった。

本プログラムはそもそも、イスラエルのスタート
アップのブラジル市場参入を目的としてスタートして
いる。イスラエルのスタートアップにとってブラジル
は、魅力ある市場であるものの、商習慣はじめビジ
ネス環境に特徴があり、ブラジル政府を巻き込んだ
手法が有効として企画・誕生に至った。一方、ブラ
ジル政府側はこのプログラムを通じて、ブラジルには
ない海外のスタートアップの技術を取得すると同時
に、これらのスタートアップを支援する海外投資家に
もブラジル市場への関心を喚起し、投資を呼び込む
契機となる。本プログラムはすでに 3 回実施され、3
か国で企業総数 35 社が参加。本プログラムを通じて、
契約件数 13 件、法人設立された企業が 11 社、雇用

松平 史寿子（JETRO サンパウロ事務所 次長）

JETRO による支援
－ブラジルでの取り組み：グローバル・アクセラレーション・ハブ、
Scale Up in Brazil

出所：Apex-Brasil 資料をもとにジェトロが加工（©2023 JETRO）

Scale up in Brazil の支援プログラムスキームとフロー
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50 人以上が生まれている（2023 年 6 月時点）。
具体的なプログラムは、広報からフォローアップま

で約 18 か月、5 段階のステップで前ページの図のプ
ログラムスキーム 5 が提供される。

まず、書類選考を経て第 1 ステージでは、ブラジ
ルへ進出する際に必要な商慣習、人事、税務といっ
たノウハウをオンラインセミナーで学ぶ。その後ピッ
チ選考を経て、イスラエル 10 社、シンガポールおよ
び日本が 5 社ずつ選ばれ、計 20 社が第 2 ステージに
進み、実際にブラジルを訪問し、各セクターの関係
者との交流、市場を理解するとともに商談や PoC 先、
パートナー探しを実施する。自国に戻ったのち、第 3
ステージでは訪問時に得た情報等をもとにビジネス
モデルを検討し、第 4 ステージで再度訪伯し、新た
な商談先等ネットワークを開拓する。第 5 ステージは
その後の商談等をフォローする。なお、プログラム期
間中、ピッチトレーニング、マーケットストラテジー
立案のサポートや商談アレンジなど様々なサービス
を受けることができる。

Apex-Brasil は、本プログラムの実績により農業
への持続可能な投資を促進し、食糧安全保障と地球
の社会的・経済的発展に貢献したことを評価され、
2022 年の国連貿易開発会議（UNCTAD）の投資促
進賞を受賞した 6。

 
Scale up in Brazil へ参加した企業の声

2022 年、第 1 ステージは 3 か国で 35 社のうち、17
社が日本のスタートアップ企業であった。第 2 ステー
ジでは、日本のスタートアップ 6 社がブラジル政府よ
り選抜され（その後 1 社は辞退）、5 社は 2 度にわたっ
てブラジルを訪問。市場を知るとともに、人脈・ネッ
トワークの構築を図った。選定された 5 社は以下の通
り。

1. Axelspace（アクセルスペース）
これまでに 9 機の小型衛星の開発・製造から打ち上

げ後の運用までの実績を持つ宇宙ビジネスをリードし
てきた小型衛星のパイオニアとして、以下の 2 事業を
展開。

1）�小型衛星の開発・製造、調達、運用のワンストッ
プサービスの提供（AxelLiner）

2）�衛星画像の販売及び衛星画像を使ったサービス
の提供（AxelGlobe）

AxelGlobe の地球観測データは農業、環境、インフ
ラモニタリングなどのサステイナビリティ事業にも活
用されている。2008 年設立。本社：東京都。

 
2. Credit Engine（クレジットエンジン）
融資及び債権回収領域におけるデジタル化サービス

を提供しており、日本においてはメガバンクを始めと
する大手金融機関への提供実績あり。近時は東南アジ
ア、ラテンアメリカ地域へのサービス展開を進めてい
る。2018 年設立。本社：東京都。

 
3. dreamstock（ドリームストック）
プロサッカー選手を目指す若者 73 万人以上のユー

ザーを有するプラットフォームアプリ。ポテンシャル
の高い選手とクラブチームユースのマッチングを行
う。世界各国のリーグでプレーするプロ選手に対して
も世界中のクラブチームで活躍できるチャンスを得る
ことができるウェブ版プラットフォームを運営。ユー
スとプロを合わせ、既に世界の有名リーグとの契約と
の 200 件以上のマッチング・移籍の実績あり。2017
年設立。本社：東京都。

 
4. �Melody International（メロディ・インターナショ

ナル）
いつもでどこでも妊婦と胎児の健康状態をモニ

タリングできるポータブルのスマート胎児モニター
「iCGT」を開発。解析データをメールや専用アプリケー
ションで送信できるシステムの確立により、遠隔で周
産期管理ができ、医療機関と妊婦を迅速につなげて医
療現場をサポートしている。世界 15 か国以上で導入
開始。2015 年設立。本社：香川県。

 
5. Sagri（サグリ）
衛星データと AI 技術で食糧危機や気候変動の課題出所：Scale up in Brazil サイトおよび Apex-Brasil 資料より加工

企業ロゴ入りScale Up in Brazil ロゴ
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解決を行う岐阜大学発のインパクトスタートアップ。
新興国地域では、衛星データを使った土壌解析による
最適施肥を通じたカーボンファーミング事業を推進。
展開地域：シンガポール、インド、タイ、ベトナム、
ケニア、ペルー。2018 年設立。本社：兵庫県、東京都。

 
各社のブラジルへのビジネス経験や成熟度が異なる

が、以下、本プログラムへ参加した感想・コメントを
得た。

 
1. Axelspace
ブラジルが抱える社会課題解決のためのツールとし

て、当社は衛星データ利活用のご提案やユースケース
のご紹介を実施。また、ビジネスイベントでのピッチ
登壇や、農業・天然資源分野等の事業を展開する現
地企業との個別ミーティングを通して、具体的なセッ
ションへとつながったことを感謝している。加えて、
企業とのコミュニケーションにおいては、現地裨益者
とのマッチング検討など JETRO 様より厚いサポート
をいただいた。今後も当社の小型衛星開発・運用技術
ならびに衛星データ利活用を通じて、ブラジルのより
一層の成長に貢献していきたい。

 
2. Credit Engine
ブラジルの市場を知る、さらに具体的なビジネス

マッチングを含む、貴重なマーケットエントリのプロ
グラム。また、イスラエル、シンガポール、同じ南米
の市場開発を目指している 2 か国のスタートアップと
の交流もあり、多くの学びのある内容だった。

 
3. dreamstock
本プログラムを通じてブラジル拠点を設置。そのほ

か、短期間のうちにビジネスを進展させるための重要
なネットワークが構築できたことは、自社だけでは実
現できなかった成果が得られた。またイスラエル、シ
ンガポールのスタートアップとの人脈ができたことも
有意義であった。

 
4. Melody International
はじめてブラジル市場へアクセスするきっかけと

なったこのプログラムで、2 度の訪問を通じて医療マー
ケットについて深く理解でき、かつ業界の大手やキー
プレーヤーなどとつながることができた。最初の訪問
では、ブラジルの商習慣や規制を学ぶだけでなく、医

療関連の認証プロセスなど、参入するまでの課題を把
握。そして 2 回目の訪問では、地方の企業や医療機関
とのミーティングの設定をしていただいたばかりか、
その場でこういう人を紹介してほしいという要望にも
柔軟かつ迅速に応えていただいた。その結果、帰国ま
でに PoC 先が決まり、かつブラジル市場をよく知る
医療コンサルタントや現地パートナーを得た。また、
主催者のコネクションを惜しみなく使って紹介いただ
いた方々からさらに派生したつながりができるなど、
現地に赴かなければできない貴重な人脈ができたこと
は大変有益であった。プログラムは終わったが、これ
から本格的参入に向けて進み始める中、主催者たちと
は今も定期的に意見交換を継続し、なにかとアドバイ
スをいただけるのは有難い限りである。ブラジルとは
何のつながりもなかった弊社だが、参加後にはなんと
かやっていけるという自信がつくほど、いたれりつく
せりのプログラムであった。

 
5. Sagri
ブラジル市場の厳しさとポテンシャルを深く理解す

ることができて、非常に有難い経験であった。お陰で
ブラジル人のプロ人材に出会えた。

　
各社のブラジル向けの取り組み具合は異なるが、こ

のプログラムは JETRO、Apex-Brasil のネットワー
クだけでなく、ABVCAP ならびに他の貿易振興機関
のネットワークも相互に活用する機会となった。ブラ
ジルという大国の大企業につながることは容易ではな
いが、JETRO 自身もこのプログラムを通じて新たな
日系社会や新分野へのリーチ、サンパウロ地域以外の
新しいネットワークや情報を得ることができ、ブラジ

Japan House（サンパウロ）でのピッチイベントの風景　（執筆者提供）
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ラテンアメリカで活躍するスタートアップ企業

ルスタートアップやブラジルエコシステム関係者との
ネットワークを広げつつある。

ブラジルは多くの移民からなる国である。ブラジル
のスタートアップを支えるエコシステムは、その成り
立ちと同様、他国のエコシステムともつながりを持つ
ことで、新たな融合やシナジーを生み出しさらなる拡
大と発展が見込まれる。このエコシステムを利用して
ひとつでも多くのスタートアップを含む日本企業がブ
ラジルで活躍することを期待したい。

1	 �内閣官房『スタートアップ育成ポータルサイト』2023 年 9月
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/su-portal/index.html

2	 �経済産業省『J-startup プログラム』2023 年 9 月　https://
www.j-startup.go.jp/about/

	 �J-startup に選定された場合、海外・国内大規模イベントへの
出展支援、海外現地支援、研究開発支援、規制改革対応、入札
機会拡大、民間企業「J-Startup Supporters」との連携支援な
どが行われている。

3	 �JETRO『グローバル・アクセラレーション・ハブ』2023年9月
https://www.jetro.go.jp/services/jhub/

4	 �Scale Up in Brazil プログラム（2023 年 9月）　https://www.
scaleupinbrazil.com/

5	 �Scale Up in Brazil『プログラムガイドライン』2023 年 4月
https://www.scaleupinbrazil.com/_files/ugd/adf390_7d226f
6680ff4a59a56c94a019aaaa90.pdf

6	 �Apex-Brasil「Scale Up in Brazilプログラムに関するプレス発表」
2022 年 11 月　https://apexbrasil.com.br/br/pt/conteudo/
noticias/projeto-da-apexbrasil-em-parceria-com-a-abvcap-e-
israel-trade---.html

（まつだいら しずこ　日本貿易振興機構［ジェトロ］
サンパウロ事務所 次長）

 

日系ブラジル起業家協会でのピッチイベント後の集合写真　（執筆者提供）

『フレーヴォ、カポエイラ、パッソ ―ブラジル、ペルナンブーコ
の民衆芸能研究』

ヴァウデマール・ヂ・オリヴェイラ　神戸 周訳　溪水社　
2023 年 7 月　248 頁　3,900 円＋税　ISBN978-4-86327-628-4

著者（1900 ～ 1977 年）はブラジル北東部のレシフェの医師にして芸術雑誌の発行人、
劇作家、演出家等多彩な分野で活躍した、ペルナンブーコ州を代表する文化人であったが、
またレシフェのカルナヴァルの研究も行い多くの論説やエッセイも執筆している。2012
年に民衆芸能として UNESCO の人類無形文化遺産に登録されたフレーヴォだが、著者
はフレーヴォは都市の民衆芸能だが民俗芸能ではないと言う。フレーヴォとそれを構成
する踊りのパッソを 50 年以上にわたり観察してきた著者が、その音楽とダンスについ
てフレーヴォの語源・発生からの歴史的経緯、形態、カルナヴァル団体クルーベの構成、
フレーヴォの作曲者と形態論、さらにパッソの由来にブラジルへ強制連行されたアフリ
カのアンゴラ出身の黒人達が奴隷制度下で農園主や公安当局によって日常的に加えられ
た暴力から身を守るために武器を使わない防御手段としたカポエイラ術があること、つ
まり防御のための武術からフレーヴォの演奏に合わせて踊られるダンスであるパッソに
繋がったことなどを解明し、往時の社会的状況を考察している。自身も 20 年来パッソ
を研究対象としてきた訳者による1971年刊行の原書の全訳。　　　　　　　　〔桜井 敏浩〕

ラテンアメリカ参考図書案内
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駐日ラテンアメリカ大使
インタビュー

パナマ共和国

パナマのペレ駐日大使は、ラテンアメリカ協会のインタビューに応じ、日本の印象、パナマの魅力や外交
政策、日本・パナマ関係の現状と展望などについて語った。同大使は、衣料、飲食、通信分野で起業家と
してビジネス経験を積んだ後、2020年 3月から駐日特命全権大使。インタビューの一問一答は次の通り。

―大使は新型コロナウイルスが猛威を振う中で駐日大使と

して着任されましたが、日本についてどのような印象をお持

ちですか。日本での生活で気に入られたことはありますか。

私が日本に到着したのは 2019 年 10 月で、新型コ
ロナウイルスで世界が停止する数か月前のことでし
た。2020 年 3 月、日本は事実上国を閉じ、世界の他
の国々と同様、それぞれの国に住む人々の健康と福
祉を第一に考えることになりました。難しい時期で
した。私の家族はまだ日本にいませんでした。しか
し、どんな困難に直面しても、明るい面を見なけれ
ばなりません。当時は東京をよく歩き回り、日本の
文化をより深く知ることができました。困難な時期
ではありましたが、日本に来たことをまったく後悔
していません。今では、日本での生活が好きかと聞
かれたら、「大好きです」と答えます。私はすべての
人に一生に一度は日本に来ることを勧めます。そし
て、日本の人々、文化、食べ物がどんなものなのか
を理解してほしいと思います。

 
―貴国は地政学的な好条件を活かし、パナマ運河による海

上輸送、航空、金融、物流等のハブ（拠点）として発展し

ていますが、最近の状況や今後の課題について教えてくだ

さい。

パナマはその地理的位置に恵まれています。1914
年にパナマ運河が開通して以来、世界貿易は一変し、
現在では世界貿易の 8％がパナマを経由しています。
金融と物流の分野では、利便性の高い米ドルを流通
通貨として使用しています。航空分野では、パナマ
はそのユニークな地理的位置により、南北アメリカ
の 82 都市と結ばれています。この地域の空港の中で、
このような接続性を持つ空港は他にありません。パ
ナマは、グリーンエネルギーと教育の中心地として、
また社会変革を推進する革新的なコミュニティであ
る「知識の都市（la Ciudad del Saber）」として知ら
れています。このようにパナマは、世界中の関心を
持つ個人、機関、組織に対し広く門戸を開いていま
す。最近の経済状況については、フォーブス中米レ
ポートによると、パナマは 2022 年に 6％の成長を遂
げました。これはパナマをこの地域のリーダーとし
て位置づけるものです。

 
―2019 年 7 月に発足したコルティソ政権は、コロナ禍に

より落ち込んだ経済の回復、財政赤字の抑制、教育改革の

推進などに取り組んでいると聞きますが、その成果と今後

の見通しについて教えてください。

コロナ禍が始まったとき、コルティソ大統領の政

カルロス・ペレ駐日パナマ大使

小さくても大きな魅力を持つパナマを
知ってほしい
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権は、パナマ国民の命を救うことを第一に考え、経
済にブレーキをかけました。実際、大統領に提出さ
れた、コロナ禍に直面して思い切った対策を講じな
ければどうなっていたかについての報告書によれば、
対策を講じなければ 10 万人近いパナマ人が亡くなっ
ていた可能性がありました。その決断がどれほど難
しいものであったか、私には説明できません。それ
以来、パナマは経済を回復させ、現在では経済成長
においてこの地域のリーダーとなっています。パナ
マはこれからも成長し続けるでしょう。
　

―外交分野においてコルティソ政権が重視している政策は

何ですか。特に、日本、中国、東南アジア諸国連合（ASEAN）

諸国を含むアジア太平洋地域との関係について教えてくだ

さい。

コルティソ大統領は、パナマはどちらの側にもつ
かない国である、すなわち、民主主義と人権を尊重し、
パナマと共に成長しようとする国であれば、パナマ
は全ての国の友でありたい、と明言しました。日本
は、パナマがアジアで最初に外交関係を樹立した国
です（1904 年）。来年（2024 年）は、パナマと日本
の外交関係樹立 120 周年に当たります。中国につい
ては、パナマは最近国交を樹立しましたが、それは
互恵に基づく関係です。パナマには約 30 万人の中国
人の子孫がおり、中国系の人口が非常に多いことを
忘れることはできません。ASEAN 諸国については、
今年 9 月 4 日、パナマは ASEAN 諸国との関係をさ
らに強化するため、東南アジア友好協力条約（TAC）
への加盟文書に調印しました。

 
―日本とパナマは明年外交関係樹立 120 周年を迎えます

が、大使は両国関係の現状をどう見ておられますか。今後

どのような分野で関係の強化を期待しておられますか。

先に述べたように、パナマと日本の外交関係樹立
120 周年を目前に控えています。日本との関係は常
に健全なものでした。今日、パナマと日本の外交関
係は透明性が高く、成長の時にあると感じています。
60％の日本船がパナマの船籍を持ち、日本はパナマ
運河の第二の利用国でもあります。日本の国際協力
機構（JICA）から約 30 億ドルの融資を受け、約 70
万人の生活を変えるパナマ地下鉄 3 号線プロジェク
トが実現しつつあります。このプロジェクトは現在、
ほぼ 45％が完成しています。日本との関係の将来を
考えると、私は日本がパナマにグリーンエネルギー・

センターを設立することを願っています。また、私
の夢のひとつは、パナマに日本の教育システムを導
入した学校を作り、私が敬愛してやまない日本文化
を子供たちに学ばせることです。私は常々、現職（駐
日パナマ大使）の後は、全世界に向けての日本大使
になると言っています。私は、誰もが日本の文化を
学ばなければならないと信じていますし、パナマ人
がもっと日本を知るようになることを願っています。

 
―大使はビジネスの分野で豊富な経験をお持ちですが、経

済関係の強化においてどのような分野が有望ですか。その

ために、何が必要だとお考えですか。

最も永続的なつながりは、パナマと日本との間の
海上交通分野のつながりであることは言うまでもあ
りません。パナマに進出している日本企業の未来は
明るいと思います。パナマシティと東京を結ぶ直行
便を就航させる時が来たと考えます。日本企業にお
いても、パナマをラテンアメリカへのゲートウェイ
として検討してはいかがでしょうか。パナマが日本
企業の地域的なハブとなることで、パナマの未来は
より明るいものになる、と私は想像しています。

 
―貴国には、音楽、コーヒー、エコツーリズムなど他にも

多くの魅力があるようですが、日本人にもっと知ってほしい

ことは何ですか。

ゲイシャ・コーヒーを世界に知らしめたのは日本
人です。当時、コーヒーに通常の 600％以上の値段を
支払っていた日本人の目利きのおかげで、ゲイシャ・
コーヒーはよく知られるようになりました。今日、
パナマの名はゲイシャ・コーヒーと運河で知られて
います。その他にも、カカオやラム酒、クラフトビー
ルなど、パナマには日本人に好まれそうな質の高い
商品があります。投資については、パナマ政府だけ
でなく、パナマ企業も日本への投資に関心を持って
いることを改めてお伝えしたいと思います。

観光に関しては、2024 年にパナマでアドベン
チャー・トラベル・ワールド・サミットが開催され、
世界中の観光関係者、企業、団体が一堂に会し、意
見交換やアドベンチャー・プランの最終決定を行い
ます。パナマは、82 キロ以内に 2 つの大洋があると
いうユニークな位置にあります。この地理的優位性
により、さまざまな冒険プランを作ることができま
す。また、パナマでは 2000 種類近くの鳥類を見るこ
とができますし、ゲイシャ・コーヒー・ツアーも催
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されています。パナマには多くの魅力がありますの
で、直行便が就航すれば観光業は大きく変わるでしょ
う。

 
―『ラテンアメリカ時報』の読者に対しメッセージがあれば、

お願いします。

パナマは小さな国です。東京都新宿区の人口はパ
ナマ全土の人口よりも多く、パナマの国土は北海道
とほぼ同じ大きさです。しかし、私たちはとても大

きな心を持っており、いつも両手を広げて訪問者を
歓迎しています。ぜひ私たちの国を訪れてください。
私が日本を好きになったように、あなたもパナマを
好きになること請け合いです。

 
（注）本インタビューのスペイン語全文は、ラテン

アメリカ協会ホームページ英語サイト Interviews 欄
に掲載しています。

（ラテンアメリカ協会副会長　佐藤　悟）

ラテンアメリカ参考図書案内

『先住民から見た世界史 ―コロンブスの「新大陸発見」』
山本 紀夫　KADOKAWA（角川ソフィア文庫）
2023 年 5 月　320 頁　1,160 円＋税　ISBN978-4-04-400757-7

コロンブスが欧州に持ち帰った中南米原産の農産物のうち、トウモロコシはその後アフ
リカへ伝えられ特に熱帯アフリカでは食事の根幹になった。ジャガイモは欧州で後に重要
な食糧となったが、その単一種に依存し過ぎたアイルランドでは疫病の蔓延で大飢饉が発
生し大量の難民が北米等に移住した。トウガラシは瞬く間にアジアの東端まで伝わる香辛
料となった。一方、持ち込まれた馬、牛をはじめとする家畜は北米先住民の生活を破壊し
たが、最も負の影響が大きかったのは天然痘やはしか、インフルエンザ等で、征服の過程
での虐殺・植民地化による強制労働の死者を遙かに上回る凄惨な人口減をもたらした。世
界史で「コロンブスの交換」と言われる語感にある平等性とは大きく異なる不平等な、コ
ロンブスの功罪というよりは「罪」の方が大きかったことを明らかにしている。

著者は農学を修めペルーでジャガイモ研究に打ち込み、それを栽培する先住民に関心を
もったことから民族学へ転向し、アンデス、ヒマラヤ等の高地での比較研究も行っている国
立民族学博物館名誉教授。本書は著者の『コロンブスの不平等交換 ―作物・奴隷・疫病の
世界史』（角川選書、2017 年刊 https://latin-america.jp/archives/23042）を再構成・
加筆し改題のうえ文庫化したもの。「コロンブスの交換」を先住民の側から見た農学と人類
学の現地調査、研究の結果も取り込んだもう一つの世界史として興味深い。     　〔桜井 敏浩〕

『奴隷制の歴史』
ブレンダ・E・スティーヴンソン　所 康弘訳　筑摩書房（ちくま学芸文庫）
2023 年８月　368 頁　1,400 円＋税　ISBN978-4-480-51203-1

本書では奴隷が労働力や「商品」としてどのように組み込まれ、どう酷使され、搾取
されてきたか、農作業、家事労働、さらに性奴隷とその結果として生まれた子どもとい
う奴隷再生産に至るまでの奴隷制の様々な論点を、米国の経済発展や資本蓄積のプロセ
スを俯瞰する中でその歴史全体に関わっていることを明らかにしている。北米での植民
地世界におけるアフリカ人奴隷の導入と南北戦争以前の米国における奴隷制と反奴隷制
が論考の中心になっているが、古代世界ならびに、中東・アジア・アフリカ、欧州にお
ける奴隷制の歴史、新大陸での「接触」後のアフリカと大西洋を結ぶ奴隷貿易の始まり
についても解説しており、中南米でのアフリカ人奴隷の導入からその末裔がどうなって
いるかを理解する上でも参考になる。

著者は米国南部史、アフリカ系米国人史、特に人種、奴隷制度、人種間の対立に関す
る研究者として知られる英国オックスフォード大学教授。訳者は貿易論、ラテンアメリ
カ地域研究を専門とする明治大学教授。　　　　　　　　　　　      　　　　〔桜井 敏浩〕
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時 事 解 説

いまだにメディアで取り上げられない日はないと
もいえるロシアによるウクライナ侵攻のニュース。
本稿では、戦闘が長期化する中で、日本ではなかな
か報じられないウクライナ情勢とラテンアメリカ（中
南米）の関係について考察する。

 
長期化するウクライナ侵攻

ロシアによるウクライナへの軍事侵攻が始まって、
1 年半を超えた。報道ではこの夏には西側諸国の軍
事支援を受けたウクライナ側による反転攻勢が盛ん
に叫ばれていたが、冷静に現状を見てみれば、局地
的にウクライナ側の攻勢はあるものの、全体像から
すれば、事態は膠着していて、ロシアが占領してい
る広大な地域では、ロシア側による併合、同化が進み、
支配が強化されているかのようにさえ見える。ウク
ライナ、ロシアとも消耗戦となってきていて、泥沼化、
長期化の様相を呈している。

 
ウクライナとメディア

世界のメディアにとっては、この間、国際ニュー
スの中心はまさにウクライナ情勢をめぐるニュース
や話題、さらに、その当事者となっているウクライナ・
ロシアの動向だった。NHK の国際ニュースでも、ウ
クライナ情勢に関するニュースを伝えない日はなく、
筆者が「BS 国際報道」の編集責任者（編責）として、
この 1 年あまり、今年（2023 年）7 月からは「キャッ
チ！世界のトップニュース」のデスクとして、ニュー
スを選択するさいも、ウクライナ情勢をいかに多角
的に、より深く、わかりやすく伝えていくのかがポ
イントであった。

そのニュースの判断基準として、個人的には、まず、
ニュースであること。ニュース番組で取り上げるの
であれば、当たり前ではないかと思われるかもしれ

ないが、つまり、そのニュースが最新なのかという
こと。そのうえで、最新の戦況、それぞれの政府の
対応、発表。また、ウクライナ被害の実相、さらには、
経済、世界への影響がどうなっているとかという流
れで判断し、その時々の出来事や記者の取材状況を
組み合わせて、複合的に判断して、ニュースを選ぶ
ことになる。ニュース番組では、編責といわれる担
当者がニュースの取捨選択や並び順、尺の調整をす
ることになっていて、編責によってもニュース判断
は異なるのが実情だ。

ウクライナ情勢とラテンアメリカ

中島 昇（NHK グローバルメディアサービス チーフ・プロデューサー）

写真 1：G7 に参加したウクライナ・ゼレンスキー大統領とインド・モディ
首相との会談（出所：ウクライナ大統領府 HP）

写真 2：中ロ首脳会談でのロシア・プーチン大統領（右）と習国家主席
（出所：ロシア大統領府 HP）
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日本における中南米ニュース

こうした中で中南米ニュースの取り扱いはどうか
というと、単発的なニュースが多く、まとまった報
道はなかなかない。これは先日、ブラジルを訪れた際、
日系メディアの特派員からも聞いたことだが、「記事
の提案をあげてもなかなか、原稿にさせてくれない。
中南米でもウクライナ情勢関連でなければ、なかな
か原稿にならない」と話していた。（ウルグアイ以外
で最近、大きく取り上げられていたのは、パラグア
イの大統領選挙だった。これは、中国と台湾が絡ん
だ選挙だったので、日本や世界のメディアもその点
をもって、大きく伝えていた。ただし、この点につ
いてのパラグアイ国民の関心は高いとは言えず、選
挙を左右するような大きな争点とは言えなかった。）

もともと、中南米について、日本メディアによる
報道は決して多くなかったが、いまはさらに少なく
なっている感がある。実際、NHK の国際ニュースで
取り上げた南米のニュース本数は今年 1 月から 8 月
までで 335 本で、5 年前より 10％ほど減っている。

 
中南米ニュースでのブラジル・ルーラ大統領

中南米に関するニュースが少ない中で多く出稿さ
れているのが、ブラジルのルーラ大統領についてだ
ろう。NHK ニュースの中では 1 月から 8 月までの間、
73 本の原稿があり、ほかの南米の大統領が 1 ケタ台
となっている中、格段の多さとなっている。その理
由は、積極的な外交姿勢にあり、ウクライナ情勢に
ついても、いろいろと関与しようとしている表れだ。
今年は G7，G20，BRICS など、多くの国際的な会合
に参加し、これらに関連する原稿が多く出稿されて
いた。ボルソナーロ前大統領が外交にはあまり積極
的でなかったこととは対照的である。

そのルーラ大統領の外交姿勢を見てみると、かつ
てルーラ大統領の 1 期目を取材していた筆者から見
れば、デジャブともいえるような復古主義、懐古主
義とも見える姿勢がみられる。国際協調、独自路線
とはいうものの、外から見ると、欧米からは一定の
距離を置き、BRICS 重視、中ロ重視路線のように見
える。これは、ルーラ大統領が前の任期のときに進
めた外交の焼き直しともいえる。ただ、2000 年代の
なかばとといまの情勢はあまりにも異なっていて、
いまの姿勢を見ると、情報や政策のアップデートが
必要なのではと思えてしまう。

 
ルーラ大統領と BRICS

その象徴は BRICS であろう。もともとは、投資銀
行が 2001 年に出したレポートで用いられた経済的な
くくりで、これが世界中に広まった。相互利益、平等、
非干渉を掲げたゆるやかな集まりであったが、今年
の会合で、その性格を大きく変えることとなった。
これまでの、ブラジル、ロシア、中国、インド、南
アフリカという 5 か国に加え、サウジアラビア、エ
ジプト、エチオピア、イラン、UAE、アルゼンチ
ンの 6 か国の拡大が発表され、BRICS が欧米への対
抗軸となりうる多国間協力の組織体へと変貌した。
BRICS への参加を希望する国々はほかにもまだあり、
今後は G7 に対抗して、さらに世界各国への影響力を
強めていくと見られる。BRICS 拡大を先導したのは
中国、ロシアで、中国では CCTV（中国中央テレビ）
が BRICS に出席する習国家主席の動向を大々的に取
り上げ、その意義やアフリカでの中国のプレゼンス
などをつぶさに伝えていた。中ロともに、BRICS の
拡大は大きな成果だと見ていて、いわゆるグローバ
ルサウスとの連携を、BRICS を通じて強めていこう
という意図が明確になったといえる。特にウクライ
ナへの侵攻により、欧米などとの貿易に様々な制限
を受けるロシアにとっては、今回の拡大にともない、
ロシア、サウジアラビア、イランというエネルギー
産地国、ロシア、ブラジル、アルゼンチンという穀物、
資源の生産国、中国、インドという工業生産や、人
口にともなう大消費国というバランスをはかること
で、欧米に対抗できる世界のネットワークを新たに
構築したいとの思惑も見えてくる。

では、ブラジル・ルーラ大統領は、今回の会議に
どのように臨んだかを見ていきたい。もともと、現

写真 3：BRICS 首脳による写真撮影（出所：ルーラ大統領公式 X）
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地メディアなどは、BRICS の拡大について、ブラジ
ル側は否定的な考えを持っていたと伝えていた。そ
の理由について、参加国が増えることによる発言力
の低下、さらには、中国やロシアの影響力の増加な
どが挙げられていた。ただ、ロイター通信によると
会議前後、ルーラ大統領は参加国拡大について歓迎
の姿勢を示し、特に隣国のアルゼンチンについては

「地政学的にも重要で、ブラジルにとっても非常に重
要」と発言している。BRICS 拡大にともない、アフ
リカ、中東の国が増えた中で、アルゼンチンが参加
することで、南米としての発言力を確保できたこと
を評価したともいえる。

ルーラ大統領としては、これまでと同様の、欧米
から距離を置く独自路線、多極化主義、さらに国連
への常任理事国入りを目指すことで、ブラジルの国
益を最大限にしていくことが狙いで、BRICS もその
流れに沿う形で、都合の良い部分を利用していこう
という姿勢だ。

 

ロシア寄りの姿勢を強めるブラジル
とはいえ、最近のルーラ大統領の発言や動きを見

てみると、BRICS 寄りの姿勢が際立っているように
見られる。ロシアとウクライナとの停戦も仲介しよ
うとしているものの、その内容はウクライナから見
るとあまりにもロシア寄りだとされ、今年の G7 では、
予定されていたルーラ大統領とゼレンスキー大統領
の会談が行われなかったほどだった。当然、欧米側も、
ブラジル政府の中ロ寄りの姿勢は苦々しく思ってい
るが、ひとまずは G7 に参加させるなどで、一方的に
ロシア側に走らせないよう取り込みを図ろうとして
いる。

確かに、ブラジルはボルソナーロ前政権時、ロシ

アのウクライナ侵攻を非難する去年 3 月の国連決議
には BRICS の中で唯一、決議に賛成していたものの、
4 月の国連人権理事会におけるロシアの資格停止を
問う決議案には棄権。その後も中立を保つという姿
勢をとっていた。これはロシアからの穀物肥料の輸
入が滞ることに懸念をしていたためで、欧米主導の
ロシア制裁に加わることはブラジルの国益を大きく
損ねると考えていた。この姿勢がさらに鮮明化した
形だ。

一方、同じ独自路線をとっているとされ、グロー
バルサウスの代表格インドは別の見方をされてい
る。インドはウクライナ情勢で世界が二極化の様相
を呈している中、実利をとることを優先し、多方面
作戦、悪く言えば、八方美人の立ち振る舞いで、ど
ちらにも良い顔を見せることで、国益の最大化をう
まく図っているように見える。ブラジルは反欧米色
が強いことや、地政学的なこともあり、うまく立ち
回れていないように見られる。また、ロシアへの制
裁に参加しないことで、ロシアを経済的な側面から
助け、ウクライナでの戦闘を長引かせているように
も見られる。それが、結果として経済を不安定化させ、
穀物や資源価格の高止まりにつながり、中南米諸国
の貧困層に大きな影響を与えている。

 
ウクライナ情勢が与える中南米への影響

新型コロナウイルス感染症拡大にともなう社会不
満の高まりなどによって、中南米各国に続々と誕生
した左派政権。その基盤が、本来は、貧困層である
にも関わらず、貧困層に大きな影響を与えている今
回の侵攻について、中南米各国は積極的な姿勢をと
れず、その結果、侵攻が長引き、各国の経済の足元
を脅かし、そのために、自らの政権も大きく揺らい
でいるという現状が見られる。地理的に遠く離れた
場所で起きている出来事でも、中南米各国は大きな
影響を受けているのである。資源国のブラジルや、
農産国のアルゼンチンの一部にとっては、今回の侵
攻がプラスになっているところもあるかもしれない
が、そうした分野と関わりがなければ当然、マイナ
スのほうが大きい。こうした状況下でも、アルゼン
チンやペルーなど中南米の多くの国は、国内情勢に
大きな課題を抱えており、それぞれ積極的な外交に
出られないという足かせを抱えている。結果として
ルーラ大統領の動きがあたかも南米を代表するかの
ような感じとなっているのである。

写真 4：BRICS 会合での記者会見に臨むルーラ大統領
（出所：ブラジル大統領府）
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まとめ
もし、ルーラ大統領が仲介を果たし、ロシアとウ

クライナの戦闘を終わらせたのなら、その名は歴史
に残ることになるだろうが、そのためには、ウクラ
イナ側からの信頼を勝ち取ることが必要であり、そ
のうえで、双方が我慢できる落としどころを探れる
妥協点を見出すことである。ただこれ自体、現状で
は、そもそも困難である。ただ、国際政治の表舞台
に立ちたいとの功名心で、仲介を口にして、単に停
戦を主張するだけであれば、事態は進まず、ロシア、
ウクライナだけではなく、ブラジルにとっても益が
ない。それこそ、中立を維持するとして、インドの
ようにうまく立ち回るのが国益にかなうというもの
である。もし、中南米各国が自国の国民のためにも、
侵攻を止めたいと思い、各国が協調して、ロシア、
ウクライナに圧力をかけ、欧米の主導ではない形で
も国際世論を形成できれば、中南米のプレゼンスが
高まり、影響力を強めることにもつながるのである
が、いまのところは、欧米と中ロとの間での陣取り

合戦場という状況に甘んじている。その結果、ウク
ライナ侵攻が長期化すれば、困ることになるのは、
結局のところ、各国のもっとも弱く貧しい人々であ
る。

 
（本文中の見解などは執筆者個人によるもので、所

属組織に関係するものではありません。）

参考資料

NHKニュース、ロイター通信、AP通信、ブラジル日報、2月 25
日配信記事、4月 26日配信記事
JETROビジネス短信、9月 4日
ブラジル大統領府HP、ウクライナ大統領府HP、ロシア大統領府
HP

（なかしま のぼる　NHKグローバルメディアサービス チーフ・
プロデューサー、現NHK「キャッチ！世界のトップニュース」デスク。

元NHKリオデジャネイロ、サンパウロならびにロサンゼルス支局長）

ラテンアメリカ参考図書案内

『米州人権制度の研究 －米州人権委員会と米州人権裁判所の挑戦
とその影響』

齊藤 功高　北樹出版
2021 年 2 月　463 頁　7,000 円＋税　ISBN978-4-7793-0643-3

近年「国際人権法」が法的進展を見せ、1951 年に発足した米州における唯一の汎米
国際機関で 35 か国が加盟している OAS の憲章に人権擁護条項が原則の一つとして挿入
されている。当初は構成国の共通認識とは必ずしも言えなかったが、米州人権委員会が
発足して米州人権条約が成立、それが米州人権裁判所の設立につながった。権威主義的
な政府が増え人権保護の流れが一時期は途絶えたものの、その後多くの国で民主政府が
復活し、米州での人権制度は大きく進展している。

本書は米州人権制度における米州人権委員会・裁判所の中南米での人権保護の挑戦が
米州諸国でどのような影響を及ぼしてきたかを追求したもので、米州人権制度の誕生と
進展から、権威主義的な独裁政権から民主制への移行期における人権侵害とその救済を
ペルー、アルゼンチン、ブラジルの事例で述べ、米州人権委員会の挑戦とその影響を米
州人権条約成立までとその後の委員会の創設、権限強化、予防措置とその実際を描き、
人権侵害に対する友好的解決の有効性をニカラグアの先住民に繰り返されていた抑圧や
軍事政権下のホンジュラスやアルゼンチンでの学生・市民の行方不明事件の事例をあげ
て解説、さらに南米における LGBTI の現状と委員会の活動にも言及している。また米州
人権裁判所の挑戦とその影響についても、裁判管轄権、国内的救済措置の判断、裁判所
判決の各国に課せられた判決遵守義務とその実際、先住民や LGBTI の権利などを解説し、
最後に米州での人権 NGO の挑戦とその影響にも言及している。

米州での人権制度のモデルがアジアでの人権設計に何らかのヒントを与えてくれると
考え発表してきた論文をまとめた著者は、現在文教大学国際学部教授。　　　〔桜井 敏浩〕
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2023 年 6 月 12 日に中国湖北省武漢市で東アジア・
ラテンアメリカ研究協力対話（以下では「研究対話」
とする）第 4 回国際会議が開催された。執筆者 2 名
はこの会議に招待され、浜口はオンラインで、舛方
は現地で参加したので、会議の概要を紹介する。紙
幅の制約のため、会議の背景と出席した所感は、ラ
テンアメリカ協会ホームページのラテンアメリカ・
カリブ研究所レポートで稿を改めて報告する 1。

開会セッション
第 4 回研究対話国際会議は、「質の高いパートナー

シップ：東アジアとラテンアメリカの発展と共に学
びあう関係」を全体テーマとして、対面とオンライ
ンを併用したハイブリッド形式で開催された。

開会セッションにおいて湖北大学共産党委員会の
祝欣副書記は、中国とラテンアメリカは資源・エネ
ルギー分野で多くの協力分野がある、と述べ、とく
に石油、水力開発、発電・送電、リチウム、銅、鉄
について言及した。湖北大学では 1964 年にブラジ
ル史の研究が始まり、1978 年にブラジル史研究室が
設置された。1979 年には、北京大学、復旦大学、南
開大学、中国社会科学院などのラテンアメリカ史研
究機関と共同で中国初のラテンアメリカ研究学術団
体である「中国ラテンアメリカ史研究会」を設立し、
その後、ブラジル研究センター、ラテンアメリカ研

究センター、教育部国別・地域研究センターなどの
学術組織を設立し、ラテンアメリカ・カリブ関係に
関する出版や国際学術セミナーを数多く開催してい
る。

湖北省人民政府外事弁公室の祝暁彬副主任は自動
車、エネルギー、ハイテク分野で湖北省企業の対ラ
テンアメリカ・カリブ進出が進んでいると紹介した。
中国共産党中央委員会対外連絡部王玉林ラテンアメ
リカ局長は、世界の地政学的情勢が複雑化する中で、
東アジアとラテンアメリカは貿易、インフラ連結、
クリーンエネルギー、デジタル経済、農業など多く
の分野で地域間協力を発展させる余地があり、中国
とラテンアメリカの間の包括的協力パートナーシッ
プは、両地域が対等な関係で互恵的に発展するため
の基盤を強化すると期待を示した。中国社会科学院

（CASS）国際協力局王镭局長は、過去 10 年間、中国
とラテンアメリカは一帯一路構想の下で実りある成
果を収めており、中国とラテンアメリカの協力は人々
の幸福を効果的に高め、東アジア・ラテンアメリカ
協力の重要な推進効果を生み出した、と実績を強調
した。CASS ラテンアメリカ研究所（CASS-ILAS）
柴瑜所長は、新たな状況と新たな挑戦の下で、中国
とラテンアメリカは共に国際的な公正と正義を守り、
真の多国主義を貫き、人類の未来を共有するコミュ
ニティの建設を促進しなければならないと述べ、相
互の政治的信頼を醸成して良きパートナー・友人で
なければならないと述べた。

第 1 セッション：地域間貿易交渉
第 1 セッションでは、CASS-ILAS の高程副所長の

司会の下、東アジアとラテンアメリカの交易に関し
て議論された。湖北大学国別・地域研究センターの
吴洪英教授は FEALAC（アジア中南米協力フォーラ
ム）での議論を通じて、経済開発目標に関する認識
の共有、貿易自由化、経済的相互依存の進化、経済
協力に関する議論が進んでいると述べた。ブラジル・
サンパウロ州立大学孔子学院院長のルイス・アント

東アジア・ラテンアメリカ研究協力対話・
第 4 回国際会議

浜口 伸明（神戸大学 教授）

舛方 周一郎（東京外国語大学 講師）

東アジア・ラテンアメリカ研究協力対話・第 4 回国際会議（オンライン画面）
の様子（執筆者提供）
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ニオ・パウリーノ教授は、環境保全のための技術と
金融両面の協力、技術進歩とグローバル・サプライ
チェーン参画のための半導体製造技術の移転、教育
における学生交流の拡大において、ブラジルと中国
の協力が実績を上げていると紹介した。

マレーシア・マラヤ大学マリオ・アルトゥーロ・
ルイス・エストラーダ教授は、中国が経済成長を持
続するために自国技術を発展させてゆく必要性を強
調し、ラテンアメリカを含む世界との知識交流を深
めることが不可欠だと述べた。インドネシア・ガジャ
マダ大学国際貿易研究センター所長のリザ・ノエル・
アルファニ氏は、2019 年に発足したインドネシア－
ラテンアメリカ・カリブ地域（INA-LAC）ビジネス
フォーラムがまだ小規模ではあるがラテンアメリカ
との経済関係を強化するために努力を続けているこ
とを紹介した。

CASS-ILAS の岳雲霞経済研究室長は、ラテンアメ
リカ・カリブ諸国が進めている自由貿易交渉は地域
内の交易が中心であるが、中国が一帯一路による協
力を進めることによって、アジア・ラテンアメリカ
間の貿易拡大への幅広い貢献が期待できると述べた。

浜口はこのセッションで報告を行い、貿易自由化
を高いレベルに押し上げ、またグローバル・サプラ
イチェーンの安定性を高めるために、アジアとラテ
ンアメリカの間で包括的で明確なルールに基づく貿
易交渉を行う必要があり、そのためには環太平洋パー
トナーシップ（TPP）を自由化の標準とするべきで
あると述べた。

第 2 セッション：地域間インフラ結合
第 2 セッションは、マカオ市立大学副学長のイッ

プ・クワイピン教授が司会を務めた。北京大学国際
関係学院の郭洁准教授によれば、中国とラテンアメ
リカの貿易は徐々に減速しており、ラテンアメリカ
の対中資源輸出は減少しているが、サービス輸出に
成長の可能性がある。投資についても一次産品部門
の比重は低下し、代わってエネルギーとインフラに
おける投資協力が急速に伸びている。特に再生可能
エネルギーへの投資が急増している。ラテンアメリ
カ・カリブ地域中国研究ネットワーク（Red ALC-
China）の拠点であるメキシコ国立自治大学中国メキ
シコセンター（Cachimex）のエンリケ・デュッセル
教授も、インフラ協力における中国の投資の重要性
が高まっていると報告した。

アルゼンチン・コルドバ大学のグスタボ・サンティ
ラン教授は、5G 通信デジタルインフラ構築において、
アルゼンチンは国際通貨基金（IMF）との債務交渉
支援を条件に中国技術を採用しないようにアメリカ
から圧力を受けており、決定は次政権に持ち越され
るという見通しを述べた。コロンビア・エステルナー
ド大学のリナ・ルナ教授は、中国のインフラ協力受
け入れはラテンアメリカ側独自の開発ビジョンに基
づくものではなく、脱米国依存を唱える左派のイデ
オロギーの影響下にあり、実務的な理解が不十分で
あるため、中国の一帯一路推進派、債務の罠、経済
の一次産業化、環境破壊などの疑念を招きやすいと
指摘した。

ブラジル・サンパウロ州立大学のマルコス・コル
デイロ・ピレス准教授は、大規模農業中心のボルソ
ナロ政権下の農業政策の結果、国民のベーシックニー
ズを満たす食糧安全保障と気候変動への対応が後退
したと分析した。湖北大学国別・地域研究センター
の程晶副所長は、湖北省で世界最大の水力発電ダム
となる三峡ダムを建設したときにイタイプー、トゥ
クルイーの巨大ダム建設の経験があるブラジルに中
国代表団が学びに行き、ブラジルの企業が設計と建
設に関わったことを振り返り、学ぶ立場だった中国
は今やラテンアメリカでダムを建設する立場になっ
たと述べた。

第 3 セッション：エネルギーと食糧安全保障
第 3 セッションは CASS-ILAS の周志偉国際関係

室副室長が司会を務めた。CASS 農村発展研究所の
李国祥研究員は、中国が食糧安全保障の観点から食
糧の国内生産を強化する構造改革に取り組んでいる
ことを紹介し、中国の食糧輸入超過の減少は農産物
国際市場の価格安定に貢献すると述べた。チリ・開
発大学の李昀祚教授は、中国がラテンアメリカのリ
チウム資源に投資することは、エネルギー供給の安
定性と環境の持続可能性の向上に役立つだけでなく、
雇用の増加と技術移転を通じて地域に大きな経済的・
社会的利益をもたらし、ラテンアメリカにおけるリ
チウム生産の効率性と持続可能性の向上に貢献する
と評価した。ただし、透明で安定した規制の枠組み
を確立し、競争と技術革新を奨励し、資源開発と環
境保護のバランスを保つことが必要と述べた。

アルゼンチン・サルバドール大学でアジア研究プ
ログラムのコーディネーターを務めるマリア・デル・
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ピラール・アルバレス氏は、中国とチリ・ボリビア・
アルゼンチンの貧しい地域が形成する「リチウム・
トライアングル」に中国の関与が強まっていると指
摘し、IMF に追いつめられたアルゼンチンが中国依
存に向かい、ボリビアのリチウム国有化を中国が後
押ししていると指摘した。

韓国・釜山外国語大学イベロアメリカ研究所研究
員のイ・テヒョク氏は、地域を跨る国際的ガバナン
スが機能するためには、チェック・アンド・バラン
ス、制度構築、グローバルな多国間フォーラムにお
ける意思決定の改善、アジェンダ設定、集団的アイ
デンティティの構築といった 5 つの制度的機能が必
要と述べた。キューバ・外務省国際政策研究センター
のルヴィスレイ・ゴンサレス・サエス所長は、アジ
アとラテンアメリカ・カリブ海諸国とのエネルギー
分野での 2 国間協力の重要性に注目し、ベトナム企
業がキューバの太陽光発電に投資した事例を報告し
た。湖北大学国別・地域研究センターの熊興副所長
は、カーボンニュートラルの目標の下での中国・ラ
テンアメリカのエネルギー・資源協力について分析
し、クリーンエネルギーと低炭素技術における産業
化のための技術協力に注目した。ブラジルのルーラ
大統領の訪中の成果に触れ、ラテンアメリカを単に
原料供給源とするのではなく、中国の協力によって
ラテンアメリカがグリーンとデジタルの分野で再工
業化を進め、質の高いパートナーシップを構築する
可能性があると述べた。

第 4 セッション：現代化と開発経験の共有
第 4 セッションの司会は、湖北大学国別・地域研

究センターの唐輝氏が務めた。中国現代国際関係研
究院ラテンアメリカ研究所の楊首国所長は、国家の
コミットメントの下ですべての人が国際協力と発展
の便益を受けるべきであり、中国とラテンアメリカ
の間で人工知能、ビッグデータ、再生可能エネルギー
などの領域でイノベーションを促進する協力が必要
であると述べた。メキシコ国立自治大学（UNAM）
経済研究所のアリシア・ヒロン教授は、ラテンア
メリカは、金融機関、強力な政府、強力な中央銀行
を中核として発展してきた中国、日本、韓国の成功
体験から学んだ教訓を国家の開発課題に取り入れる
必要があると指摘した。ペルー・パシフィコ大学中
国・アジア太平洋研究センターのロサリオ・サンタ・
ガデア所長は、中国とペルーはともに中所得国の罠

を突破するという課題に直面しているが、ペルーは
インフォーマルな制度文化が技術革新の障壁になっ
ていると述べた。韓国・慶熙大学校大学院汎太平洋
研究科のクヮク・ジェスン氏によると、韓国は国交
のないキューバに対して、KOTRA（大韓貿易投資
振興公社）の知識共有計画や、国際機関と協調して
KOICA（韓国国際協力団）が開発協力を行っている
と報告し、その一例として K-pop の知見に基づいて
キューバの音楽産業を支援する事例を紹介した。ベ
ネズエラのエスタード・ラボのヘクトル・フエンテ
ス代表はラテンアメリカでは経済的不安定性と政治
的不安定性が相乗的に進み、その状況はパンデミッ
クでさらに悪化したと述べた。ガバナンスと制度の
効率性を向上させることが必要で、暴力の横行を鎮
静化する必要があると述べた。

このセッションで報告した舛方は、1970 年代から
現在まで中国とブラジルの近代化・発展を支えてき
た日本の ODA の取り組みと経験を紹介し、人的交
流によって構築されてきた相互理解と信頼に基づき、
日本・中国・ブラジルの三国間での協力可能性につ
いて報告した。

閉会セッションは湖北大学歴史文化学院の黄柏権
院長が司会を務めた。CASS-ILAS 袁東振副所長は、
この国際会議の組織、参加、セミナーの質を高く評
価し、この会議が現実的なトピックに焦点を当てて
おり、行われた議論は両地域が今後互恵協力を推進
するために必要な多くの知識を提供していると評価
した。湖北大学国別・地域研究センターの呉洪英セ
ンター長は、議論の質の高さ、研究者間の交流促進、
参加者の相互理解が深まった点で成果があったこと
を強調した。

謝辞：本稿は科研費基盤研究 A（23H00041）の研
究成果の一部である。

1　�浜口伸明・舛方周一郎「中国のラテンアメリカ研究事情―東
アジア・ラテンアメリカ研究協力対話・第４回国際会議から」
（ラテンアメリカ・カリブ研究所レポート　ILAC2023-06　
2023 年８月　https://latin-america.jp/latin_data/download-

info/59154/）

（はまぐち のぶあき　神戸大学経済経営研究所 教授
ますかた しゅういちろう　東京外国語大学  

世界言語社会教育センター 講師）
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はじめに
北米と南米を繋ぐ地峡部、中央アメリカに位置し、

人口 1711 万人（2021 年世銀）、マヤ系先住民が 4
割強を占めるグアテマラ共和国。豊かな文化に育ま
れ、経済成長率 1 等のマクロ経済指標も堅調に推移
する一方で、汚職や治安、貧富の格差などの問題を
抱える同国では、今年（2023 年）、4 年に一度の大
統領選挙が行われ、8 月 20 日の決選投票の結果、既
存の政治・権力構造とは無縁の新顔ベルナルド・ア
レバロ氏（種の運動党／中道左派）が次期大統領に
選出された。選挙戦当初はほとんど注目されること
のなかった人物である。

最終の公式選挙結果が確定した今もなお、現政権
与党や経済界の一部など、アレバロ氏の当選を受け
入れたくない（と言われる）保守や既得権益層によ
る不穏な動きが続き、来年（2024 年）1 月 14 日の
政権発足に向け目が離せない状況であるが、以下で
は、選挙結果の概要及びアレバロ次期大統領の横顔
とともに、泡沫候補であったアレバロ氏が国の再構
築・変革への期待を集めて勝利するに至った背景、
そして政権移行期間を含む今後の展望について概説
する。
 
選挙戦の展開と選挙結果の概要

3 月 27 日、22 人の大統領候補が乱立する中で選
挙戦は始まった。多くの候補からコロナ禍後の物
価高や失業等への対策として雇用創出や投資拡大が
口々に語られ、また、これまでの選挙同様に保健、
栄養、教育、貧困問題への施策も打ち出される展開
となった。他方で、現政権与党や経済界等の既得権
益層は、与党候補含む保守派候補による勝機を探り
続け、3 月から 5 月には、不当と批判された司法介
入などもあり、先住民系候補者含む 3 名の反政府系
有力候補の排除が相次いで発生した 2。本命候補不
在の中、有権者の間で燻り続けてきた、政治は権力
と共に腐敗しきっているとの思いは、既存の政治に
対する不信・不満として行き場を求め、6 月 25 日の

第一回投票では、反汚職を前面に掲げ、現状からの
脱却を訴える新興政党・新顔候補のアレバロ氏が 2
位に食い込むという結果をもたらした 3（いずれの
候補も有効投票総数の過半を超えず決選投票の実施
が決定）。

その後、8 月にかけてアレバロ氏支持拡大の現象
は（後述する種の運動党の法人格停止騒ぎも加わる
ことで）さらに勢いを増し、8 月 20 日の決選投票で
アレバロ氏は、大票田のグアテマラ県で約 75％（首
都グアテマラ市に至っては約 80％）4 という圧倒的
支持を得る等して、得票率 60.91％対 39.09％の比較
的大差でサンドラ・トーレス候補（国民希望党／中
道左派）を退けることとなった。

アレバロ次期大統領の横顔
アレバロ氏（現国会議員）はウルグアイ生まれの

65 歳。イスラエルのエルサレム・ヘブライ大学で社
会学士、オランダのユトレヒト大学で社会学及び社
会人類学の博士号を取得。職業外交官として外務次
官、駐スペイン大使等を歴任。その後、国際 NGO、
国連他で平和構築分野の業務にも従事。スペイン語

（母国語）のほか、英語、ヘブライ語、仏語、ポル
トガル語に堪能。温厚かつ雄弁と評される。父親は、
元グアテマラ大統領（1945 ～ 1951）のフアン・ホセ・
アレバロ（故人）である。

 

 グアテマラ大統領選挙 －国民の変革への期待

出來 周一（在グアテマラ大使館 参事官）

表 1：2023 年大統領選挙決選投票の結果（投票率：45.10％）

出所：最高選挙管理委員会

ベルナルド・アレバロ候補
（種の運動党 /中道左派）

244万 2718票（60.91％）

サンドラ・トーレス候補
（国民希望党 /中道左派）

156万 7664 票（39.09％）

有効投票総数    401 万 382 票（100.00％）
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アレバロ氏の政治姿勢と既存の政治に退場を命じた
民意

グアテマラでは、1996 年の内戦終結以降、ほぼ一
貫して既得権益層を代弁する保守が政権を握ってき
た。今回は保守系候補が第一回投票でいずれも敗退
する結果となったが、それでは、伝統的保守の価値
観が拒否され、多様性重視等のリベラルな思想がこ
れを凌駕したということなのか、あるいは富の配分
の観点から左派的政策への渇望があり、結果として
左傾化が生じたということなのであろうか。必ずしも
そうではないことに注意したい。実際、アレバロ氏は、
決選投票に臨む中で包摂的で寛容な社会と経済の発
展を掲げながらも、同性婚及び人工妊娠中絶の法制
化並びに国軍の規模縮小を明確に否定することで保
守層の警戒感を取り去ろうと努めた。また、私有財
産の接収を否定するとともに、自由な競争による市
場経済の重要性、港湾・空港含むインフラ事業にお
ける外資の積極活用、さらには官民連携の推進を主
張することで、自身に極左のレッテルを貼ろうとする
トーレス候補のネガティブ・キャンペーンに対抗し
た。

今回、アレバロ氏を勝利に導いた、同氏への急激
な支持拡大「現象」は、露骨な権力濫用によるネポティ
ズムや腐敗に対し、多くの国民の間で根強い嫌悪が
存在することに起因している。次々と反政府系の有
力候補者排除も起こる中、反汚職を前面に打ち出し、
法の支配の軽視、民主主義の毀損を許さず、国の再
構築と変革を訴える同氏の姿勢は、SNS なども通じ
て急速に拡がり、若者や都市部の知識層、既得権益
に浴さない層を動かした。その結果、既存の政治・
権力構造は退場を命じられた。必ずしも保守対リベ
ラル、あるいは右派対左派の意識的構図の下で選択

がなされたわけではない。リベラル思想が勝利した、
近年のラテンアメリカ（中南米）における左傾化の
波がグアテマラにも押し寄せたと言い切ることには
慎重になるべきというのが、現地に居ながらにして
の筆者の実感である。

もっとも、次期与党となる種の運動党は中道左派
（社会民主主義）を標榜している。そこを基盤として
さらに中道寄りでプラグマティックな政策・方針を示
しながら当選したアレバロ次期大統領が、どのよう
な政権運営を行っていくのか、そして種の運動党が、
貧困や格差に喘ぐ多くの国民の声を吸い上げ、それ
を代弁する政党として成熟し、発展していくのか、
今後注目していくこととなろう。

得票が伸びなかった対立候補トーレス氏
決選投票前は、識者の間でも接戦を予想する見方

が直前まで散見されたが、顕著な差をもって多数が
アレバロ氏を支持する結果となった。この点につい
ては、トーレス氏が、汚職体質の政治の象徴として
染み付いた負のイメージを払拭できなかったことに
加え、既得権益の内側に属し、変革や汚職追及を恐れ、
旧来の政治構造の継続を欲するがゆえにトーレス氏
に票を投じた層が予想よりも少なかったこと、バラ
マキ型選挙が一部の最貧困県を除き効果的でなかっ
たこと、経済界や組合等の団体、教会などが必ずし
も一枚岩の票田とならなかったこと等が挙げられる。

その他、SNS 等による情報の浸透・拡散スピード
が劇的に進歩した今日、アレバロ氏が、こうしたツー
ルを日常的に使う若者をはじめとする層に響く流行、
変革の象徴的存在となったという側面も否めない。

 

写真 2：決選投票を目前に控えたアレバロ大統領候補（当時）。向かって左
隣はルクレシア夫人。右隣はエレラ副大統領候補（当時）（種の運動党提供）

写真１：ベルナルド・アレバロ次期大統領 ( 右 )。カリン・エレラ次期副大
統領と（種の運動党提供）
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アレバロ政権発足に影を落とす動き（民主主義、法の
支配への懸念）

8 月 28 日に公式選挙結果が発表されたにもかかわ
らず、9 月 12 日、検察庁は、開票プロセスにおける
不正容疑等を理由に（詳細を説明しないまま）選管当
局に対する家宅捜索を行った。選挙を通じた国民の意
思を毀損するもので民主主義、法の支配に対する脅威
であるとして、米州機構（OAS）を始め国際社会か
らも批判の声が上がっている。

また、検察庁は、これに先立つ形で 6 月の第一回
投票直後から、アレバロ次期大統領の種の運動党につ
いて、2018 ～ 2019 年の党設立時の手続きに不正（党
員登録リストの偽造等）があったとして捜査を進めて
きており、同党の法人格停止を企図する動きもみられ
る。検察庁は、今後、選管当局（TSE）及び同党関係
者の逮捕、さらには、党創設時に同党幹事長の職にあっ
たアレバロ氏に対する（現国会議員・次期大統領とし
て有する）不逮捕特権の剥奪請求に出る可能性がある
との憶測もあり、検察・司法の動向には引き続き関心
が集まっている。

 
次期大統領の政権運営能力、今後直面する課題

国内でもアレバロ氏の勝利を歓迎するムードが支
配的で、変化への期待の高まりから同氏は力強い後押
しを得ている。他方で、本来ならば、政権移行期間と
して事務引継ぎ作業が精力的に行われる時期である
にもかかわらず、上述のとおり検察当局による種の運
動党に対する強制捜査も続いている。強固な経済保守
層の一部をはじめ、これまで既得権益を享受してきた
層には、根強い拒否感・警戒感があるのが現実であ
る。学識に優れ、国内外での経験が豊富なアレバロ氏
ではあるが、政治家（国会議員：2019 年～現在）と
しての活動はあまり知られておらず、政権運営能力は
未知数と言わざるをえない。今後、強い信念を維持し、
旧態依然とした権力構造に飲み込まれることなく、各
方面を巻き込みながら社会融合・発展のためリーダー
シップを発揮できるかが注目される。

また、2018 年に政党資格を得た種の運動党は、現
職国会議員 7 名であるが、来年（2024 年）は、国会（定
数 160）においてバモス党（39 議席、現与党・中道右派）、
国民希望党（28 議席、中道左派）に続く 23 議席で少
数与党としての船出を迎える。アレバロ次期政権は、
組閣をはじめ、政府部内及び与党内の体制作りを開始
したが、次期国会においても国民対話レベルへの議論

の誘導、他党との交渉・連携等、その手腕が試される。
さらに、汚職と共に既存の権力構造の一角を成すと

して批判の的となっている司法府との関係でも課題を
抱える。憲法裁判所の裁判官（5 名、任期 5 年）は大
統領、国会、最高裁、全国弁護士協会、国立サンカル
ロス大学の推薦・指名により就任する。また、最高裁
判所の裁判官（13 名、任期 5 年）は、司法府内の推
薦の他、国立サンカルロス大学長及び全国大学法学部
委員会の推薦をもとに国会承認を経て就任する。驚く
べきことに、最高裁については選出プロセスが頓挫し
たまま長官及び全ての判事が任期切れのまま居座っ
ている状況にある。こうした司法の人事刷新も、汚職
との闘いを掲げるアレバロ政権にとって重要な取組と
なる。

 
最後に ―国際社会における信頼あるパートナーとして

グアテマラ政府関係者によれば、正規・非正規を合
わせ米国に居住するグアテマラ人は 350 万人にも上る
と言われ、これらを通じた海外からの郷里送金は 2022
年には 180.4 億ドル（中銀発表）に達する等、同国にとっ
て、輸出入を含む経済面や移民対策をはじめとする米
国との関係は特に深い。対米関係は、グアテマラ外交
において引き続き最重視されることとなろう。また、
グアテマラは、台湾と外交関係を有する国（世界 13
か国、中南米では 7 か国）の中で最大の人口・経済規
模を持つ存在であり、その観点からも外交政策の行方
に注目が集まる。なお、アレバロ氏は、7 月の米シン
クタンク（Atlantic Council）のインタビュー 5 で、「我々
は、両国（グアテマラ・台湾）の外交関係を変更する
ことに関心はないことを非常に明確にしている」「台湾
との外交関係の維持と中国との貿易関係拡大の追求は
完全に両立する」と発言し、台湾と外交関係を維持し
ながら政権をスタートさせる考えを示した。

選挙戦を通じて、アレバロ氏の外交政策の全容が
示されることはなかったが、同氏は、かつて外務次官
であった経験も活かし、政権発足と同時に対外関係に
おいても自ら主導的役割を果たしていくとみられてい
る。我が国を含む国際社会にとって、自由、法の支配、
基本的人権の尊重、市場経済といった基本的価値を共
有する、信頼あるパートナーとなることが期待される。

 
（本文中の見解等は執筆者個人によるもので、所属

する組織を代表するものではありません。）
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１	 �グアテマラの GDP 成長率：同国中銀 https://www.banguat.
gob.gt/es/page/producto-interno-bruto-tasas-de-variacion

２	 �3 月、選挙最高管理委員会は、テルマ・カブレラ候補（国民解
放運動党／急進左派）及びロベルト・アルスー候補（ポデモ
ス党／右派）の立候補資格について、政党資金処理の不備や
公示前の選挙運動等を理由にこれを認めなかったほか、5月に
は、高等裁判所が、世論調査で一躍首位に躍り出たカルロス・
ピネダ候補（市民繁栄党／中道右派）が出馬に至る党内手続き
に不備があったとして立候補資格剥奪の決定を行った。

３	 �第一回投票：1位はサンドラ・トーレス候補 15.86％、2位は
ベルナルド・アレバロ候補 11.78％。

４	 �決選投票の地域別得票数詳細ほか：最高選挙管理委員会
	  https://segundaeleccion.trep.gt/#!/tc1/ENT
５	 �米シンクタンク Atlantic Council によるアレバロ氏インタ

ビューhttps://www.atlanticcouncil.org/event/a-conversation-
with-presidential-candidate-bernardo-arevalo/

（でき しゅういち　在グアテマラ日本国大使館 参事官）

ラテンアメリカ参考図書案内

『エルサルバドル内戦を生きて ―愛と内乱、そして逃避行』
エスコバル 瑠璃子　花伝社発行・共栄書房発売
2023 年 7 月　319 頁　1,800 円＋税　ISBN978-4-7634-2071-8 

日本が高度成長期にあった 1970 年代、高校の教職に就いていた著者は国費留学生の
エルサルバドル人ダヴィと出会い、家族の猛反対を振り切って彼の故国に赴き結婚する。
何の予備知識もないまま住み始めたエルサルバドルでは、習慣、文化の差違、駐在員等
の日本人在留者との付き合い方などに戸惑うことが多かったが、貧富の格差が大きい社
会は内戦前夜にあり、治安は悪化の一途を辿っていた。1978 年に日本の合弁繊維会社
INSINCA の社長がゲリラ組織に誘拐、殺害される事件が起き日本人駐在員は皆引き上
げ社会情勢が確実に悪化する状況で、娘を出産した。しかし反政府的と目された者は脅
迫、誘拐されてカトリック聖職者や国立大学学長まで次々に暗殺される中で、国立大学
教員のダヴィにも危険が迫り、海外での就職もままならずメキシコ市のオーストラリア
大使館に難民申請するが、妻が日本旅券保持者と知った係官は「経済大国の自国日本を
頼らないのはなぜか」と、難民を受け容れようとしない日本政府への怒りを露わにする。
実は夫が日本人なら外国籍妻は容易に日本国籍を取れるが、逆の外国人夫への国籍付与
は至難と在エルサルバドル日本領事から聞かされていたのだが、メキシコの日本領事は
ダヴィの日本ビザ申請書を出すよう勧めた。そこには身元引受人の記入が必要だったが、
家族とも日本での交友のほとんどを絶って出てきた著者は、咄嗟に思い浮かんだ院生時
代の師の一人村井教授の名を書きこんだところ、先生の大車輪の働きかけもあってか予
想外に許可が下り、家族は 8 年ぶりに日本に戻ることができた。ダヴィの就職も実現し、
家族や多くの人たちも支援してくれるようになり、その後法律も変わって全員日本国籍
を取り安全で平穏な生活を過ごせるようになった。

今から 40 年前の話だが、世界最貧国の一つであっても最下層で苦しむ庶民同士は助
け合い、内戦下でも命がけで匿う優しさがあり、一方国際結婚をした夫婦でも日本国ビ
ザには男女の差別があったことなどが克明に語られており、中米研究書では判らない内
戦下での庶民の生活を知ることができる本書は一読に値する。　　　　　　　　〔桜井 敏浩〕
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パナマはコロナ禍を乗り越え経済成長を遂げている
が、引き続き格差は大きく、来年に総選挙を控える中、
社会情勢にも影響が生じている。本稿では、開発協力
の実務者の立場から、パナマの近況、挑戦、日本への
期待と協力関係の強化について概観する。

政治 ―来年の総選挙に向けた動静
パナマはすでに選挙の季節に突入している。来年

（2024 年）5 月 5 日の総選挙（大統領、国会議員、首
長等）、同 7 月 1 日の大統領交代（憲法により現職大
統領の連続再選は禁止）に向けて、各政党は候補者
を選び選挙キャンペーンを開始している。なお、大統
領選は、決選投票はなく、1 回の投票による多数決に
より決定する。

本年（2023 年）8 月末の世論調査では、リカルド・
マルティネリ元大統領が支持率 37％と第 2 位の候補
に約 30 ポイント近い差をつけて首位に立ち、他候補
を大きく引き離している 1 が、同候補は米国務省の汚
職関係者リストに掲載され米国入国を禁止されてい
る。アポンテ駐パナマ米国大使は、本年 2 月のテレビ
インタビューにおいて、同リストに掲載されていても、
米国はパナマ国民が選んだ大統領と業務を行うと述べ
ている 2 が、同候補が当選した場合、大統領が米国に
入国できない事態が生じかねない。

パナマでは、1989 年の米軍侵攻後の民主政権成立
以降、与党が連続して大統領選に勝利したことはない
が、平和裏に政権交代が行われており、来年の選挙に

おいて政権交代が行われても、政治的安定性は維持さ
れると見込まれている。しかしながら、後述の通り、
総選挙を意識した社会情勢の動向もあるため、引き続
き注視が必要である。

経済 ―地域経済の牽引への期待と運河の通航制限の
影響

2019 年までは着実に経済成長してきたパナマだが、
コロナ禍で人口当たりの死者数や感染者数等に重大な
影響が生じ、また厳しい行動制限等を課したことから
経済への影響も甚大で、2020 年は経済成長率がマイ
ナス 17.9% と大きく落ち込んだ。

その後、世界的な景気回復及びそれに伴う人流及び
物流の復調により、2021 年は 15.3%、2022 年は 10%
の経済成長を遂げ（IMF3）、コロナ前の経済水準を回
復している。2023 年は 5% の経済成長が見込まれてお
り（同）、ラテンアメリカ地域の経済の牽引役となる
見込みである。併せてパナマ運河の利用料収入も増加
し、2022 年度 4 には過去最大となる約 25 億ドルが同
収入から国庫に納められている。

一方、パナマは 4 月から 12 月が雨期であるが、本
年はエル・ニーニョの影響により 4 月に入っても降雨
が少なく、パナマ運河の水源となるガトゥン湖も渇水
の状況であり、パナマ政府は 5 月 31 日に環境非常事
態宣言を発出している。本稿執筆時点（9 月前半）で、
運河を通航する船舶の喫水は 44ft に（通常 50ft）、通
航量も通常の 36 ～ 38 隻／日から 32 隻／日に制限さ
れている。パナマ運河庁は、上記制限が 2024 年度も
継続した場合、当該年度の運河収入は 49 億ドルと、
2023 年度に比較して 2 億ドル減少すると予測し、世
界経済のみならずパナマ経済及び財政への影響も懸念
される。

社会情勢 ―銅鉱山開発の契約法案を端緒としたデモ
の発生

本稿執筆時点	で、パナマでは銅鉱山開発のコンセッ
ション契約法案の審議が社会的な関心事となっており、

経済の回復を遂げたパナマの挑戦と
更なる協力関係強化を目指して

金川 誠（JICA パナマ事務所 所長）

出所：『ラ・プレンサ』紙報道を基に執筆者作成	  

候補者 支持率 不支持率

リカルド・マルティネリ元大統領
（目標実現党） 37% 21%

マルティン・トリホス元大統領（民衆党） 8% 16%

ロムロ・ルクス元運河大臣・元外務大臣
（民主変革党） 7% 18%

リカルド・ロンバナ弁護士（モカ党） 6% 14%

ホセ・カリソ副大統領（民主革命党（与党）） 5% 52%

ホセ・ブランドン（パナメニスタ党） 4% 25%

2024 年大統領選の主要候補者の世論調査の結果（8月末）



41ラテンアメリカ時報　2023年 秋号 No.1444

時事解説

これに端を発したデモが連日のように行われている。
背景として、パナマ北部コロン県において銅生産を

行うミネラ・パナマ社とパナマ政府との当初コンセッ
ション契約に 2021 年に違憲判断が下されたため、昨
年より契約交渉を行い、本年 3 月に 3.75 億ドルの最
低ロイヤリティ保証を含む 20 年のコンセッション契
約に改めて合意した。

今国会（会期：7 月 1 日から 10 月 31 日）に同契約
を承認する法案が審議予定で、8 月 28 日より国会貿
易経済委員会において市民社会による意見表明を含む
審議が開始されている。これに呼応する形で、鉱山開
発にかかる環境面の懸念、賃上げや物価高を主張する
建設業労働組合等によるデモや道路封鎖等が行われ
ており、通勤等の市民生活にも影響を及ぼしている。

これらの活動の根底には格差の問題が存在すること
が想像され、来年の選挙も見越して、当面はデモ等が
継続すると予想される。

また、パナマ東部ダリエン地峡の熱帯雨林を越える
非正規移民が、本年 8 月までに 33.4 万人に達しており、
24.8 万人を記録した昨年をすでに大きく超過し（パナ
マ移民局）、パナマのみならず地域全体の懸案事項と
なっている。

格差是正
パナマは世界の中でも格差が大きい国の 1 つである

が、コロナ前は着実に格差が縮小していた。しかしな
がら、コロナ禍においては、政府補助金がなければ貧
困率は増加しており、景気回復及びウクライナ侵攻に
伴う物価高が貧困層を直撃した。上述の通り、最近の
デモ等では、最低賃金や物価高に関する主張も見られ、
その根底に格差の問題を孕んでいることが窺える。

インフラ等への投資については、経済の中心であり、
パナマ運河等のインフラが集中するパナマ首都圏との
比較において、地方部への投資は限定的である。ジェ
ンダーに関しては、本年 3 月に女性省を創設している
が、政治参加や科学技術分野での就学機会等の分野で
のジェンダー平等の推進が引き続き求められている。

パナマ政府は、貧困及び不平等との闘いを政策の柱
の 1 つに掲げており、関係機関の連携により貧困地域を
支援するコルメナ（蜂の巣）計画等を策定・実施して
いる。また、コロナ前には運河以上に経済に貢献してい
た観光も、コミュニティ・ツーリズムを通じた地域経済
の活性化とそれに伴う格差是正への貢献を目指して取り
組みが進められている。

気候変動及び自然災害対策
パナマは、世界に 3 か国しかないカーボンネガティ

ブの国の 1 つ（他 2 か国はブータンとスリナム）であ
り、また 2021 年の G7 サミットで合意された 30by30

（サーティ・バイ・サーティ）5 を 2021 年に達成して
いる。加えて、2022 年 11 月にはワシントン条約締結
国会議を、2023 年 3 月には Our Ocean 2023 をホスト
し、気候変動対策や生物多様性等の環境分野において
国際場裏で存在感を示している。パナマ運河について
も、2030 年までのカーボンニュートラル達成に向けた
大規模投資が計画されている。

自然災害対策についても、本年 6 月に中米統合機構
（SICA）の中米防災調整センター（CEPREDENAC）
による第 3 回 SICA 地域災害対応・人道支援訓練をパ
ナマで成功裏に開催し、同センター本部をパナマに移
転するなど、アクセスの良さを武器にパナマをハブと
した域内連携の促進している。

その一方で、現場での地道な活動の実施について
は課題が残り、例えば、河川の流域管理において、各
流域に流域管理委員会を設立し、計画を策定した上で
対策を実行するよう規定されているものの、予算等に
課題があり十分に対応されていない現実がある。した
がって、国際社会や域内のリードと国内での着実な実
施の両面に対応していくことが求められる。

イノベーション及び人的資本
パナマでは、科学・技術革新局（SENACYT）がイノベー

ションを所管しており、企業からのイノベーションプロ
ジェクトの公募やスタートアップ・エコシステムの強化
に向けたプログラムを展開している。また、行政の DX
は政府イノベーション事務局（AIG）が推進しており、
コロナワクチンの接種時には AIG のプラットフォーム
が活用された。現在、AIGはDXやサイバーセキュリティ
の強化等に向けたプログラムを開始予定である。

このような行政の取り組みが進む一方で、配車や
宅配アプリ、レストランでの QR コードでの電子メ
ニュー、タッチ決済やスマホ決済等が利用されており、
デジタル技術が社会に浸透している。

しかしながら、イノベーションの基礎となる人的資
本に関し、パナマの教育は、2018 年の OECD 生徒の
学習到達度調査（PISA）において読解力が 71 位（77
か国中）、数学的リテラシー及び科学的リテラシーが
共に 76 位（78 か国中）6 と振るわず、児童の発達に沿っ
たカリキュラムの策定を含めた改善が必要であり、人
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的資本への更なる投資が必要である。

本邦企業を含む日本への期待
パナマは政治及び経済的な安定性を背景に、民間投

資により港湾、電力、通信等のインフラ整備を進めて
おり、近年は官民パートナーシップ（PPP）法の成立
に伴い道路分野等での PPP 事業も進められている。
引き続き、ラテンアメリカ地域の経済を牽引し、また
域内でも政治経済的に安定しているパナマにおいて、
投資機会は複数あると考えられる。

パナマには 44 社の日本企業が進出しており（2022
年 10 月時点。在パナマ日本大使館 7）、フリーゾーン
も活用し、地域拠点の設置や、貿易・販売、インフラ
事業、保険、海運等の事業を行っている。2022 年 4 月
には日本・パナマ官民合同対話が開催され、「投資」「貿
易」「観光」等のテーマについて本邦企業の参加を得て、
意見交換が行われた。今後 10 年で気候変動や DX 等
の 320 億米ドルの投資が計画されているパナマ運河、
パナマ首都圏のインフラ整備、廃棄物処理を含む環境
分野、エコツーリズムを始めとする観光等の分野は、
パナマ政府からも日本企業の参加が期待されており、
また日本企業も関心を有すると思われる。イノベーショ
ンという観点では、スタートアップの進出機会もある。

本年に入り、パナマからは、外務次官、財務次官、
パナマ観光局長官（閣僚級）他が相次いで日本を訪問
しており、パナマ側からの日本への期待が窺われる。
また、来年は日本とパナマの外交関係樹立 120 周年で
あり、このような機会を捉えた官民の更なる関係深化
が望まれる。

パナマとの一層の協力関係強化を目指して
パナマに対する国際協力機構（JICA）の協力は 1963

年より開始し、本年は 60 周年という記念すべき年に当
たる。近年では、本邦企業によるモノレール方式での
メトロ 3 号線の円借款事業が代表的な協力であるが、

60 年にわたり、協力隊（2022 年 3 月時点で累計 551 名）
や研修員（同 2086 名）が象徴するような人と人とのつ
ながりを大切にした協力を実施してきた。

本年 6 月に改定された開発協力大綱では、国際社会
が複合的危機に直面する中、これまで以上に途上国と
の共創が重視されている。パナマ運河を擁し、日本と
同様に世界とのつながりを重視するパナマと、これま
での積み上げてきた信頼を基に、一層協力関係を強化
していきたいと考えている。

（なお、本稿は執筆者の個人的見解であり、文責は
全て執筆者にあり、国際協力機構及び JICA パナマ事
務所の意見を代表するものではない。）

1 �『ラ・プレンサ』紙（2023 年 8月 31日）。Martinelli a la baja, 
pero encabeza preferencias, La Prensa Panamá.

2 �TVN（2023年）。Mari Carmen Aponte: Corrupción, narcotráfico, 
Martinelli, China e Irán: Los temas de conversación con la 
embajadora de Estados Unidos en Panamá - Nacionales, TVN 
Panamá (tvn-2.com).

3 �引用を IMFとしている箇所は、IMFホームページ（https://www.
imf.org/en/Countries/PAN）及び 2022 年 4 条協議（https://
www.imf.org/en/Publications/CR/Issues/2023/03/24/
Panama-2022-Article-IV-Consultation-Press-Release-Staff-
Report-and-Statement-by-the-531352）を参照している。

4 �パナマ運河の会計年度。2021年10月1日～2022年9月30日。
5 �30by30（サーティ・バイ・サーティ）とは、2030 年までに生
物多様性の損失を食い止め、回復させる（ネイチャーポジティブ）
というゴールに向け、2030 年までに陸と海の 30％以上を健全
な生態系として効果的に保全しようとする目標（環境省 https://
policies.env.go.jp/nature/biodiversity/30by30alliance）。

6 �PISA 2018ホームページ(https://www.oecd.org/pisa/publications/
pisa-2018-results.htm) 

7 �在パナマ日本大使館ホームページ (https://www.panama.emb-
japan.go.jp/itpr_ja/00_000025.html)

（かながわ まこと　国際協力機構［JICA］パナマ事務所 所長）

写真 1：メトロ 3 号線の建設状況：2023 年 8 月時点で進捗率約 42%、写
真左側の看板に日本国旗が掲載されている（2023 年 3 月18 日、執筆者撮影）

写真 2：JICA による対パナマ協力 60 周年記念ドキュメンタリー上映会：財
務次官や外務次官等の要人の参加を得て開催し、本ドキュメンタリーは 9 月
9 日にパナマ国営放送にて全国放映された（2023 年 8 月 25 日、JICA パナ
マ事務所提供）
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―御社のラテンアメリカでのビジネス展開の現状に
ついて、その起源を含め教えてください。

現在、8 か国（アルゼンチン、ウルグアイ、エク
アドル、コロンビア、チリ、ブラジル、ペルー、メ
キシコ）に拠点をおき、2 万人を超える社員がいます。
各国の現地顧客とのビジネス、及びグループ内オフ
ショア／ニアショア拠点として拡大してきました。
過去 5 年間で、社員数、売上共に 2 倍以上の成長を
遂げており、グループ中でもラテンアメリカ事業の
重要性が高まっています。

その起源は、日本電信電話公社（電電公社）時代
の 1974 年、ブラジリアの駐在員事務所開設にさかの
ぼります。当時はまだブラジルの電信電話事業も民
営化されていない時代で、テレブラスと呼ばれる国
営会社が電信電話事業を独占、テレブラスとの技術
交流を目的として電電公社のブラジル事務所を設立
しました。その後、1985 年の電電公社民営化により
日本電信電話株式会社（NTT）が発足、1986 年に駐
在員事務所をブラジリアからリオデジャネイロに移
転、その翌年の 1987 年に通信事業会社として新たな
スタートを切りました。

電電公社時代は、ラテンアメリカ最大の石油会社
ペトロブラス社や、総合資源開発会社ヴァーレ社な
ど、ブラジルの国営大企業に技術コンサルティング
サービスを提供、通信事業会社発足後は、主に日系
のブラジル進出企業向けの総合通信サービスの運用
を開始しました。

その後、2010 年には NTT（持株会社）が Dimension 
Data 社（南アフリカ）を買収、NTT データが 2014
年に everis 社（スペイン）を買収したことで、ラテ
ンアメリカ 6 か国（アルゼンチン、コロンビア、チリ、
ブラジル、ペルー、メキシコ）において新たに拠点
を獲得、本格的にラテンアメリカ市場への進出を果
たしました。我々のラテンアメリカでのビジネスは、
この 2 社のビジネスがベースになっています。

その後、NTT グループの再編を進め、インフラに
強みを持つ NTT Ltd.、コンサルティング・アプリ
ケーションに強みを持つ NTT データへ統合を進め、
2022 年には新たに発足した NTT DATA Inc. の配下
に海外事業を統合したことで、インフラからコンサ
ルティングまでフルスタックでサービス提供できる
体制となりました。ラテンアメリカでのビジネスは
統合の歴史とも言えます。

基本的な価値観に共感できる会社を選んでいると
いうことは前提ではありますが、NTT データの特徴

ラテンアメリカ進出企業の
最前線から 

I N T E R V I E W

統合を経て発展した
NTT データのラテンアメリカ事業
NTT DATA, Inc., Director, Americas Region　荻原 淳史

図1：ラテンアメリカでの統合の歴史（NTT DATA 提供）
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は仲間になった会社の社員、やり方、違いを尊重し
たボトムアップでの統合にあると考えています。現
地の顧客・商習慣・人間を知っているのはそこで長
年ビジネスをやってきた現地メンバーです。技術・
知見・経験等の共有はするものの、トップダウンで
日本・グローバルの方法論を強いることはせず、日
本はあくまで支援という考え方で現地が主体的に動
けるよう心掛けてきました。トップダウンでの方法
と比較すると、1 つのグループになるには時間がか
かり、効率的ではないことも多いのかもしれないで
すが、このようなボトムアップでの方法により各国
が自律的に動き成長してきました。

直近では、エクアドル、ウルグアイにも拠点を設
立しラテンアメリカの社員数も 2 万人を超える規模
へと成長していますが、ラテンアメリカにいる NTT
データの日本からの出向者は私 1 人のみであり、日
本の企業でありながら完全に外資系の会社にいる感
覚です。この形がベストかどうかはわかりませんが、
我々のラテンアメリカでの事業の進め方の特徴なの
だと考えています。

―御社が特に力を入れておられるのはどの国ですか、
また、どのような分野ですか。

どの国に力を入れるということはなく、各国で利益
率の向上と市場成長率以上の成長を達成するための事
業計画を立て事業運営しています。ラテンアメリカ地
域全体の戦略も当然ありますが、各国毎に市場環境や
強みが異なるため各国を基本としてその積み上げによ
りラテンアメリカの事業運営をしています。

各国毎に注力領域が異なりますが、テクノロジー
の進化を背景に各業界において事業成長のためのデ
ジタル関連の投資が世界中で加速しており、デジ
タル領域でのビジネス拡大は各国共通の注力分野で
す。デジタル領域は IT 部からの受託による従来型
SI を主体としていた今までのビジネス形態とは異な
り、ビジネス・IT が一体となり今まで以上にスピー
ド感を持って取り組む必要があります。そのスピー
ド感に対応するために、技術、知見、経験などをグルー
プ内でアセット化し、それらを有効活用することで、
顧客への提供価値の最大化を目指しています。

特に、NTT Ltd. との統合により提供可能となる、
データ活用ビジネスの高度化、5G および IoT 関連ビ
ジネスの創出・拡大、サイバーセキュリティ等、両
社の強みを掛け合わせたフルスタックでのデジタル

サービスは強みの 1 つとして力を入れています。

また、我々のビジネスは人材が最も重要な資産で
あり、世界的な IT・デジタル人材不足の状況の中で
の人材確保が重要な課題です。コロナ禍をきっかけ
にリモートワークが急速に進み、ラテンアメリカの
優秀な人材が、高い給料とキャリアアップを求めて
欧米企業へ流出し、ラテンアメリカ各国でデジタル
人材不足の状況が続いています。

その対策の 1 つとして、有力な大学がある地方都
市で現地の大学と連携しデジタル人材の育成を行う
取り組みを進めています。例えば、ブラジルではウ
ベルランディア、レシフェ等、メキシコではアグア
スカリエンテス等、ペルーではトゥルヒージョ等、
チリではテムコ等の都市です。もちろん全ての学生
が当社に入るわけではないのですが、地域貢献の面
からも進めています。

加えて、離職率が高い IT 業界では確保した人材の
定着も同様に重要です。そのために、メタバース空
間でのコミュニケーション、多様なトレーニングプ
ログラムなど様々な取り組みをして人材の定着を図
り、市場平均よりも低い離職率を維持しています。
リモートワークにより会社への帰属意識が低くなっ
た今こそ、人材への投資の重要性が高まっていると
感じています。

人材不足に対するもう 1 つの対策として、「アセッ
トベースのビジネスモデル」を推進しています。コ

図 2：海外事業統合の狙い（NTT DATA 提供）

図 3：人材定着のための取組（NTT DATA 提供）
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ンサルティングやシステム構築の知見を「アセット」
として蓄積し有効活用することで、提供するサービ
スの質や生産性の向上を図り人に頼らないビジネス
モデルへの変革も進めています。

―御社がラテンアメリカでのビジネスで特に重視し
大切にしておられることは何ですか。

ラテンアメリカでのビジネスに共通して大事なこ
とは、やはり信頼関係の構築です。日本でも同様に
重要なことではありますが、その比重がラテンアメ
リカでは重くクリティカルです。特に、ギブアンド
テイクの関係を築くことができるかが重要だと感じ
ています。

サービス内容、価格等が大事なのは当然なのです
が、信頼関係を築けていない場合はうまくいきませ
ん。特に、新しいことにチャレンジするようなビジ
ネスでは必須と感じています。これは対顧客・パー
トナーもそうですし、社内の同僚に対しても同様で
す。もちろん、信頼関係を築くには一朝一夕ではい
きませんが、一度関係を築くとビジネスはスムーズ
に進みます。そのため、短期的な利益だけを追求す
るのでなく、長期的なパートナーとして共に成長し
ていくという考えを重視し大切にしています。

一方で、ラテンアメリカを一括りにせず多様性を
理解して対応することも大事にしていることです。
先に挙げたような共通的な部分はもちろんあります
が、国、地域ごとに民族構成、歴史、人間性、文化
は多種多様です。先日チリのメンバーから「チリは
島国だから、他のラテンアメリカの国とも違う」と
言われたことが印象に残っています。もちろん実際
には島国ではないですが、海・アンデス山脈・砂漠
に囲まれ独自の発展をたどってきて、他の国とは違
いチリはチリだという意味の言葉でした。個人的な
感覚も入ってしまいますが、同じラテンアメリカで
もブラジルの陽気さとは違い、チリは勤勉で少しシャ
イで日本人に近い部分があると思います。そのため、
ブラジルとチリではコミュニケーションの取り方を
変えなくてはうまくいかないことが多いです。これ
はあくまで一例ですが、各国、地域で同じように違
いがあります。日本からだとラテンアメリカを 1 つ
にまとめてしまうことも多いですが、相手の歴史、
人間性、文化の違いを理解した上での信頼関係の築
き方をとっていくことが重要だと考えています。

―ラテンアメリカの将来的可能性をどう見ておられ
ますか。また、御社として、今後伸びる可能性があ
ると考えるのは、どのようなビジネス分野ですか。

ラテンアメリカの IT 市場規模は欧米や日本と比
較すると小さいものの、成長率は大きくデジタル化
が急速に進んでいます。実際にラテンアメリカで生
活していると日本よりもデジタル化が進んでいると
感じる場面が多々あり、多少品質に課題があること
もありますが、新しい技術・サービスを受け入れる
土壌が企業・社会に根付いていると感じています。
メタバース、プライベート 5G、ChatGPT 等新たな
技術により、今までにはなかった新たなビジネスが
生まれる可能性を多く秘めているデジタル領域では、
ラテンアメリカでのビジネス拡大が進むことが見込
まれます。以前は日本、欧米からラテンアメリカに
技術、サービスを展開することが多かったのですが、
今後はラテンアメリカ発の技術、サービスを日本、
欧米に展開していく機会が増えていく可能性がある
と考えています。

また、ラテンアメリカには資源系をはじめとして
今後更に成長が期待される重要なビジネスが豊富に
存在します。例えば、技術の進化により、鉱山、僻
地等のデジタル化なども進んでいくことが見込まれ
ます。その中で、これまで培ってきた我々のノウハ
ウや強みを活かし、今後もラテンアメリカのデジタ
ル化の促進に貢献できればと考えています。

（おぎはら あつし　NTT DATA, Inc., Director, Americas Region）
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はじめに
中米といえば、昨今ではエルサルバドルがビット

コインを法定通貨としたことがニュースとなったく
らいで、日本のメディアに取り上げられる機会は少
ないが、実は息の長い地域統合のプロセスが続いて
いる地域だ。

北米メキシコ以南からコロンビアまでの間に、7
つの国 1 が陸続きで存在する。そしてこれらの国々は、
統合してひとつの国となることを目指してきた歴史
を持つ。

現在もその努力は続いており、中米統合機構
（SICA）という地域機関が前述の 7 か国及びカリブ
地域のドミニカ共和国を加えた 8 か国で形成され、
統合のための取り組みを行っている。筆者はそこに、
地域協力アドバイザーとして国際協力機構（JICA）
から派遣されている 2。

中米統合機構とは
1821 年にスペインから独立した中米諸国は、1823

年に現在のグアテマラシティを首都とする中米連邦
共和国を設立したが 1839 年に分裂、連邦共和国の大
統領を二期務めたフランシスコ・モラサン将軍は分
裂後も共和国再興を企てたものの、1842 年に銃殺さ
れる。

その後も「ひとつの中米」を目指した試みは何度
も繰り返されてきた 3。近年では中米機構（ODECA）
を 1951 年に立ち上げたのを皮切りに、1960 年には
経済統合一般条約の締結と中米経済統合銀行の設立
により経済統合が加速したが、1980 年代に激化した
中米諸国の内戦によりそのプロセスは停滞した。そ

の後内戦の終結に併せて、1991 年に SICA が設立さ
れた 4。

SICA に加盟する 8 か国は、その面積の合計が日
本の約 1.5 倍、人口も半分程度と規模が小さい。一方
で、北米と南米、太平洋と大西洋の十字路に位置し、
パナマ運河で太平洋と大西洋をつなぐ非常に魅力的

櫻井 真美（JICA 専門家 SICA 地域協力アドバイザー）

中米統合の舞台裏

開 発協力の

現 場から

写真 1：サンサルバドルの SICA 本部、通称「中米の家」の外観（SICA 事務
局提供）

写真 2：SICA 本部の会議場に飾られたモラサン将軍の肖像画と加盟 8 か国の
国旗（筆者撮影）
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な地理条件を持つ。また、国土面積の 2％に生物種
の 12％を有し、豊かな自然やマヤ文明の遺跡を中心
とする20の世界遺産などの資源にも恵まれている5。
規模の小ささというデメリットを補いつつ、各国の
ポテンシャルを地域として最大限に増幅させるため
には、国という単位だけでなく SICA 地域全体でイ
ンフラ整備、環境保全、エネルギー政策、観光開発
などに取り組む必要性がある。よって、加盟国はそ
れぞれのセクターの「閣僚審議会」を通じて SICA
地域としての政策、戦略、行動計画を策定し、「SICA
地域協力」という名のもとドナーの支援も得ながら
事業を実施している。JICA は、SICA を通じたこの
ような地域協力を 2000 年から支援しており、2015
年からは 5 か年計画策定による計画的・戦略的な支
援を行っている 6。

5 か年計画の更新に立ちはだかった壁
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）がまだ

猛威を振るっていた 2021 年 6 月末に、筆者は SICA
事務局のあるサンサルバドルへ赴任した。その直後、
コロナ感染状況の悪化により事務局は閉鎖となり、
カウンターパートたちと一度も顔合わせすることな
くオンライン業務の日々が始まった。加えて、2021
年 7 月から新しい事務総長が任命される予定だった
が、候補者について加盟国の総意が得られず、結果
的に 1 年以上も事務総長のポストが空席となってし
まった。

一方で、筆者に与えられた重要な任務のひとつが
上述の 5 か年計画のもと実施された協力案件の整理・
レビューと、新たなニーズに基づく 5 か年計画の策
定だった。職場に行けない、人と会えないという状
態下、いかにしてそのタスクを実行できるのか、ま
さに暗中模索の状態だった。

とりあえず情報収集のために質問票を作り、それ
を中米各地にちらばる SICA 関連機関や JICA 事務
所に送付し、もらった回答をもとにオンラインイン
タビューを行った。しばらくして国外出張が解禁に
なると、感染リスク削減のためタイトな日程で SICA
加盟国全てを回って、先方の外務省や JICA 事務所、
SICA 機関などを訪問して情報収集を行った結果、こ
れまでの実績の整理と新しい 5 か年計画のドラフト
ができた。しかし今度は、これに合意する相手であ
る SICA 事務総長の不在により再び立ち往生となっ
た。

図 1 に見られるように、SICA は加盟国の首脳会合
が最高意思決定機関となる枠組みを持ち、半年ごと
に交代する議長国が加盟国を代表したかじ取りを行
う 7。2022 年 1 ～ 6 月の議長国のパナマ政府は、5 か
年計画の更新ができないために JICA の協力を前に進
められない状況を重く受け止め、加盟国と相談のも
と、事務総長不在でも SICA 技術事務局・専門機関
のトップが 5 か年計画に合意できるという判断を下
し、結果 2022 年 8 月には 6 つの優先分野を持つ新し
い計画に合意することができた 8。こうして、加盟国
の総意で意思決定するという SICA の枠組みに救われ
た結果となった。

見えてきた地域協力の難しさとメリット
新 5 か年計画に基づく協力案件の形成・実施促進を

行う中で、また新たな問題に直面した。それは、二国
間協力と違って地域協力ではプロジェクトの進み具合
が非常に見えにくいという現実だった。8 か国に存在
する JICA 事務所・支所ではそれぞれの国で実施され
る活動は見えていても、他国での進捗や地域協力全体
の動きが見えづらく、それが円滑な実施促進へのハー
ドルとなっていた。

また、JICA の在外拠点には日本人職員に加えて現
地で雇用されるナショナルスタッフ（NS）が配置さ
れているが、日本語での情報共有がメインの状態では、
これら NS のポテンシャルを十分に活用できないとい
う状況も見受けられた。

さらに、5 か年計画に基づき 6 つの優先分野のもと
複数のプロジェクトが実施されているが、分野ごとに
担当者が違う場合が多く、分野間連携による相乗効果
も生まれにくい。

これらの課題へのひとつの解決策として、SICA 協
力に携わる専門家や、SICA 協力をリードする JICA
エルサルバドル事務所の協力のもと「SICA 協力・
JICA 専門家ニュースレター」を立ち上げ、地域協力

議
長
国

首脳会合

中米統合機構事務局
（SG-SICA）

閣僚審議会

技術事務局・
専門機関

図 1:SICA のガバナンスの枠組み

出所：SICAホームページより筆者作成



48 ラテンアメリカ時報　2023年 秋号 No.1444

の「今」を日本語・スペイン語で月刊配信する努力を
現在まで継続している 9。この取り組みを通じて、筆
者自身も SICA 協力の全体像がより明確に見えるよう
になり、各案件の実施促進や分野間の連携を模索する
ことが可能となった。

一方で、SICA を通じた協力のメリットも見えてき
た。SICA は、セクター毎に技術事務局や専門機関を
有しており、過去には各々独自にプロジェクトを実施
していた 10。最近の傾向としては、持続的な観光開発
のために環境と観光の 2 つの事務局が合同でロード
マップを策定するなど 11、分野横断的な開発課題へ協
力して対応する動きがある。「ジェンダーの平等と公
正のための地域政策」に関しても、女性の経済的自立
支援に取り組むさまざまな SICA 関係機関がその達成
状況を共同でモニタリングするシステムを JICA の支
援で形成中であり 12、多角的なアプローチが必要とさ
れる課題に対して、複数の SICA 組織がそれぞれの専
門性を活かして共に取り組む体制ができつつある。筆
者のこれまでの二国間協力の経験では、国内の縦割り
行政が邪魔してセクター間連携がうまく行かないこと
が多かったが、SICA という多国間の枠組みを利用す
ることで、セクターをまたがる取り組みが可能となる
メリットを感じている。

南南協力・三角協力の可能性
5 か年計画に新たな優先分野として加えられたもの

のひとつが、「南南協力・三角協力の推進」である。
中米諸国が共通の課題に取り組むためには、まずは各
国における現状分析を行い、そのうえで各国がそれぞ
れ取り組むべき計画と、地域が一体となって取り組む
べき計画を策定し、その下で実施される事業の成果や
教訓を相互に学習することで新たな国レベル、地域レ
ベルの計画に還元するというサイクルが必要だろう13。

例えば防災分野では、中米は「災害リスクの総合的
管理のための地域計画 2019-202314」を持つ。この計画
に基づき、各国における個別の取り組みに加えて、中
米地域全体での災害訓練などの活動が実施されてい
る。一方で、地震、水害、地滑り、火山噴火、ハリケー
ンなどによる自然災害が多発する中米では、JICA も
長年にわたり防災・災害対応のための技術協力を各国
で実施してきている。

これまで日本を含む先進国による対 SICA 協力は、
先進国の知見・技術を SICA 加盟国へ移転するという
視点が強かった。今後は、二国間協力のアセットをベー

スとした加盟国同士の相互学習をサポートすることに
より、より地域統合に結びつく援助が可能となるので
はないか。

また日本は、12 の国と「パートナーシップ・プロ
グラム」を締結して南南協力を支援しており、ラテン
アメリカ地域ではメキシコ、チリ、アルゼンチン、ブ
ラジルと共に他の途上国を支援する三角協力の枠組
みを持つ。2023 年 6 月にパナマで実施された第 3 回
SICA 地域災害対応・人道支援訓練では、SICA 加盟
国に加えてメキシコ、チリ、ペルーなど、ラテンアメ
リカ地域で防災の取り組みが進んでいる国の参加によ
る地域セミナー「災害リスク管理の経験共有」が中米
防災調整センター、パナマ政府、JICA の共催で実施
された 15。日本をパートナーとして捉えて共に他国へ
協力しているこれらの国々と SICA 地域への協働事業
を実施することは、日本の援助の効率化につながるこ
とであり今後強化すべきアプローチと考える。

出所：筆者作成

図 2：SICA を通じた協力のイメージ

従来の対SICA協力 南南協力・三角協力を
基調とした対SICA協力

先進国

SICA組織

加盟国加盟国 加盟国

先進国

SICA組織

加盟国

加盟国 加盟国

写真 3：地域セミナーでそれぞれの防災分野の経験を共有する日本、メキシコ、
ペルー、チリ、グアテマラ、ホンジュラスの代表（筆者撮影）
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日本と中米のビジネスチャンス
中米は脱炭素の取り組みにも高い関心を示しており、

再生可能エネルギーへの転換にも積極的で、省エネ・
エネルギー効率化も含む中米としてのエネルギー戦略
を持つ16。また、JICAの支援で中米物流ロジスティクス・
マスタープランが策定され 17、今後この計画に基づい
てインフラ整備を進めるにあたっては、災害が多発す
る地域ということを念頭に置いたインフラ投資が不可
欠だ。再エネ・省エネ、脱炭素、強靭なインフラ、防
災分野等での日本の民間企業の技術に対する SICA 地
域の関心は高い。

加えて、中米は地域をひとつの観光デスティネーショ
ンとしてプロモーションすることに積極的だ。現状で
は北米・ヨーロッパからの観光客にターゲットを絞っ
ているが、今後は日本を含むアジアに対しての売り込
みを計画している。中米の観光セクターでは、女性を
中心とした中小零細企業がその主役となっていること
から、持続的な観光開発支援を通じて、環境保全、農
村開発、女性の経済的自立に貢献しうる。このような
取り組みにより、SICA 地域協力が中米と日本の民間セ
クターの架け橋となる可能性も追及していきたい。  

1	 �ベリーズ、グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラス、ニカラグ
ア、コスタリカ、パナマ。

2	 2023年8月31日時点。
3	 �グアテマラ人の歴史学者Siang Aguado de Seidnerによると、少な

くとも11回の中米統合に向けた試みが存在した。
4	 �中米機構憲章改定議定書（通称：テグシガルパ議定書）によると、

SICAの目的は「平和、自由、民主主義、開発のために中米統合を
実現すること」となっている。

5	 �2023年5月22日にSICA事務総長が中米議会で行った発表から。
6	 �2015～2020年の5か年計画の優先分野は1）物流・ロジスティッ

クス、2）気候変動に強靭なインフラ、3）生物多様性・湿地帯の保全、4）
ジェンダーの公平と平等、5）テリトリアル農村開発の5つであった。

7	 https://www.sica.int/ppt/breveから。
8	 �1）物流・ロジスティックス、2）環境・気候変動、3）女性の経済

的自立支援、4）持続的な観光開発、5）農業・農村開発、6）南南

協力・三角協力の推進の6分野。
9	 �https://www.jica.go.jp/Resource/regions/america/plaza/sica.html
10	 �「中米諸国の開発戦略」(2003) 国際協力銀行 開発金融研究所

Research Paper No. 23, p.93
11	 �https://sitca.info/2023/06/agenda-intersectorial-ambiente-turismo-

la-comision-centroamericana-de-ambiente-y-desarrollo-ccad
12	 �https://www.jica.go.jp/Resource/regions/america/plaza/

jri5e90000007ff1-att/newsletter_202308.pdf
13	 �EUの場合も、加盟国間の相互政策学習を促進するOpen Method 

of Coordination（OMC）というアプローチが存在した。また
MestresはEuropeizaciónという言葉で、EU加盟国間の相互学習
を表現している。

14	 �https://www.cepredenac.org/wp-content/uploads/2023/01/Plan-
Regional_con-portada.pdf

15	 �ht tps://www.j ica.go. jp/Resource/regions/america/
news/20230616.html

16	 �https://www.sica.int/documentos/estrategia-energetica-
sustentable-2030-de-los-paises-del-sica-ees-sica-2030_1_124775.
html

17	 �https://www.jica.go.jp/Resource/regions/america/plaza/
project/01.html

	 �https://recepcionwebsieca.s3.ca-central-1.amazonaws.com/
movilidad+y+logistica/Plan+Maestro+Regional+2035+Vers+Cumb
re.pdf
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（さくらい まみ　国際協力機構［JICA］専門家 
SICA 地域協力アドバイザー）

　　　　  中米議会が台湾のオブザーバー資格を剥奪し、中国へ付与

2023 年 8 月 21 日、中米議会が台湾からオブザーバー資格を剥奪し中国に与える提案を賛成多数で承認したという
ニュースが入ってきた。

中米議会は、中米司法裁判所と並ぶ SICA の組織のひとつ。SICA 加盟 8 か国のうち、ベリーズ、コスタリカを除
く 6 か国が加盟、グアテマラ以外の 5 か国は 2017 年以降相次いで中国との国交を樹立した。

SICA の基本理念が「コンセンサスによる意思決定」であるのに対して、中米議会は多数決での決議という特徴を
持つ。グアテマラ外務省は、決議案を提示したニカラグア議員団を非難する声明を出し 1、SICA 加盟国間で波紋が
広がっている。一方で、SICA での台湾のオブザーバー資格は保持されている 2。
	 	  	 	 	 　　　1�　https://prensa.gob.gt/node/18391/printable/print
 	 	 	 	 	 　　　2　�SICA 加盟国の中では、グアテマラ以外にベリーズも台湾との国交を保持している。

コラム
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はじめに
ラテンアメリカには途上国が少なくないこともあ

り、日本における同地域のイメージは“後進的”で
ある場合が多い。しかし、「人権」という視点から近
年のラテンアメリカを捉えると、社会的弱者の権利
保障が進んでいる。その好例として、「LGBT」と称
される性的マイノリティの擁護や、女性のエンパワ

メントによる「ジェンダー」平等の試みを挙げるこ
とができる。そして、人権と結びついた LGBT やジェ
ンダーなどの問題への関心や配慮は、特にグローバ
ルに事業を展開する企業にとって大変重要になって
きている。そこで本稿では、ラテンアメリカにおけ
る LGBT とジェンダーの状況について、「人権」と
いう視点から日本と比較しながらデータをもとにま
とめる。

ラテンアメリカにおける LGBT の状況
カルフォルニア大学ロサンゼルス校のウィリアム

研究所は、LGBT の当事者や関連問題の受容度を相
対的に数値化した「LGBTグローバル受容指数（Global 
Acceptance Index）」をもとに、世界各国の状況や
順位を定期的に発表している（Flores 2021）。同指数
によるランキングの上位と下位 10 か国の推移をまと
めると、上位には北欧や西欧の国が多い中、ラテン
アメリカからウルグアイがランクインしている。一
方の下位はアフリカ、中東、中央アジアの国々となっ
ている（表 1）。

LGBT グローバル受容指数をラテンアメリカの 19
か国と日本について、対象期間で最も上位（「濃い網

ラテンアメリカ・
ビジネストレンド

近田 亮平
（アジア経済研究所 ラテンアメリカ研究グループ長）

ラテンアメリカの LGBT と
ジェンダー
人権という視点からの日本との比較

順位 2000-03 2004-08 2009-13 2014-17 2017-20

1 オランダ オランダ アイスランド アイスランド アイスランド

2 スウェーデン スウェーデン オランダ オランダ オランダ

3 デンマーク アイスランド スペイン ノルウェー ノルウェー

4 アイスランド ウルグアイウルグアイ カナダ カナダ スウェーデン

5 スイス カナダ スウェーデン スペイン カナダ

6 ノルウェー デンマーク ノルウェー ベルギー スペイン

7 ルクセンブルグ ノルウェー デンマーク アイルランド デンマーク

8 イスラエル オーストラリア ベルギー スウェーデン アイルランド

9 ベルギー スイス ウルグアイウルグアイ デンマーク 英国

10 スペイン ベルギー アイルランド ネパール ニュージーランド

166 サウジアラビア セネガル アゼルバイジャン マラウィ モルドバ

167 インドネシア アゼルバイジャン インドネシア ナゴルノ・カラバフ ヨルダン

168 コソボ イラン イラン アルメニア セネガル

169 南スーダン ナゴルノ･カラバフ ルワンダ エジプト モーリタニア

170 タジキスタン ヨルダン ナゴルノ･カラバフ エチオピア マラウィ

171 ケニア インドネシア ニジェール ソマリア エチオピア

172 ナゴルノ･カラバフ ソマリア エジプト セネガル ソマリア

173 ソマリア タジキスタン ソマリア アゼルバイジャン ジンバブエ

174 エジプト エジプト タジキスタン タジキスタン タジキスタン

175 ー ー ー ー アゼルバイジャン

注：各区分の単位は「年」。「2017-20」年は対象が 175か国で、それ以前は 174か国。
出所：Flores（2021）のデータをもとに筆者作成。

表 1：世界の LGBTグローバル受容指数の上位と下位 10か国の推移
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掛け」表示）と下位（「薄い網掛け」表示）の時期と
ともにまとめたのが表 2 である。ラテンアメリカの
中で前述のウルグアイが常に順位が最も高く、近年
のグアテマラをはじめ中米諸国の順位が低い傾向に
ある。また地域内でも、ブラジルやメキシコのよう
に順位の変動が小さい国、コスタリカやコロンビア
のように順位が上がってきている国、ペルーやパラ
グアイのように最近の順位低下が顕著な国など、状
況の相違とともに幾つかの類似性がみられる。

日本に関しては、2000 ～ 03 年の 33 位から 2014
～ 17 年の 66 位まで順位を下げ、同時期のラテンア
メリカ最下位のグアテマラ（74 位）より上だったも
のの、下位 2 番目のパラグアイ（58 位）を下回る状
況であった。直近の 2017 ～ 20 年でも、日本より順
位が高いラテンアメリカの国は 19 か国中 12 か国に
上った。

また、ビジネスという観点からも参考になるデー
タ に、「LGBTQ+ 旅 行 安 全 指 数（Travel Safety 

Index）」がある（Fergusson and Fergusson 2023）。
同数値は、同性婚や差別禁止など 10 分野に関する国
内の状況を数値化し、LGBT の当事者や関係者が外
国を訪問した際どのくらい安全に旅行できるかをラ
ンキング化したものである。なお、「LGBTQ+」の「Q」
はセクシュアリティを特定しない「Questioning」で、

「＋」は「LGBTQ」に分類されないセクシュアリティ
（例：他人に性的・恋愛的関心のない「アセクシャル」
など）を意味する。同指数は 2023 年時点で世界 203
か国を取り上げており、ランキングの上位と下位 10
か国の推移をまとめると、対象国数の違いもあるた
めランクインする国が若干異なるが、上位と下位と
もに LGBT グローバル受容指数と類似の傾向となっ
ている（表 3）。

LGBTQ+ 旅行安全指数をラテンアメリカの 19 か
国と日本について、順位とともに同性婚、LGBT へ

の差別禁止、性別変更、同性カップルによる子ども
との養子縁組についてまとめたのが表 4 である。取
り上げた 4 つの分野から、地域内でも特に上位国と
下位国では状況が異なることがわかる。LGBT の当
事者や関係者の大半は、養育費のかかる実子や養子
を持たないためもあり、可処分所得が大きい場合が
多い。この点などへの注目から、ラテンアメリカを
含む同指数の上位国には LGBT を主な対象とする旅
行会社や関連ビジネスが盛況な国もある。LGBT 関
連ビジネスへの参画は、「人権」への配慮が国際的に
も重視されている現状において、企業イメージの向
上、ひいては収益の増加を期待できるといえよう。

日本に関しては、「同性婚」で近年パートナシップ
制度が普及し始めているものの法律上の効力はなく、
その他の分野でも状況は“後進的”だといえる。そ
のため、2023 年の日本の順位は 73 位であり、同性
婚や性別変更が不可能なニカラグアよりも低くなっ
ている。

ラテンアメリカにおけるジェンダーの状況
LGBT の次に、同様に「人権」という視点からジェ

ンダーについて女性を中心に取り上げる。世界経済

国名 2000-03 2004-08 2009-13 2014-17 2017-20
日本 33 49 45 66 53

ウルグアイ 1818 44 99 1414 1616
ブラジル 28 30 23 25 24

アルゼンチン 19 18 20 23 26
チリ 26 29 25 27 29

メキシコ 32 24 34 32 31
コスタリカ 60 36 29 34 33
コロンビア 42 37 36 37 35
キューバ 30 20 30 35 41
ニカラグア 44 32 33 42 46
ベネズエラ 54 34 40 39 47
エクアドル 61 39 47 41 48
パナマ 50 44 39 49 52
ボリビア 40 52 57 44 55

エルサルバドル 7878 58 53 50 56
ホンジュラス 56 7070 62 57 60

ペルー 37 47 56 53 61
ドミニカ共和国 35 46 55 55 65
パラグアイ 55 50 38 58 71
グアテマラ 39 53 6666 7474 7272

注：日本を除いた「2017-20」年の順位が高い順。太字は各年代の最上位
と最下位。濃い網掛けは各国の最高位で、薄い網掛けは最下位。
出所：Flores（2021）のデータをもとに筆者作成。

表 2：�ラテンアメリカ諸国と日本の LGBT グローバル受容指
数の推移

順位 上位 10か国 順位 下位 10か国
1 カナダ 194 リビア
2 スウェーデン 195 スーダン
3 オランダ 196 マレーシア
4 マルタ 197 アラブ首長国連邦
5 ノルウェー 198 ガイアナ
6 ポルトガル 199 マラウィ
7 スペイン 200 クウェート
8 デンマーク 201 ナイジェリア
9 ベルギー 202 サウジアラビア
10 英国 203 ブルネイ

表3：LGBTQ+旅行安全指数の上位と下位の10か国（2023年）

出所：Fergusson and Fergusson（2023）のデータをもとに筆者作成
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フォーラムが発表しているジェンダー ･ ギャップ指数
（Gender Gap Index）によると、146 か国を対象とした
2023 年において、上位 10 か国に北欧や西欧が多い中、
LGBT の順位は決して高くなかったニカラグアが 7 位
にランクインしている。一方の下位 10 か国には LGBT
と同様、伝統的で保守的なジェンダー規範や宗教の影
響が強いアフリカや中東の国々となっている（表 5）。

ジェンダー ･ ギャップ指数をラテンアメリカの 19 か
国と日本について、「政治」「経済」「教育」「医療」の
4 分野とともにまとめると（表 6）、最近のジェンダー
をめぐる状況は LGBT（表 2）と異なることがわかる。
前述のニカラグアに加え、LGBT では下位の方だった
ペルーが上位にランクインしている。キューバはベネ
ズエラとともに 2022 年以降のデータがないが、2021 年

に 39 位と上位の方に入っている。ニカラグア、ペルー、
キューバの 3 か国は、革命による政権交代や社会主義
的な国づくりを目指した経験があり、その影響がより
平等なジェンダー関係の数値に表れているとも考えら
れる。

また、同指数の上位国に共通なこととして、近年に
順位を上げている国が多く、メキシコは 2017 年より 48
位もランクアップした。そして、これら上位国かつラ
ンクアップした国々は、「政治」の順位が最も高くなっ
ている一方、下位国には「政治」が最も低い国が多い。
この点に注目し、ラテンアメリカ諸国における下院議
員の女性比率の変化をみると、多くの国で女性議員の
割合が増加しており、キューバ、ニカラグア、メキシ
コでは 50% 以上となっている（図）。この要因として、
議員に関するジェンダー・クオータ制の導入を挙げる
ことができる（菊池 2022）。

ラテンアメリカの上位国において「政治」が改善傾
向にあるのに対して、日本は「政治」が 138 位と 4 つ
の分野で最も低くなっている。2023 年の低い順位はマ
スメディアでも取り上げられたが、日本は「政治」だ
けでなく「経済」と総合順位でも、ラテンアメリカで
最下位のグアテマラを下回ってしまっている。

国 順位 同性婚 差別禁止 性別変更 養子縁組
日本 73 パートナーシップ 限定的保護 要手術で可 ナシ
チリ 18 合法 広範な保護 手術ナシで可 両親 ･片方とも可

ウルグアイ 19 合法 広範な保護 手術ナシで可 両親 ･片方とも可
キューバ 29 合法 憲法で保護 手術ナシで可 両親 ･片方とも可

アルゼンチン 30 合法 限定的保護 手術ナシで可 両親 ･片方とも可
コスタリカ 31 合法 限定的保護 手術ナシで可 両親 ･片方とも可
ブラジル 33 合法 広範な保護 手術ナシで可 両親 ･片方とも可
コロンビア 36 合法 広範な保護 手術ナシで可 両親 ･片方とも可
エクアドル 38 合法 憲法で保護 手術ナシで可 ナシ
ボリビア 39 ナシ 憲法で保護 手術ナシで可 ナシ
メキシコ 42 合法 憲法で保護 手術ナシで可 限定的に可
ペルー 43 ナシ 広範な保護 手術ナシで可 ナシ

ニカラグア 58 ナシ 限定的保護 ナシ ナシ
ホンジュラス 88 ナシ 広範な保護 ナシ ナシ
エルサルバドル 96 ナシ 限定的保護 ナシ ナシ

パナマ 100 ナシ ナシ 要手術で可 ナシ
パラグアイ 111 ナシ ナシ 要手術で可 ナシ
ベネズエラ 112 ナシ ナシ 要手術で可 ナシ
グアテマラ 126 ナシ 限定的保護 要手術で可 ナシ

ドミニカ共和国 127 ナシ ナシ ナシ ナシ

表 4：ラテンアメリカ主要国と日本の LGBTQ+旅行安全指数と内訳

注：日本を除いた順位の高い順。「養子縁組」で子どもがいる場合、養子縁組が両方の親と可能なのが「両親」、
両親のうち片方の親のみと可能なのが「片方」。
出所：Fergusson and Fergusson（2023）のデータをもとに筆者作成。

順位 上位 10か国 順位 下位 10か国
1 アイスランド 137 ギニア
2 ノルウェー 138 ベナン
3 フィンランド 139 オマーン
4 ニュージーランド 140 コンゴ民主共和国
5 スウェーデン 141 マリ
6 ドイツ 142 パキスタン
7 ニカラグアニカラグア 143 イラン
8 ナミビア 144 アルジェリア
9 リトアニア 145 チャド
10 ベルギー 146 アフガニスタン

表5：ジェンダー･ギャップ指数の上位と下位の10か国（2023年）

出所：WEF（2023）のデータをもとに筆者作成。
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おわりに
ラテンアメリカにおける LGBT とジェンダーの状況

について、データをもとに日本と比較しながらまとめ
た。日本で“後進的”なイメージを持たれがちなラテ
ンアメリカは、LGBT という性的マイノリティや男女
平等というジェンダーをめぐる人権に関して、実は日
本より先進的な地域であるといえよう。5 月に開催され
た G7 広島サミットの際、LGBT をめぐる日本への批判
が高まり、在日メキシコ大使もラテンアメリカの状況

を紹介する講演会を開催した（写真）。ジェンダーに関
して、議員の女性比率が高くなったアルゼンチンでは
2020 年、メキシコでは 2023 年に女性の人権擁護の観
点から人工妊娠中絶が国内全土で合法化された。

人権に関して、日本は LGBT をはじめ芸能界で発
覚した性的虐待など、外圧を受けないと変われないと
ころがある。ラテンアメリカの経験から、ジェンダー
格差の是正には女性の政治参加が重要だと考えられる
が、日本の選挙における投票率は年々低下傾向にあり、
女性議員の数もラテンアメリカのように増えてはいな
い。先進国日本は人口や経済力の減少から国力が減退
する中、人権に関して世界から“後進国”とのレッテ
ルを貼られることが懸念される。ラテンアメリカは親
日的な地域でもあり、その経験から学ぼうという姿勢
が今の日本に求められていよう。
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（こんた りょうへい　日本貿易振興機構［ジェトロ］アジア経済研究所 

国
順位

政治 経済 教育 医療
2017 2023 変動

日本 114 125 -11 138 123 47 59
ニカラグア 6 7 -1 6 98 1 34
コスタリカ 41 14 27 10 84 31 60

チリ 63 27 36 12 96 64 69
メキシコ 81 33 48 15 110 62 49
ペルー 48 34 14 22 79 111 117

アルゼンチン 34 36 -2 26 95 1 41
コロンビア 36 42 -6 34 92 1 51
エクアドル 42 50 -8 53 61 42 85
ホンジュラス 55 53 2 52 66 1 110
ボリビア 17 56 -39 42 90 92 125
ブラジル 90 57 33 56 86 73 1
パナマ 43 58 -15 61 85 49 58

ウルグアイ 56 67 -11 94 47 1 1
エルサルバドル 62 68 -6 55 103 69 1
ドミニカ共和国 62 81 -19 104 65 1 1
パラグアイ 96 91 5 110 76 45 54
グアテマラ 110 117 -7 123 117 94 1
キューバ 25 39 -14 27 108 45 68
ベネズエラ 60 91 -31 77 112 43 1

表 6：ラテンアメリカ主要国と日本のジェンダー･ギャップ指数と
2023年の内訳の順位

注：日本を除いて 2023 年の順位が高い順。2017 年の対象は 144 か国。
キューバとベネズエラの内訳を含む「2023 年」は「2021 年」（全 156か国）
の数値。出所における「政治」は「Political Empowerment」、「経済」は
Economic Participation and Opportunity、「 教 育 」 は「Educational 
Attainment」、「医療」は「Health and Survival」。
出所：菊池（2022: 64-65）のデータをもとに筆者作成。

G7 広島サミットを前に在日メキシコ大使館が主催した講演会「ラテンアメリ
カと日本　婚姻平等 同性婚の法制化への道」での記念撮影。前列左から 2 番
目がメキシコ大使、中央が LGBT 議連会長の岩屋毅衆議院議員、右から 2 番
目がブラジル大使、右端が筆者、後列の左から 2 番目がアルゼンチン臨時代
理大使（2023 年 5 月 8 日、在日メキシコ大使館提供）

図：ラテンアメリカ諸国における下院議員の女性比率の変化

出所：菊池（2022: 64-65）のデータをもとに筆者作成。
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ラテンアメリカ研究グループ長）

南米人にとってのサッカー 
南米人にとって、サッカーは人

生そのものだ。南米では、ワール
ドカップが終わった翌年から、次
のワールドカップに向けた南米予
選が始まる。そのことからも、南
米人の人生が、サッカーをサイ
クルに回っていることがよくわか
る。
『収奪された大地　ラテンアメ

リカ五百年』で知られるウルグア
イを代表する作家、エドゥアルド・
ガ レ ア ー ノ（Eduardo Galeano）
は、『スタジアムの神と悪魔　サッ
カー外伝』を執筆するなど、サッ
カーに対する造詣が深いことでも
有名だが、彼は次のように述べて
いる。「ラテンアメリカでは、サッ
カーを抜きに何かを語るのは難し
い」「無神論者（ateo）のいない
唯一の宗教、それがサッカーだ」
と。そして私は今、そんな彼の言
葉を肌でひしひしと感じながら、
ここウルグアイで生活している。 

 
ウルグアイサッカーの栄光の歴史 

ウルグアイは人口約 340 万人、
横浜市よりも人口の少ない国だ
が、隣国のブラジルやアルゼンチ
ンをはじめ、強豪ひしめく南米に
おいて、輝かしい栄光の歴史を有
するサッカーの強豪国だ。FIFA
ワールドカップ優勝 2 回、オリン
ピック優勝 2 回、コパ・アメリカ

（南米王者を決める大会）優勝 15
回（最多‼）の実績を有し、最近
では、今年（2023 年）6 月に隣国

アルゼンチンで開催された FIFA 
U-20 ワールドカップの決勝でイタ
リアを破って優勝した。ルイス・
スアレス（スペイン、イングラン
ド、オランダの 3 つのリーグで得
点王、現グレミオ所属）、エディ
ンソン・カバーニ（イタリアとフ
ランスの 2 つのリーグで得点王、
現ボカ・ジュニアーズ所属）、フェ
デリコ・バルベルデ（現レアル・
マドリード所属）、ディエゴ・フォ
ルラン（2010 年 FIFA ワールド
カップ MVP、2014–2015 にセレッ
ソ大阪に所属）、アルバロ・レコ
バ（「左足の魔術師」の異名を持
つ。元インテル所属）などの選手
は、日本でもサッカー好きの人な
ら知らない人はいないだろう。ジ
ネディーヌ・ジダンの子どもの頃
の憧れの選手であったエンツォ・
フランチェスコリも、ウルグアイ

の選手だ。
ワールドカップの歴史を紐解

いてみたい。日本ではあまり知ら
れていないかもしれないが、記念
すべき第 1 回 FIFA ワールドカッ
プは、1930 年にここウルグアイ
で開催され、開催国のウルグアイ
が、決勝でアルゼンチンを破っ
て初代世界王者のトロフィーを
手にした。ウルグアイが開催国に
選ばれたのは、直近のオリンピッ
ク・サッカー競技で 2 大会連続優
勝した実力と、ウルグアイ憲法発
布 100 周年の事業として「近代的
な」スタジアムの建設を約束する
こと、を主な理由とするものであっ
た。その約束のスタジアムであり、
第 1 回大会の決勝地となったセン
テナリオ・スタジアム（Estadio 
Centenario）は、「FIFA 決勝の聖地」
と呼ばれており、ウルグアイ人の

随想
ラテンアメリカ 小さなサッカー大国 ウルグアイ

－サッカーの歴史に愛された国

村上 猛（在ウルグアイ大使館 一等書記官）

写真 1：1930 年の建設当時の原形をとどめている、「FIFA 決勝の聖地」センテナリオ・スタジアム（写真
はすべて筆者撮影）
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誇りであり、今も現役のスタジア
ムとして数多くの国際試合や国内
リーグの試合が行われている 1。

1950 年にブラジルで開催され
た第 4回FIFAワールドカップも、
ウルグアイサッカーの歴史におい
て忘れられない大会だ。地元ブラ
ジルとウルグアイの間で行われた
決勝リーグ第 3 戦 2、ブラジルは
引き分けでも優勝が決まる状況で
あった。試合は、前半は両チーム
無得点に終わるも、後半開始 2 分
にブラジルが先制、この瞬間、会
場のマラカナン・スタジアムを埋
め尽くしたブラジル人の観衆は自
国の初優勝を確信する。しかし、
後半 21 分にウルグアイが同点
ゴール、その 13 分後に奇跡の逆
転ゴールを決めて、試合終了。ウ
ルグアイが 2 度目のワールドカッ
プ・トロフィーを手にした。その
瞬間、会場は水を打ったように静
まり返り、2 人がその場で自殺、
2 人がショック死、20 人以上が失
神して、ブラジルサッカー史上最
大の事件となった。かの有名な「マ
ラカナンの悲劇」（Maracanazo）
である。あまりの惨事に表彰式は
行われず、FIFA 会長のジュール・
リメ自らがピッチに下りていっ
て、ウルグアイ代表のキャプテン
を探し出し、こっそりトロフィー
を手渡したのは有名な話。この試
合を最後に、ブラジル代表は、そ
れまで白色だったユニフォームを
黄色（カナリア色）に変えること
になる。卓越したキャプテンシー
により「黒い闘将」（negro jefe）
と呼ばれ、ウルグアイ代表のキャ
プテンを務めたオブドゥリオ・バ
レラや、この試合で奇跡の逆転
ゴールを決めたアルシデス・ギ
ジャは、今もウルグアイの英雄で
ある。

また、通常、サッカーの代表ユ
ニフォームには、自国のエンブレ
ムの上部に、ワールドカップで優
勝した回数と同じ数の星が刻まれ
ている。ワールドカップの最多優
勝国はブラジルの 5 回、続いてド
イツとイタリアが 4 回、それに続
くのがアルゼンチン、フランス、
ウルグアイの 2 回だ。ウルグアイ
がワールドカップで優勝したのは
1930 年の第 1 回大会と 1950 年の
第 4 回大会の 2 回だが、実は、ウ
ルグアイ代表のユニフォームには
4 つの星が刻まれている。1930 年
以前、まだワールドカップが存在
しなかった時代、サッカーの世界
一を決める大会はオリンピックで
あった。上述したとおり、ウルグ
アイは 1924 年のパリ五輪と 1928
年のアムステルダム五輪のサッ
カー競技で連覇を達成した。この
2 つの優勝もカウントされて、現
在、ウルグアイ代表のユニフォー
ムには 4 つの星が刻まれていると
いうわけだ（これについては、サッ
カー界で賛否両論があるが）。

こうしたウルグアイサッカーの
輝かしい栄光の歴史については、
上述のセンテナリオ・スタジアム
内に併設されているサッカー博物
館（Museo del Fútbol）で、数多
くの獲得トロフィーとともに、垣
間見ることができる。 

 

ウルグアイ国内リーグの盛り上がり
ウ ル グ ア イ は 国 内 リ ー グ

（Campeonato Uruguayo）も盛ん
だ。ナシオナル（クラブ世界一 3
回、国内リーグ優勝 49 回）とペニャ
ロール（クラブ世界一 3 回、国内
リーグ優勝 51 回）がウルグアイ
を代表する 2 大クラブで、ウルグ
アイ国民は概ねどちらかのクラブ
のファンに二分される。両者がぶ
つかる試合は「クラシコ」（伝統
の一戦）と呼ばれ、スタジアムは
満席となり、大きな盛り上がりを
見せる。そんな私もナシオナルの
ソシオ（クラブ会員）なので、ホー
ムのグラン・パルケ・セントラル・
スタジアム（1900 年に建設、第
1 回 FIFA ワールドカップ開幕戦
の会場となり、今も現役の米州で
最も古いサッカースタジアム）を
はじめ、毎週欠かさず試合観戦に
行っている。

かつては何度もクラブ世界一に
輝き、強豪を誇った国内クラブも、
現在は、サッカーのビジネス化（グ
ローバル化）が進んだことにより、
有望な選手は国内リーグで実績
を積んで、欧州をはじめとする海
外のクラブに移籍するのが定石と
なっている。各クラブも、有望な
選手を育てて、国内の 2 大クラブ
や、ひいては海外のクラブに選手
を売って相応の移籍金を獲得しな
がら、クラブ経営を成り立たせて
いる。ウルグアイでは、あるシー
ズンにクラブが優勝すると、その
後有望な選手が次々と海外のクラ
ブに引き抜かれ、チーム全体が総
入れ替えとなり、次のシーズンは
弱くなってしまう、ということが
よくある。したがって、世界的な
サッカービジネスの観点から見れ
ば、ウルグアイの国内リーグは、
有望な選手を育成し、彼らを巨大

写真 2：「マラカナンの悲劇」で、ウルグアイ代
表がゴールを決めた瞬間（サッカー博物館内）



56 ラテンアメリカ時報　2023年 秋号 No.1444

な世界市場に輩出する土壌として
機能していると言えるだろう。

一方で、こうした 2 大クラブ
の試合や有望選手の動向を追う
のも面白いが、実は、ウルグアイ
サッカーの醍醐味は、2 大クラブ
以外の中堅クラブがホームを構え
る、郊外のスタジアムで行われる
試合にある、と私は思っている。
スタジアム（estadio）と言うより
は、サッカー場（cancha）と呼ぶ
方が相応しいような、照明なし、
観客席は簡素な、まるで古

いにしえ

にタイ
ムスリップしたかのような牧歌的
なサッカー場で、週末の昼下が
り、地元の人たちと一緒にのんび
りと、マテ茶を飲みながら激しい
サッカーの試合を観るのは、まさ
に至福の時と言えるだろう。

2030 年 FIFA ワールドカップ 3

の招致に向けて 
現在、第 1 回大会から 100 年後

に当たる 2030 年の FIFA ワール
ドカップ開催地に、ウルグアイ、
アルゼンチン、チリ、パラグアイ
の 4 か国が共同開催国として立候
補している。この開催招致が実現
すれば、第 1 回大会の決勝地であ
るセンテナリオ・スタジアムで試
合が行われることになるのは間違
いない。 

センテナリオ・スタジアムは、
今や「近代的な」スタジアムとは
言えない。だが、このスタジアム

には、他のスタジアムにはない、
独特の佇まいがある。スタジアム
の中に足を踏み入れると、不思
議とそれを肌で感じることができ
る。それは、数多くの選手の汗と
涙、サポーターの歓声が、歴史と
共に刻まれているからかもしれな
い。 

昨今、世界のサッカー界では、
ビジネスが優先され、過激化す
る流れがとどまるところを知らな
い。昨年（2022 年）開催されたカ
タール・ワールドカップでも、ス
ポーツビジネスの過剰化が長じ
て、「スポーツウォッシング」（国
家などが、スポーツの巨大イベ
ントを利用して、ネガティブなイ
メージや社会が抱える問題を覆
い隠すこと）という言葉が話題に
なった。そんなウルグアイも、こ
うしたサッカーのビジネス化の潮
流に抗うことはできないが、この
地には、脈々と息づくサッカーの
歴史があり、老朽化しながらも「味
のある」サッカー場に足を踏み入
れれば、そこにサッカーの原点を
感じることができる。

第 1 回大会から 100 年目の記
念大会となる 2030 年 FIFA ワー
ルドカップを、ウルグアイを含む
南米で共同開催することができれ
ば、現代サッカーの過剰なビジネ
ス化を見直すきっかけにもなるか
もしれない。

1　�1983 年 7 月、センテナリオ・スタ
ジアムは、FIFA により、「世界サッ
カーの歴史的建造物」（Monumento 
Histórico del Fútbol Mundial）に認定
された。

2　�優勝を決める試合ではあったが、この
大会では決勝にノックアウト方式を採
用していなかったため、「決勝戦」と
は呼ばない。

３	 �本稿は、2023 年 9 月執筆時のもの。
同 年 10 月 4 日、FIFA は、2030 年
FIFA ワールドカップをスペイン、ポ
ルトガル、モロッコの 3か国を主要開
催国としつつ、ウルグアイ、アルゼン
チン、パラグアイの南米 3か国で開幕
戦を行い、ウルグアイの首都モンテビ
デオで 100 周年記念式典を開催する
との、３大陸６か国共催で行う旨電撃
発表した。

参考文献
Galeano, Eduardo (1995) El fútbol a sol 
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Galeano, Eduardo (2017) Cerrado por 
fútbol, Buenos Aires: Siglo Veintiuno 
Editores.
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de Campeones, Montevideo: Aguaclara 
Editorial. 

（むらかみ たけし　在ウルグアイ日本国
大使館 一等書記官）

写真 4：センテナリオ・スタジアムで遭遇した、「左
足の魔術師」レコバ元選手とのツーショット

写真 5：サッカー選手はいつだって、子どもたち
のヒーロー

写真 3：郊外のサッカー場は、選手との距離が近い！
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研究所から、この号に掲載された時事解説「東アジア・ラテンアメリカ研究協力対話・第 4 回国際会議」の詳細版「中
国のラテンアメリカ研究事情」（浜口伸明・舛方周一郎著）、渡邉利夫上級研究員によるシリーズ「歴史から見るラテ
ンアメリカのかたち―その４―多様性に富んだ世界になる物語」、桑山幹夫上級研究員による「ラテンアメリカは強
固な重要鉱物サプライチェーンを築けるか（上）：世界の経済安全保障の観点から」のレポート３点を公開しました。

ラテンアメリカ・カリブ研究所

ラテンアメリカ情報入手ガイド
〈講演会・セミナー〉

2020 年年初からの新型コロナウイルス感染症の影響により講演会、セミナーはオンラインで 2020 年 10 月以降
再開、2021 年度 16 回、2022 年度は 26 回、2023 年度は上期だけで 20 回開催しました。恒例のインターアメリ
カン・ダイアログ（IAD）との共催セミナーは、2023 年 10 月 25 日開催予定です。

2021 年度からの新シリーズ「ラテンアメリカなるほどトーク」はホームぺージの「投稿欄」のレポート・エッセイ
に投稿いただいた方がユニークな演題で、なるほどとうなずける講演をいただき、2021 年度 7 回、2022 年度 6 回、
2023 年度は上期 6 回開催し、下期も継続予定です。

〈ホームページ〉
ホームぺージでは、ラテンアメリカ諸国の動向に関する各種情報や日本における関連イベント情報が数多く掲載され

ています。その利用に当たっては、ホームページのトップページの右上の「サイトマップ」をクリックし「ホームページ
の手引き」をご覧ください。

特に、新規イベントについては、ホームぺージのトップページで「講演会・セミナーのご案内」「お知らせ」「イベン
トのご案内」に掲載し、さらに「カレンダー」にその案内を格納しています。

さらに、2018 年末に開設した「投稿欄」には、会員などからの興味深いエッセイやレポートが数多く掲載されています。

〈メールマガジン〉
当協会会員を中心に、毎週火曜日にメールマガジンを配信しています。メルマガでは「読者の皆様へ」「お知らせ」「新

着情報」「その他」と 4 つのカテゴリーに分けて過去 1 週間の新着情報や新規イベント情報をお届けしています。

〈『ラテンアメリカ時報』〉
『ラテンアメリカ時報』は、今号で通巻 1444 号を数えるわが国随一のラテンアメリカの専門情報誌として内外で高

く評価されています。現在は年 4 回、4 月に春号、7 月に夏号、10 月に秋号、1 月に冬号をそれぞれ発行し、ラテン
アメリカに関する最新情報を提供できるよう内容の充実に努めています。

ラテンアメリカ協会では、年 4 回発行される本誌に広告を掲載してくださる広告主を募集しています。世界のボー
ダーレス化の深化、ロシアのウクライナ侵攻、エネルギー・穀物の需給変動とこれによる世界的インフレは、資源が
豊富で域内・域外のバリューチェーン構築に邁進するラテンアメリカへの関心の高まりとなっています。域内諸国の
最新情勢分析や政経文化トピックを掲載、内外の皆様から国内随一のラテンアメリカの専門誌として高い評価を得て
いる『ラテンアメリカ時報』を貴社の商品・サービスの広告媒体の一つとしてご活用いただければ幸いです。広告掲
載料金は下記のとおりです。ぜひ掲載のご検討をお願いいたします。

裏表紙	 カラー	 120,000 円 / 年 4 回
表紙裏及び裏表紙裏	 カラー	 100,000 円 / 年 4 回
本紙　1 ページ	 モノクロ	 60,000 円 / 年 4 回
本紙　1/2 ページ	 モノクロ	 40,000 円 / 年 4 回

広告掲載のお願い
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ラテンアメリカ・カリブ諸国・地域の最新の政治・経済・社会情勢等を解説する「ラテンアメリカ時事解説」欄へ
の寄稿を募集します。応募に当たっては、下記をご参照ください。

1．応 募 方 法 	：	�関心をお持ちの方は、『ラテンアメリカ時報』編集部（kihou@latin-america.jp）に、テーマ
の仮題と概要、氏名、所属、ラテンアメリカ地域との関わり（略歴可）、住所、メールアドレ
スをご連絡下さい。

		�  それらに基づき、会報編集企画委員会で掲載の可否を検討し、概ね 1 か月程度で結果をご連絡
します。掲載可否の検討に当たっては、①『時報』の出版意図に沿っていること、②独自の論
点を提示されていること、③未発表のものであることを基本にします。掲載可能の場合には掲
載予定号を決定のうえ、「執筆要領」をお送りします。いったん掲載可とされた場合でも、原
稿を精査した結果によっては、掲載をお断りする場合もあり得ます。

2．原 稿 の 字 数 	：	�「時事解説」は 4000 字以上～ 5000 字以内（注記・参考文献リストを含む） ＋外数として写
真・図表 計 4 ～ 6 点まで。

3．原稿締め切り：�掲載号が決まった段階で当方より連絡しますが、原則として発行月（1 月、4 月、7 月、10 月）
の前月 15 日まで。

4．謝　　　　礼：�当協会の財政状況等に鑑み、原則として原稿料はお支払いできません。謝意として、原稿掲載
号 2 部をお送りするとともに、協会 Web サイトの会員ページ閲覧資格（半年分）を差し上げ
ます。

5．版　　　　権：�原則として執筆者に帰属します。なお、『時報』は印刷物に加え、PDF 版が協会 Web サイト
会員専用ページに掲載され、当該『時報』発行後 1 年が経過したところで一般公開されます。

『ラテンアメリカ時報』への寄稿募集

『ラテンアメリカ時報』次号予告

次号 2023/24 年冬号（2024 年 1 月 25 日発行

予定）の特集は、久しぶりの国別特集で「ブラジル ルー

ラ政権の 1 年」（仮題）です。ブラジルでは、2003

年 1 月に貧困の解決と経済成長の回復を掲げてルーラ

大統領の労働者党（PT）政権が発足、資源価格の上昇

等にも支えられて貧困層の底上げや積極的な新興国外

交の展開により、2010 年まで高支持率のまま 2 期政

権を務めました。その後継のルセーフ大統領は弾劾罷

免、テメル大統領を経て、2018 年の選挙では真逆の

思想をもつボルソナーロ政権に取って代わられました。

2022 年の選挙で返り咲き 2023 年 1 月に発足した

第 3 期目のルーラ政権ですが、新たな国際・国内環境

の中でどのような政権運営をしようとしているのか、そ

の政策は前政権担当時とどこまで変わるのか、何が新

たな問題として対応を迫られているかなど、政治、外交、

経済、社会、環境等の様々な切り口からその実態に迫

ります。
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一般社団法人 ラテンアメリカ協会
活動と入会のご案内

『ラテンアメリカ時報』の発行（年 4 回発行）

�　ラテンアメリカをめぐる最新の話題と課題をいち早く
捉え、分析することで、日本におけるラテンアメリカに
関する最も充実した定期刊行物。

ウェブサイトでの情報提供
�　ホームページは、わが国随一のラテンアメリカに関す
る総合サイトとして、各国概況、ニュース、記事、イベ
ント情報、新刊案内、リンクなどから成る最も充実した
トップサイト。
　会員専用ページでは最新の評論（ マイアミ・ヘラルド
の「オッペンハイマー・レポート」などを毎週更新）、関
連ニュース速報、『ラテンアメリカ時報』既掲載記事ほか
がダウンロード可能。さらに充実中。

講演会・ワークショップの開催
�　国内、ラテンアメリカ諸国の関係者を招き、講演会、
セミナー、ワークショップを開催するとともに、各種調査、
研究活動を行っています。

※�法人会員は同一ドメイン名の複数の方が、サイトへフリーアクセスできます。
※在外会員への会報は、サイトでの閲覧となります。

会員の特典
●『ラテンアメリカ時報』の無料配布
●�協会サイト全ページへのフリー・アクセスとダウンロード
●�協会主催・共催セミナー、シンポジウムへの優先ご案内
●�メールでのラテンアメリカ・ニュースレターの配信

入会方法
協会サイトからお申し込み頂くか、
事務局へメール info@latin-america.jp　もしくは
03-6205-4262 へ FAX でご連絡下さい。

年会費（4月〜翌年3月分）�

（注）「駐日大使館等」には、総領事館、国際機関とこれに準ずる駐日代表部等含む。

法人会員 70,000 円（1 口以上）

スタートアップ法人会員 35,000 円（1 口以上）

個人会員 10,000 円
在外会員 5,000 円
国別団体会員 10,000 円（1 口以上）

賛助会員
駐日大使館等 10,000 円（1 口以上）

学生 5,000 円

事 業 内 容 入会のご案内

『ラテンアメリカ時報』　通巻 1444 号　2023 年秋号
2023 年 10 月 25 日発行
年 4 回（1,4,7,10 月）発行
定価　1,250 円
〒 100-0011 東京都千代田区内幸町 2-2-3 日比谷国際ビル 1 階 120A
　Tel：03-3591-3831　Fax：03-6205-4262　
　E Mail：info@latin-america.jp
　ホームページ：https：//www.latin-america.jp/
　フェイスブック：上記ホームページ下部からお入りください。
発行人　佐々木 幹夫
編集人　桜井 敏浩


